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 DPR の概略設計レビュー 

6.1  概説 

6.1.1  設計レビューの目的およびレビュー範囲 

本調査では、CPRR 建設事業に対して円借款を供与する妥当性を確認するため、詳細事業計画

（DPR）で検討された既存設計に対するレビューを行う。  

表 6.1.1 に、JICA 調査団が提供された DPR 報告書を示す。 

表 6.1.1 レビュー対象とする DPR 報告書 
巻数 報告書名 版数・作成時期 提供時期 
I Main Report 不明 JICA より調査団に提供

II-A Design Report (Highways) R0 版、2017 年 1 月 9 日付 2017 年 8 月 
II-B Design Report (Structures/Box Culvert) 不明（表紙に Aug.2016 と表記） 2018 年 2 月 
II-C Design Report (Structures/Minor Bridge) 不明（表紙に Aug.2016 と表記） 2018 年 2 月 
II-D Design Report (Structures/Major Bridge) 不明（表紙に Aug.2016 と表記） 2018 年 2 月 
II-E Design Report (Structures/Underpass) 不明（表紙に July.2016 と表記） 2018 年 2 月 
II-F Design Report (Structures/Interchange) 不明（表紙に Nov.2016 と表記） 2018 年 2 月 
II-G Design Report (Structures/Sec-1 Link Road) 不明（表紙に Sep.2016 と表記） 2018 年 2 月 
II-H Design Report (Structures/ROB) 不明（表紙に Aug.2016 と表記） 2018 年 2 月 
III EIA & Management Plan 不明 JICA より調査団に提供

IV Social Impact Assessment & RAP 不明 JICA より調査団に提供

V Technical Specifications - 未提供 
VI Rate Analysis R0 版、2017 年 1 月 9 日付 2018 年 2 月 
VII Bill of Quantities R0 版、2017 年 1 月 9 日付 2017 年 11 月 
VIII Cost Estimate R0 版、2017 年 1 月 9 日付 2017 年 8 月 
IX-A Drawing (Highways) 不明 2017 年 8 月 
IX-B Drawing (Structures/ Drainage) 不明 2017 年 8 月 
IX-C Drawing (Structures/Bridges) 不明 2017 年 8 月 
IX-D Drawing (Structures/underpass) 不明 2017 年 8 月 
IX-E Drawing (Structures/Interchange) 不明 2017 年 8 月 

※網掛け部はレビュー実施時にて未提供だった資料 
出典：DPR Main Report P1-6 および提供された DPR を元に JICA 調査団作成 

 

設計レビューの目的および DPR の提供状況を考慮し、本調査でのレビューの範囲を表 6.1.2 に示す

内容とした。 

表 6.1.2 設計レビューの範囲 

項目 
レビュー実施時点で提供済みの DPR に

より確認可能な内容 
設計レビューの範囲 

交通解析 2013 年に交通調査を実施し、IRC に規

定された車種別弾性値法により、CPRR
（区間 2～5）の将来交通量が推計され

た。 

2017 年に交通調査を実施し、JICA  
STRADA を用いたネットワーク解析によ

り、CPRR（区間 1～5）の将来交通量を推

計する。 
自然条件調査 地形測量：GPS を用いた基準点測量、

トータルステーションを用いた地形測

量および路線測量（中心線、縦断、横

断）が実施されたが、計算結果等の詳

細は提供されていない。 
地質調査：路床の CBR 調査、構造物計

画地点のボーリング調査が実施された

が、ボーリング調査結果は提供された

報告書に含まれていない。 
水文調査：特段の調査は実施されてお

DPR に調査結果が明示されていないた

め、レビューの対象外とし、本調査では

詳細設計等、次期段階で実施すべき自然

条件調査について提言する。 
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項目 
レビュー実施時点で提供済みの DPR に

より確認可能な内容 
設計レビューの範囲 

らず、排水施設の設計では IRC に規定

された降雨強度等を用いた計算を実施

している。 
設計   

設計条件 設計方針において、道路種別、適用設

計基準書、設計速度および設計基準値

等が整理されている。 

左記項目について、記載内容の妥当性、

DPR 内での整合性を確認する。 

道路設計 線形：道路平面図、縦断図から線形要

素を読み取ることが可能。 
舗装：設計交通量、設計 CBR が整理さ

れ、設計の計算過程が示されている。 
排水：排水施設配置の基本方針、設計

流出量、排水容量等の代表的な計算過

程が例示されている。 

線形：適用設計基準との比較により、線

形要素の妥当性を確認する。 
舗装：AASHTO 等、他の舗装設計法で得

られる結果と比較して、舗装構造の妥当

性を確認する。 
排水：排水施設配置の基本方針、設計流

出量、排水容量等の考え方の妥当性を確

認する。 
インターチェンジ設計 設計報告書（Design Report Structures / 

Interchange）は未受領。 
適用された幾何構造設計値、平面図が

参照可能。 

本調査により得られた方向別交通量に基

づき、本線およびランプの車線数を検討

するとともに、幾何構造の妥当性を確認

する。 
構造物設計 設計報告書（Design Report- Structures / 

Bridge）は未受領。 
構造物一般図（General Arrangement 
Drawings）が参照可能であるが、ボー

リング柱状図に N 値の記載がない。 

杭等基礎工を除く、構造物設計の妥当性

を構造物一般図より確認する。 

ITS 設計 DPR にはチェンナイ ITS 調査の中間報

告が転載され、独自の提案はない。 
本調査での提案事項として、左記を更新

する。 
積算 Rate Analysis が提供されず、各単価の

設定根拠は不明。数量は工事項目ごと

に各区間の合計数量として与えられ、

計算過程を追うことは出来ない。 

単価はタミル・ナド州の公定単価になら

い 2017-2018 年時点に更新する。数量は代

表的な工種について概算し、妥当性を確

認する。 
出典：JICA 調査団 

 

6.1.2  自然条件調査 

DPR においては、地形測量として GPS による基準点測量、トータルステーションによる平面測量、路線

測量（中心線、縦断、横断）が実施された。しかしながら、具体的な作業方法や結果の詳細は記載されて

いない。 

同様に、地質調査として路床の CBR、構造物計画位置でのボーリング調査が実施されているが、N 値

を含む調査結果は DPR 報告書に明示されていない。 

調査結果の詳細が DPR 報告書から読み取れないことから、本調査では自然条件調査についてのレビ

ューを行わない。次期の設計段階では表 6.1.3 に示す調査が行われるべきと考えられる。 
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表 6.1.3 次期設計段階で実施されるべき自然条件調査 

 
出典：JICA 調査団 

6.1.3  道路区分および設計基準書 

(1) 道路区分 

1）管理者による道路区分 
インドの道路は管理者により、国道（NH）、州道（SH）、主要地方道（MDR）、その他地方道（ODR）に

調査⽬的 備考
問題となる地形、地質、⽔⽂、環境状況の概略把握
 - 地形図、地質図、地盤図、既往⼟質調査資料
 - 空中写真
 - その他(⼯事記録、災害記録、⼟地利⽤図、気象資料、関連
法律・条令)など

問題点の把握、総合的な判断を⾏う⽬的で実施。

以下の点に特に留意する。
 - 段丘、崖錐、断層など
 - 透⽔層の位置、正常の把握
 - 河川横断箇所
 - 軟弱地盤 など

基準点測量 基準点(三⾓点)の設置
⽔準測量 ⽔準点の設置

地形測量
プロジェクト対象地域の地形状況の把握
地形図の作成

路線測量

中⼼線測量：IP点等主要点の設置
仮BM設置測量：仮BMの設置
縦断測量：地形変化点の把握、縦断図の作成
横断測量：地形変化点の把握、横断図の作成
⽤地幅杭設置測量：⽤地幅杭の設置

ボーリング調査

地盤状況の確認
 - 試料の採取(コアボーリング)
 - 原位置試験に供する孔の作成
 - 地下⽔位の把握

ボーリング深度(通常箇所)：⽀持地
盤(N=15以上)が厚さ5mに渡って確
認されるまでを基本とする。

標準貫⼊試験 N値の把握

原位置試験
ボーリング孔内⽔平載荷試験
現場透⽔試験 など

室内試験

物理試験：
含⽔⽐試験、⼟粒⼦の密度試験、湿潤密度試験、
粒度試験、液性限界・塑性限界試験など
⼒学試験：
⼀軸圧縮試験、三軸圧縮試験、圧密試験、透⽔試験など

物理探査
弾性波探査
電気探査
ボーリング孔を利⽤した物理検層 など

気象調査

気温：
⽉平均気温、最暖⽉平均気温・最寒⽉平均気温の年⽐較、地
域により異なる気温型の整理 など
降⾬：降⾬強度、降⾬⽇数
⾵：主⾵向、⾵速 など

地形および地質調査
集⽔⾯積の把握
流出係数の把握

ボーリング調査
各種⼟質試験

地下⽔位の把握
湧⽔状況の把握
透⽔層の位置、透⽔係数、不透⽔層の深さの把握など

環境関連調査 ⾃然条件に関するもの
地形変化や地下⽔の変化に起因する動植物に対する影響の把
握

調査名

測量

各種試験結果を総合的に判断し、
正確な地盤状況の把握に努める。

地盤調査

⽔⽂調査

⽔⽂調査の実施にあたり、以下の
点に留意する。
 - 表⾯⽔が局所的に集中して流れる
箇所
 - 地⼭からの湧⽔の多い箇所
 - 地下⽔の状況
 - 後背地が集⽔地形である箇所
 - 集めた⽔を排除する流末の状況

現地踏査

⽂献調査
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分類される。CPRR 建設事業はタミル・ナド州の事業であることから、完成後は州道（SH）となることが想定

される。しかしながら、現段階で CPRR は州道の指定を受けていないことから、DPR では管理者区分につ

いて触れられていない。 

2）地形区分 
道路の幾何構造設計において参照される道路の地形区分については、表 6.1.4 に示す IRC:73-1980 

Geometric Design Standards for Rural Highways の定義に従うと、路線の大部分は平地、一部は丘陵地と

なる。 

表 6.1.4 地形区分と斜度 
地形区分 斜度（%） 

平地 0-10 

丘陵 10-25 

山地 25-60 

急峻 60- 

出典：IRC:73-1980 Geometric Design Standards for Rural Highways 

(2) 設計基準書 

DPR の設計はインド道路協会（IRC）の技術基準類に準拠して実施されており、設計報告書（Vol.II, 
Design Report-Highways）で参照されている全ての技術基準類を表 6.1.5 に示す。 

表 6.1.5 DPR 設計で適用された技術基準類 

 

出典：DPR Vol.II, Design Report-Highways から JICA 調査団抜粋 

No Title

1 IRC: SP: 87 -2013
Manual of Specifications and Standards for Six Laning of Highways through
Public Private Partnership

2 IRC: 73 -1980 Geometric Design Standards for Rural (Non-Urban) Highways

3 IRC: SP: 23 -1993 Vertical Curves for Highways

4 IRC: SP: 23 -1989 Vertical Curves for Highways

5 IRC: 37 -2012 Tentative Guidelines for the Design of Flexible Pavements

6 IRC: 37 -1984 Guidelines for the Design Flexible Pavements

7 IRC: 81 -1997
Guidelines for Strengthening of Flexible Road Pavements Using Benkelman
Beam Deflection Technique

8 IRC: 42 -1994 Guidelines on Road Drainage

9 IRC: 08 -1980 Type Designs for Highway Kilometer Stones

10 IRC: 25 -1967 Type Design for Boundary Stones

11 IRC: 26 -1967 Type Desing for 200-Meter Stones

12 IRC: 35 -1997 Code of Practice for Road Markings

13 IRC: 67 -2012 Code of Practice for Road Signs

14 IRC: 79 -1981 Recommended Practice for Road Delineators

15 IRC: SP: 84 -2014
Manual of Specifications and Standards for Four Laning of Highways
through Public Private Partnership

16 IRC: SP: 89 -2010
Guidelines for Soil and Granular Material Stabilization Using Cement, Lime
and Fly Ash

17 IRC: SP: 42 -2014 Guidelines of Road Drainage

18 IRC: SP: 90 -2010 Manual for Grade Separators and Elevated Structures

19 IRC: 65 -1976 Recommended Practice for Traffic Rotaries

Name of Standard
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6.1.4  設計速度および設計基準値 

(1) 設計速度 

設計速度は、表 6.1.6 に示す IRC:73-1980 Geometric Design Standards for Rural Highways の規定に

従うと標準値 100km/h、 小値 80km/h となり、DPR の設計報告書（Vol.II, Design Report-Highways）にも

そのように述べられている。 

表 6.1.6 設計速度 

地形 斜度（%） 
設計速度（km/h） 

標準値 小値 
平地および丘陵 -25 100 80 

山地および急峻 25- 60 40 

出典：IRC:73-1980 Geometric Design Standards for Rural Highways 

 

しかしながら、現道を拡幅した区間 4 では 小で曲線半径 200m の平面曲線が残っており、将来設計

速度 80km/h 相当への改良により路線全体の統一性を図ることが望ましい。 

 

(2) 設計基準値 

表 6.1.7 に、DPR の設計報告書（Vol.II, Design Report-Highways）に記載されている主な適用設計基

準値を示す。 

表 6.1.7 設計基準値 
道路区分：州道 
地形：概ね平地、一部丘陵 

標準値 / 望ましい値 特例値 

設計速度 100km/h 80km/h 

横断構成 道路用地幅 
(ROW) 

100m (区間 1 本線、区間 1 TPP Link (旧線形)) 
100m (区間 1 TPP Link (新線形北側)) 
45-60m (区間 1 TPP Link (新線形南側)) 
60m (区間 2-5) 

車線 3.5m 
曲線拡幅 0.9m (R: 75m-100m) 

0.6m (R: 101m-300m)
中央分離帯 5.0m (0.5m+4.0m+0.5m) (区間 1,2,3,5) 

1.5m (0.25m+1.0m+0.25m) (区間 4) 
路肩 舗装路肩 1.5m+保護路肩 2.0m (区間 1) 

舗装路肩 1.5m (区間 2-5) 
歩道 3.0m (区間 2,3,5) 

2.5m (区間 4) 
2.0m (区間 1) 

横断勾配 2.5% (保護路肩 3.0%) 
法面勾配 2H:1V (H: 3m 以下) 

1.5H:1V 石張 (H: 3m 超) 
大片勾配 7.0% (R: 400m 以下) 

5.0% (R: 400m 超) 
小平面曲線半径 400m 250m 

停止視距 360m (V: 100km/h) 
260m (V: 80km/h)

180m (V: 100km/h) 
130m (V: 80km/h) 

急縦断勾配 2.5% 3.3% 

建築限界 水平方向 道路幅員 
垂直方向 5.5m (アンダーパス) 

4.5m (軽車両用アンダーパス) 
出典： DPR Vol.II, Design Report-Highways 
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6.1.5  車線数 

DPR には車線数検討の箇所はないが、表 6.1.8 に示すとおり区間 2 から 5 について交通解析結果とし

ての将来交通量およびサービスレベル B の上限値が示されている。 

 
表 6.1.8 将来交通量（左：本線、右：サービス道路）およびサービスレベル B の上限値 

 

出典：DPR Main Report 

 
これによれば、サービスレベル B を確保するためには、現時点（2018 年）の 10 年後（2028 年）で区間

2 は 8 車線、区間 3 および 4 は 12 車線以上、区間 5 は 6 車線必要あることになる。DPR で想定された開

通時期は不明ながら、提案されている車線数（区間 1：4 車線、区間 2～4：6 車線、区間 5：4 車線）では、

開通後早期に混雑してくることが懸念される。 

これに対して、本調査で推計された将来交通量に用いて、提案されている車線数（区間 1：4 車線、区

間 2～4：6 車線、区間 5：4 車線）でのサービスレベルを算定した結果を表 6.1.9 から表 6.1.13 に示す。検

討した道路整備シナリオは 2021 年に区間 4 の残工事が完成、2024 年には区間 1、2、3、5 が完成し全

線開通するケースとした。計画目標年次を 10 年後と考え 2028 年で評価すれば、DPR で計画された車線

数でのサービスレベルは B～D であり、概ね妥当な計画と評価される。 

2 3 4 5 2 3 4 5
18,014 32,945 42,039 9,606 2013 1,655 6,609 7,224 2,317
19,370 35,446 45,282 10,373 2014 1,792 7,130 7,809 2,511
20,835 38,149 48,790 11,204 2015 1,941 7,695 8,444 2,722
22,415 41,070 52,584 12,106 2016 2,102 8,306 9,133 2,951
24,123 44,229 56,691 13,085 2017 2,278 8,969 9,882 3,201
25,967 47,646 61,139 14,149 2018 2,469 9,688 10,694 3,472
29,059 53,355 68,529 15,896 2019 2,779 10,874 12,023 3,911
32,526 59,764 76,832 17,864 2020 3,129 12,208 13,520 4,406
36,415 66,960 86,163 20,081 2021 3,524 13,708 15,206 4,966
40,780 75,042 96,653 22,580 2022 3,969 15,396 17,106 5,596
45,678 84,123 108,449 25,398 2023 4,471 17,295 19,246 6,308
48,580 89,573 115,557 27,126 2024 4,784 18,468 20,577 6,754
51,678 95,398 123,161 28,980 2025 5,120 19,723 22,002 7,232
54,987 101,628 131,297 30,969 2026 5,481 21,066 23,528 7,745
58,522 108,291 140,006 33,103 2027 5,867 22,504 25,163 8,295
62,300 115,422 149,332 35,394 2028 6,281 24,042 26,915 8,884
66,001 122,424 158,457 37,636 2029 6,686 25,558 28,636 9,461
69,936 129,876 168,174 40,029 2030 7,119 27,171 30,468 10,076
74,121 137,809 178,523 42,583 2031 7,579 28,888 32,419 10,732
78,571 146,257 189,549 45,310 2032 8,070 30,715 34,498 11,431
83,306 155,256 201,299 48,223 2033 8,593 32,660 36,711 12,175
87,755 163,668 212,355 50,979 2034 9,080 34,446 38,762 12,871
92,461 172,572 224,065 53,905 2035 9,596 36,335 40,931 13,608
97,438 182,000 236,471 57,011 2036 10,141 38,331 43,226 14,389
102,705 191,986 249,618 60,310 2037 10,719 40,441 45,653 15,215
108,280 202,564 263,553 63,815 2038 11,331 42,672 48,222 16,090
113,592 212,652 276,850 67,167 2039 11,914 44,794 50,668 16,924
119,186 223,285 290,872 70,708 2040 12,527 47,027 53,242 17,803
125,079 234,494 305,661 74,451 2041 13,173 49,375 55,952 18,728
131,287 246,314 321,263 78,408 2042 13,853 51,845 58,803 19,702
137,830 258,779 337,726 82,591 2043 14,570 54,442 61,804 20,728

Year Sections

2041
2042
2043

LOC B - 4 Lane with Paved Shoulder
LOC B - 6 Lane with Paved Shoulder
LOC B - 8 Lane with Paved Shoulder
LOC B - 10 Lane with Paved Shoulder

2036
2037
2038
2039
2040

2031
2032
2033
2034
2035

2026
2027
2028
2029
2030

2021
2022
2023
2024
2025

2016
2017
2018
2019
2020

Year Sections

2013
2014
2015
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表 6.1.9 将来交通量およびサービスレベル（区間 1） 
 

 
出典：JICA 調査団  

1 2 3 4 5
2021 - - - 〇 -
2026 〇 〇 〇 〇 〇
2036 〇 〇 〇 〇 〇

K 0.09 cj 2,200 pcu/hour/lane
D 0.50 N 2 lane/direction

0.5 1 1 3 1.5 3 4.5
Resource
Made by

Case

⼆輪⾞ 乗⽤⾞ オートリキシャ バス LCV トラック MAV Sum ET fHV fW fP c q/c LOS
2024 6 4 1 4 2 416 358 791 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.22 B
2025 12 8 2 7 4 832 717 1,582 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.43 B
2026 18 12 3 11 5 1,248 1,075 2,373 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.65 C
2027 22 16 5 13 12 1,301 1,038 2,407 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.66 C
2028 25 20 7 15 18 1,354 1,000 2,441 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.67 C
2029 29 25 9 18 25 1,407 963 2,475 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.68 C
2030 33 29 10 20 31 1,460 926 2,509 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.69 C
2031 36 33 12 22 38 1,513 888 2,543 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.70 D
2032 40 38 14 25 44 1,566 851 2,578 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.71 D
2033 44 42 16 27 51 1,619 813 2,612 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.72 D
2034 47 46 17 29 57 1,672 776 2,646 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.72 D
2035 51 50 19 32 64 1,725 739 2,680 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.73 D
2036 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2037 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2038 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2039 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2040 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2041 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2042 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D
2043 55 55 21 34 70 1,778 701 2,714 1.7 0.83 1.0 1.0 3,652 0.74 D

単位：PCU/hour/direction
Year

Case 2
Section

JICA Study Result  :  A
JICA Consultant

Case 2
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表 6.1.10 将来交通量およびサービスレベル（区間 2） 
 

 
出典：JICA 調査団  

1 2 3 4 5
2021 - - - 〇 -
2026 〇 〇 〇 〇 〇
2036 〇 〇 〇 〇 〇

K 0.09 cj 2,200 pcu/hour/lane
D 0.50 N 3 lane/direction

0.5 1 1 3 1.5 3 4.5
Resource
Made by

Case

⼆輪⾞ 乗⽤⾞ オートリキシャ バス LCV トラック MAV Sum ET fHV fW fP c q/c LOS
2024 51 68 38 34 51 239 249 730 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.13 B
2025 102 137 76 67 101 477 498 1,459 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.27 B
2026 154 205 114 101 152 716 747 2,189 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.40 B
2027 174 228 126 119 202 649 675 2,173 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.40 B
2028 195 251 138 137 252 581 602 2,157 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.39 B
2029 216 275 151 155 303 514 529 2,141 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.39 B
2030 236 298 163 172 353 447 456 2,126 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.39 B
2031 257 321 175 190 404 379 384 2,110 1.7 0.85 1.0 1.0 5,610 0.38 B
2032 278 344 187 208 454 312 311 2,094 1.7 0.88 1.0 1.0 5,808 0.36 B
2033 299 367 199 226 505 245 238 2,078 1.7 0.89 1.0 1.0 5,874 0.35 B
2034 319 390 211 243 555 177 166 2,062 1.7 0.91 1.0 1.0 6,006 0.34 B
2035 340 414 223 261 605 110 93 2,047 1.7 0.93 1.0 1.0 6,138 0.33 B
2036 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2037 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2038 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2039 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2040 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2041 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2042 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B
2043 361 437 236 279 656 43 20 2,031 1.7 0.94 1.0 1.0 6,204 0.33 B

単位：PCU/hour/direction
Year

Case 2
Section

JICA Study Result  :  A
JICA Consultant

Case 2
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表 6.1.11 将来交通量およびサービスレベル（区間 3） 

 

出典：JICA 調査団  

1 2 3 4 5
2021 - - - 〇 -
2026 〇 〇 〇 〇 〇
2036 〇 〇 〇 〇 〇

K 0.09 cj 2,200 pcu/hour/lane
D 0.50 N 3 lane/direction

0.5 1 1 3 1.5 3 4.5
Resource
Made by

Case

⼆輪⾞ 乗⽤⾞ オートリキシャ バス LCV トラック MAV Sum ET fHV fW fP c q/c LOS
2024 42 65 67 32 49 268 253 776 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.14 B
2025 83 131 133 64 99 535 506 1,552 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.28 B
2026 125 196 200 97 148 803 759 2,327 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.42 B
2027 165 230 218 125 194 832 736 2,499 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.46 B
2028 204 264 235 152 240 861 713 2,670 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.49 B
2029 244 298 252 180 286 890 690 2,841 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.52 C
2030 284 333 270 208 332 919 667 3,013 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.55 C
2031 324 367 287 236 378 948 645 3,184 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.58 C
2032 363 401 305 264 424 977 622 3,355 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.61 C
2033 403 435 322 292 470 1,005 599 3,527 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.64 C
2034 443 469 340 320 515 1,034 576 3,698 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.68 C
2035 483 503 357 348 561 1,063 553 3,869 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.71 D
2036 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2037 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2038 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2039 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2040 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2041 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2042 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D
2043 522 538 375 376 607 1,092 530 4,040 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.74 D

単位：PCU/hour/direction
Year

Case 2
Section

JICA Study Result  :  A
JICA Consultant

Case 2



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-10 

表 6.1.12 将来交通量およびサービスレベル（区間 4） 
 

 
出典：JICA 調査団 

1 2 3 4 5
2021 - - - 〇 -
2026 〇 〇 〇 〇 〇
2036 〇 〇 〇 〇 〇

K 0.09 cj 2,200 pcu/hour/lane
D 0.50 N 3 lane/direction

0.5 1 1 3 1.5 3 4.5
Resource
Made by

Case

⼆輪⾞ 乗⽤⾞ オートリキシャ バス LCV トラック MAV Sum ET fHV fW fP c q/c LOS
2021 429 490 58 252 124 587 297 2,236 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.41 B
2022 428 481 64 263 142 721 443 2,542 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.46 B
2023 427 472 71 274 160 856 589 2,848 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.52 C
2024 425 462 77 285 177 991 736 3,153 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.58 C
2025 424 453 83 296 195 1,125 882 3,459 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.63 C
2026 423 444 90 307 213 1,260 1,028 3,764 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.69 C
2027 512 492 106 338 263 1,246 1,008 3,965 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.72 D
2028 601 540 123 368 313 1,233 988 4,165 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.76 D
2029 689 588 140 399 364 1,219 968 4,366 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.80 D
2030 778 636 157 429 414 1,205 947 4,567 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.83 D
2031 867 684 173 460 464 1,192 927 4,767 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.87 E
2032 956 732 190 490 515 1,178 907 4,968 1.7 0.83 1.0 1.0 5,478 0.91 E
2033 1,045 780 207 521 565 1,164 887 5,168 1.7 0.85 1.0 1.0 5,610 0.92 E
2034 1,134 828 224 552 615 1,150 867 5,369 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 0.95 E
2035 1,223 876 240 582 666 1,137 846 5,569 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 0.98 E
2036 1,312 924 257 613 716 1,123 826 5,770 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 1.02 F
2037 1,312 924 257 613 716 1,123 826 5,770 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 1.02 F
2038 1,312 924 257 613 716 1,123 826 5,770 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 1.02 F
2039 1,312 924 257 613 716 1,123 826 5,770 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 1.02 F
2040 1,312 924 257 613 716 1,123 826 5,770 1.7 0.86 1.0 1.0 5,676 1.02 F

単位：PCU/hour/direction
Year

Case 2
Section

JICA Study Result  :  A
JICA Consultant

Case 2
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表 6.1.13 将来交通量およびサービスレベル（区間 5） 

 
出典：JICA 調査団 

Case 2 Section
1 2 3 4 5

2021 - - - 〇 -
2026 〇 〇 〇 〇 〇
2036 〇 〇 〇 〇 〇

K 0.09 cj 2,200 pcu/hour/lane
D 0.50 N 2 lane/direction

0.5 1 1 3 1.5 3 4.5
Resource
Made by

Case

⼆輪⾞ 乗⽤⾞ オートリキシャ バス LCV トラック MAV Sum ET fHV fW fP c q/c LOS
2024 77 79 42 55 98 115 61 527 1.7 0.85 1.0 1.0 3,740 0.14 B
2025 153 158 83 110 197 231 121 1,053 1.7 0.85 1.0 1.0 3,740 0.28 B
2026 230 237 125 165 295 346 182 1,580 1.7 0.85 1.0 1.0 3,740 0.42 B
2027 256 275 133 206 331 345 180 1,726 1.7 0.86 1.0 1.0 3,784 0.46 B
2028 282 314 142 246 367 344 178 1,873 1.7 0.86 1.0 1.0 3,784 0.49 C
2029 308 352 150 286 403 344 176 2,019 1.7 0.86 1.0 1.0 3,784 0.53 C
2030 334 390 159 327 439 343 175 2,165 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.56 C
2031 360 428 167 367 475 342 173 2,312 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.60 C
2032 386 467 176 407 511 341 171 2,458 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.63 C
2033 412 505 184 447 547 340 169 2,605 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.67 C
2034 438 543 193 488 582 339 168 2,751 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.71 D
2035 464 582 201 528 618 338 166 2,898 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.75 D
2036 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2037 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2038 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2039 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2040 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2041 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2042 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D
2043 490 620 210 568 654 337 164 3,044 1.7 0.88 1.0 1.0 3,872 0.79 D

JICA Study Result  :  A
JICA Consultant

Case 2
単位：PCU/hour/direction

Year
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6.1.6  標準横断面 

DPR での標準横断計画は、上述の車線数および適用設計基準に従ったものであり、区間毎に図 6.1.1～図 6.1.6 に示すとおり設計されている。区間 1 につい

ては 4 通り（1-1：一般部、1-2、1-3：橋梁アプローチ部、1-4：橋梁部）設定される。 
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出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

図 6.1.1 標準横断図（区間 1） 
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高架区間（ROW45m） 

 

 
出入口アプローチ区間（ROW60m） 

 
出典：STUP 

図 6.1.2 標準横断図 TPP Link Road （線形変更後） 
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出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

図 6.1.3 標準横断図（区間 2） 
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出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

図 6.1.4 標準横断図（区間 3） 
 
 
 



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-19 

 

 



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-20 

 

出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

図 6.1.5 標準横断図（区間 4） 
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出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

図 6.1.6 標準横断図（区間 5） 
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6.2  道路設計のレビュー（全区間） 

6.2.1 道路線形 

(1) 平面線形 

本設計レビューにおいては、DPR で設計された道路中心線の線形要素を設計基準値と比較すること

により、設計の妥当性を確認する。設計基準値として、IRC:73-1980 の規定値（括弧内は特例値）に加え、

日本の道路構造令の規定値（括弧内は望ましい値）を参考として記載した。表 6.2.1 に平面線形要素の

確認結果を示す。 
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表 6.2.1 平面線形要素の確認結果 

 

Length Parameter
Lc A

Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Minimum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (%) (kmph)

1 +582.205 76.899 1,000 360 (230) (700) 460 0 50 85 0 NC 100
2 2+777.809 465.825 4,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
3 4+205.441 415.848 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
4 7+381.771 1070.026 8,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
5 13+765.004 1088.838 3,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
6 16+139.694 957.615 3,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
7 18+135.209 1402.500 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
8 20+051.497 1273.168 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100

1 21+520.699 946.385 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
2 22+638.640 1074.248 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
3 24+270.774 761.888 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
4 28+951.438 977.561 900 360 (230) (700) 460 150 55 85 367 4.9 100
5 30+898.976 421.485 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
6 32+546.776 706.656 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
7 33+876.223 835.365 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
8 35+546.315 413.151 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
9 36+518.363 382.233 1,200 360 (230) (700) 460 40 40 85 219 3.7 100
10 37+410.082 624.697 820 360 (230) (700) 460 60 60 85 222 5.0 100
11 39+884.917 293.221 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
12 42+508.014 571.494 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
13 44+515.937 1256.456 3,500 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
14 46+506.400 940.979 900 360 (230) (700) 460 150 55 85 367 4.9 100

DPRDPR GAD
No. Chainage

Design
Speed

Super
Elevation

Spiral

DPRDPR

Curve

DPR

Radius
R

Length
Ls

SECTION 1

SECTION 2
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Length Parameter
Lc A

Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Minimum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (%) (kmph)

DPRDPR GAD
No. Chainage

Design
Speed

Super
Elevation

Spiral

DPRDPR

Curve

DPR

Radius
R

Length
Ls

1 47+713.406 614.468 1,100 360 (230) (700) 460 130 50 85 378 4.0 100
2 51+012.811 2070.974 1,500 360 (230) (700) 460 105 35 NR 397 3.0 100
3 53+301.377 231.234 1,200 360 (230) (700) 460 40 40 85 219 3.7 100
4 53+824.176 552.766 525 360 (230) (700) 460 50 95 85 162 5.0 100
5 55+545.072 947.996 1,500 360 (230) (700) 460 35 35 NR 229 3.0 100
6 56+949.787 624.172 900 360 (230) (700) 460 75 55 85 260 4.9 100
7 60+015.968 1072.548 1,000 360 (230) (700) 460 70 50 85 265 4.4 100
8 62+701.180 954.621 800 360 (230) (700) 460 165 60 85 363 3.6 100
9 67+753.255 647.369 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
10 69+342.570 294.855 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
11 71+357.817 1465.304 1,500 360 (230) (700) 460 35 35 NR 229 3.0 100
12 73+189.977 1394.376 1,250 360 (230) (700) 460 40 50 85 224 3.6 100
13 74+229.450 600.918 1,212 360 (230) (700) 460 50 50 85 246 3.7 100
14 74+890.596 368.676 1,800 360 (230) (700) 460 50 30 NR 300 NC 100
15 75+492.018 271.529 685 360 (230) (700) 460 75 70 85 227 4.2 100
16 76+102.368 318.242 5,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
17 76+536.673 362.733 5,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
18 77+057.860 275.722 650 360 (230) (700) 460 80 70 85 228 4.4 100
19 77+530.301 56.008 600 360 (230) (700) 460 80 80 85 219 4.7 100
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Length Parameter
Lc A

Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Minimum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (%) (kmph)

1 78+851.051 100.848 275 360 (230) (400) 280 50 75 70 117 4.04 80
2 79+114.080 100.67 310 360 (230) (400) 280 40 75 70 111 3.58 80
3 79+542.904 204.169 1200 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
4 80+134.297 246.141 1000 360 (230) (400) 280 0 30 NR 0 NC 80
5 80+828.046 154.699 1000 360 (230) (400) 280 0 30 NR 0 NC 80
6 81+101.304 145.613 250 360 (230) (400) 280 50 75 70 112 4.44 80
7 81+355.759 149.478 520 360 (230) (400) 280 40 45 70 144 3.61 80
8 82+821.692 287.266 2500 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
9 83+361.641 193.251 645 360 (230) (400) 280 35 35 70 150 4.41 80
10 83+835.575 39.846 800 360 (230) (400) 280 30 30 70 155 3.56 80
11 84+035.765 148.451 280 360 (230) (400) 280 30 75 70 92 3.97 80
12 84+576.445 339.546 560 360 (230) (400) 280 95 35 70 231 5.08 80
13 84+926.426 74.755 580 360 (230) (400) 280 0 35 70 0 4.9 80
14 85+006.921 33.755 1200 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
15 85+099.624 67.961 800 360 (230) (400) 280 0 30 70 0 3.56 80
16 85+409.959 263.681 580 360 (230) (400) 280 25 35 70 120 4.9 80
17 85+909.195 177.453 1200 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
18 86+368.992 111.544 260 360 (230) (400) 280 30 75 70 88 4.27 80
19 86+754.510 516.202 670 360 (230) (400) 280 0 35 70 0 4.25 80
20 87+136.501 41.444 1500 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
21 87+413.601 143.027 1620 360 (230) (400) 280 30 NR NR 220 NC 80
22 88+020.902 125.675 1100 360 (230) (400) 280 40 30 NR 210 4.04 80
23 88+300.961 26.622 1200 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
24 88+388.390 32.758 1200 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80

DPRDPR GAD
No. Chainage

Design
Speed

Super
Elevation

Spiral

DPRDPR

Curve

DPR

Radius
R

Length
Ls

SECTION 4
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Length Parameter
Lc A

Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Minimum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (%) (kmph)

DPRDPR GAD
No. Chainage

Design
Speed

Super
Elevation

Spiral

DPRDPR

Curve

DPR

Radius
R

Length
Ls

25 88+561.041 22.25 2700 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
26 88+779.786 25.163 10000 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
27 89+963.968 186.568 430 360 (230) (400) 280 35 55 70 123 4.37 80
28 90+402.000 22.343 2000 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
29 90+483.303 15.261 2000 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
30 90+788.365 24.324 10000 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
31 91+154.239 102.041 800 360 (230) (400) 280 60 30 70 219 3.56 80
32 91+948.435 120.999 620 360 (230) (400) 280 40 35 70 157 4.59 80
33 92+471.567 98.089 800 360 (230) (400) 280 30 30 70 155 3.56 80
34 93+444.090 214.851 800 360 (230) (400) 280 30 30 70 155 3.56 80
35 95+105.829 263.206 600 360 (230) (400) 280 40 35 70 155 4.74 80
36 95+497.446 271.423 400 360 (230) (400) 280 35 55 70 118 4.52 80
37 95+893.447 223.592 420 360 (230) (400) 280 35 55 70 121 4.47 80
38 96+863.854 288.373 2500 360 (230) (400) 280 0 NR NR 0 NC 80
39 98+451.421 306.977 700 360 (230) (400) 280 70 35 70 221 4.06 80
40 100+000.183 442.966 243 360 (230) (400) 280 35 NA 70 92 4.57 80
41 100+436.217 359.099 500 360 (230) (400) 280 25 45 70 112 3.76 80
42 100+944.710 70.794 200 360 (230) (400) 280 60 NA 70 110 3.56 80
43 101+343.802 63.867 200 360 (230) (400) 280 60 NA 70 110 3.56 80
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凡例:        :IRC 設計基準における制限値（特例値が設定されている場合は特例値）を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における特例値を満たすが一般的な制限値を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における制限値を満たすが、日本の道路構造令における制限値は満たさない（参考）。 
注: GAD: 一般図、DPR：詳細事業報告書、NA:適用外、NR:（緩和曲線）省略可、NC: 片勾配なし 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

 

平面曲線半径については区間 4 の終点付近で NH45 IC に向かう S 字曲線で R200 が使用されているほかは IRC の特例値は満たしており、喫緊の問題はな

い。しかしながら、緩和曲線長について IRC の規定値を満たしていない箇所が散見されるため、改善が望まれる。 

  

Length Parameter
Lc A

Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japan
道路構造令

Minimum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (%) (kmph)

DPRDPR GAD
No. Chainage

Design
Speed

Super
Elevation

Spiral

DPRDPR

Curve

DPR

Radius
R

Length
Ls

1 103+303.836 646.414 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
2 105+104.402 1216.411 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
3 106+090.478 510.497 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
4 109+045.986 868.657 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
5 110+944.433 970.643 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
6 112+416.511 896.058 1,000 360 (230) (700) 460 50 50 85 224 4.4 100
7 114+860.019 746.17 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
8 117+553.769 1015.004 5,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
9 119+910.641 1484.83 1,000 360 (230) (700) 460 50 50 85 224 4.4 100
10 122+943.818 1098.274 2,200 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
11 124+874.278 356.879 2,500 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
12 127+318.941 344.582 2,500 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
13 127+724.555 77.224 5,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
14 128+348.357 55.502 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100
15 128+526.815 189.611 2,000 360 (230) (700) 460 0 NR NR 0 NC 100

SECTION 5
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(2) 縦断線形 

平面線形と同様に、表 6.2.2～表 6.2.6 に縦断線形要素の確認結果を示す。 

表 6.2.2 縦断線形要素の確認結果（1/5） 

 

 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

1 +305.51 7.773 0.776% 3.3 (5.0) % 266.715 77.58 60 85 4,500 1,250 100 Sag
2 +553.92 13.983 2.50% 3.3 (5.0) % 160.228 98.8 60 85 4,000 1,800 100 Hog
3 +753.69 14.043 -0.30% 3.3 (5.0) % 99.771 101.2 60 85 4,000 1,800 100 Hog
4 1+021.11 7.358 -2.50% 3.3 (5.0) % 172.818 88 60 85 4,000 1,250 100 Sag
5 1+900.00 4.721 -0.30% 3.3 (5.0) % 780.889 108 60 85 18,000 3,000 100 Sag
6 2+756.00 7.289 0.30% 3.3 (5.0) % 682 240 60 85 40,000 6,500 100 Hog
7 3+466.50 5.157 -0.30% 3.3 (5.0) % 560.5 60 60 85 10,000 3,000 100 Sag
8 4+178.67 7.294 0.30% 3.3 (5.0) % 607.167 150 60 85 25,000 6,500 100 Hog
9 4+761.48 5.546 -0.30% 3.3 (5.0) % 471.209 73.2 60 85 12,000 3,000 100 Sag
10 5+211.64 6.941 0.31% 3.3 (5.0) % 367.814 91.5 60 85 15,000 6,500 100 Hog
11 5+777.17 5.245 -0.30% 3.3 (5.0) % 339.777 360 60 85 60,000 3,000 100 Sag
12 7+026.83 8.993 0.30% 3.3 (5.0) % 1015.667 108 60 85 18,000 6,500 100 Hog
13 7+512.38 7.537 -0.30% 3.3 (5.0) % 375.544 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
14 7+842.97 15.802 2.50% 3.3 (5.0) % 77.545 394.1 60 85 7,882 6,500 100 Hog
15 8+177.97 7.427 -2.50% 3.3 (5.0) % 81.944 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
16 8+727.50 9.075 0.30% 3.3 (5.0) % 457.533 72 60 85 12,000 6,500 100 Hog
17 9+179.55 7.719 -0.30% 3.3 (5.0) % 367.047 98 60 85 3,500 3,000 100 Sag
18 9+607.37 18.415 2.50% 3.3 (5.0) % 285.076 187.5 60 85 7,500 6,500 100 Hog
19 9+900.39 18.415 0.00% 3.3 (5.0) % 104.766 189.005 60 85 8,000 6,500 100 Hog
20 10+315.06 8.618 -2.36% 3.3 (5.0) % 187.037 266.257 60 85 10,000 3,000 100 Sag
21 10+944.27 10.506 0.30% 3.3 (5.0) % 463.077 66 60 85 3,000 3,000 100 Sag
22 11+272.07 18.701 2.50% 3.3 (5.0) % 103.935 381.75 60 85 7,635 6,500 100 Hog
23 11+614.77 10.134 -2.50% 3.3 (5.0) % 95.42 112.8 60 85 4,000 3,000 100 Sag
24 11+966.97 11.261 0.32% 3.3 (5.0) % 246.748 98.1 60 85 4,500 3,000 100 Sag

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

SECTION 1
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凡例:        :IRC 設計基準における制限値（特例値が設定されている場合は特例値）を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における特例値を満たすが一般的な制限値を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における制限値を満たすが、日本の道路構造令における制限値は満たさない（参考）。 
注: GAD: 一般図、DPR：詳細事業報告書、NA:適用外、NR:（緩和曲線）省略可、NC: 片勾配なし 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

  

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

  
25 12+310.00 19.836 2.50% 3.3 (5.0) % 56.127 475.7 60 85 9,514 6,500 100 Hog
26 12+649.65 11.345 -2.50% 3.3 (5.0) % 45.807 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
27 13+380.67 13.538 0.30% 3.3 (5.0) % 639.015 72 60 85 12,000 6,500 100 Hog
28 13+762.17 12.393 -0.30% 3.3 (5.0) % 233.507 224 60 85 8,000 3,000 100 Sag
29 14+154.01 22.189 2.50% 3.3 (5.0) % 68.586 422.5 60 85 8,450 6,500 100 Hog
30 14+528.13 12.836 -2.50% 3.3 (5.0) % 106.87 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
31 15+449.17 15.6 0.30% 3.3 (5.0) % 805.038 120 60 85 20,000 6,500 100 Hog
32 16+045.67 13.81 -0.30% 3.3 (5.0) % 512.5 48 60 85 8,000 3,000 100 Sag
33 16+816.81 16.123 0.30% 3.3 (5.0) % 719.639 55 60 85 2,500 3,000 100 Sag
34 17+086.98 22.878 2.50% 3.3 (5.0) % 57.872 369.6 60 85 7,392 6,500 100 Hog
35 17+375.73 15.659 -2.50% 3.3 (5.0) % 54.956 98 60 85 3,500 3,000 100 Sag
36 18+009.90 17.561 0.30% 3.3 (5.0) % 525.162 120 60 85 20,000 6,500 100 Hog
37 18+596.35 15.802 -0.30% 3.3 (5.0) % 442.452 168 60 85 6,000 3,000 100 Sag
38 18+967.99 25.093 2.50% 3.3 (5.0) % 102.841 369.6 60 85 7,392 6,500 100 Hog
39 19+261.37 17.758 -2.50% 3.3 (5.0) % 64.581 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
40 19+594.10 16.76 -0.30% 3.3 (5.0) % 258.729 60 60 85 10,000 3,000 100 Sag
41 20+370.95 19.091 0.30% 3.3 (5.0) % 702.854 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
42 20+617.44 25.253 2.50% 3.3 (5.0) % 99.987 205 60 85 8,200 6,500 100 Hog
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表 6.2.3 縦断線形要素の確認結果（2/5） 

 

 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

1 21+149.24 25.253 0.00% 3.3 (5.0) % 326.800 205 60 85 8,200 6,500 100 Hog
2 21+365.96 19.835 -2.50% 3.3 (5.0) % 70.215 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
3 22+546.67 16.29 -0.30% 3.3 (5.0) % 897.000 480 60 85 80,000 3,000 100 Sag
4 23+099.14 17.947 0.30% 3.3 (5.0) % 290.470 44 60 85 2,000 3,000 100 Sag
5 23+314.00 23.319 2.50% 3.3 (5.0) % 43.239 299.25 60 85 5,985 6,500 100 Hog
6 23+560.71 17.151 -2.50% 3.3 (5.0) % 41.089 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
7 24+206.11 19.087 0.30% 3.3 (5.0) % 556.394 66 60 85 3,000 3,000 100 Sag
8 24+490.60 26.2 2.50% 3.3 (5.0) % 53.117 396.75 60 85 7,935 6,500 100 Hog
9 24+839.45 17.478 -2.50% 3.3 (5.0) % 94.476 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
10 25+880.00 20.6 0.30% 3.3 (5.0) % 864.550 240 60 85 40,000 6,500 100 Hog
11 26+599.83 18.44 -0.30% 3.3 (5.0) % 563.833 72 60 85 12,000 3,000 100 Sag
12 27+378.96 20.778 0.30% 3.3 (5.0) % 699.126 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
13 27+692.28 28.611 2.50% 3.3 (5.0) % 71.118 396.4 60 85 7,928 6,500 100 Hog
14 28+006.60 20.753 -2.50% 3.3 (5.0) % 60.122 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
15 28+899.14 23.43 0.30% 3.3 (5.0) % 756.537 66 60 85 3,000 3,000 100 Sag
16 29+172.03 30.253 2.50% 3.3 (5.0) % 89.997 364 60 85 7,280 6,500 100 Hog
17 29+419.29 24.071 -2.50% 3.3 (5.0) % 77.185 39.6 60 85 1,800 3,000 100 Sag
18 30+094.83 22.045 -0.30% 3.3 (5.0) % 540.741 150 60 85 25,000 3,000 100 Sag
19 31+053.33 24.92 0.30% 3.3 (5.0) % 763.500 240 60 85 40,000 6,500 100 Hog
20 31+625.00 23.205 -0.30% 3.3 (5.0) % 391.667 120 60 85 20,000 3,000 100 Sag
21 32+473.36 25.75 0.30% 3.3 (5.0) % 733.361 110 60 85 5,000 3,000 100 Sag
22 32+862.00 35.466 2.50% 3.3 (5.0) % 137.385 392.5 60 85 7,850 6,500 100 Hog
23 33+145.22 28.385 -2.50% 3.3 (5.0) % 53.975 66 60 85 3,000 3,000 100 Sag
24 33+796.38 26.432 -0.30% 3.3 (5.0) % 538.153 160 60 85 20,000 3,000 100 Sag

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

SECTION 2
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凡例:        :IRC 設計基準における制限値（特例値が設定されている場合は特例値）を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における特例値を満たすが一般的な制限値を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における制限値を満たすが、日本の道路構造令における制限値は満たさない（参考）。 
注: GAD: 一般図、DPR：詳細事業報告書、NA:適用外、NR:（緩和曲線）省略可、NC: 片勾配なし 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

  
25 34+340.00 29.15 0.50% 3.3 (5.0) % 383.625 160 60 85 20,000 6,500 100 Hog
26 35+239.31 26.452 -0.30% 3.3 (5.0) % 763.310 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
27 35+481.93 32.518 2.50% 3.3 (5.0) % 86.622 200 60 85 4,000 6,500 100 Hog
28 35+720.10 26.563 -2.50% 3.3 (5.0) % 89.172 98 60 85 3,500 3,000 100 Sag
29 36+185.17 27.959 0.30% 3.3 (5.0) % 380.062 72 60 85 12,000 6,500 100 Hog
30 36+415.83 27.267 -0.30% 3.3 (5.0) % 173.667 42 60 85 7,000 3,000 100 Sag
31 36+710.33 28.15 0.30% 3.3 (5.0) % 252.500 42 60 85 3,500 3,000 100 Sag
32 37+227.99 35.915 1.50% 3.3 (5.0) % 78.010 837.3 60 85 27,910 6,500 100 Hog
33 37+771.50 27.762 -1.50% 3.3 (5.0) % 93.359 63 60 85 3,500 3,000 100 Sag
34 38+686.54 30.507 0.30% 3.3 (5.0) % 748.536 270 60 85 45,000 6,500 100 Hog
35 39+213.33 28.927 -0.30% 3.3 (5.0) % 361.794 60 60 85 10,000 3,000 100 Sag
36 40+173.83 31.808 0.30% 3.3 (5.0) % 840.500 180 60 85 30,000 6,500 100 Hog
37 40+676.67 30.3 -0.30% 3.3 (5.0) % 376.833 72 60 85 12,000 3,000 100 Sag
38 41+538.36 32.885 0.30% 3.3 (5.0) % 789.690 72 60 85 12,000 6,500 100 Hog
39 41+905.60 31.783 -0.30% 3.3 (5.0) % 275.247 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
40 42+247.93 40.342 2.50% 3.3 (5.0) % 194.377 183.9 60 85 3,678 6,500 100 Hog
41 42+554.31 32.682 -2.50% 3.3 (5.0) % 158.432 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
42 43+475.26 35.445 0.30% 3.3 (5.0) % 684.942 360 60 85 60,000 6,500 100 Hog
43 44+262.42 33.083 -0.30% 3.3 (5.0) % 547.167 120 60 85 20,000 3,000 100 Sag
44 45+284.93 36.151 0.30% 3.3 (5.0) % 887.507 150 60 85 25,000 6,500 100 Hog
45 45+773.26 34.686 -0.30% 3.3 (5.0) % 338.333 150 60 85 25,000 3,000 100 Sag
46 46+639.98 37.286 0.30% 3.3 (5.0) % 731.720 120 60 85 20,000 6,500 100 Hog
47 46+934.93 36.401 -0.30% 3.3 (5.0) % 178.942 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
48 47+272.00 44.828 2.50% 3.3 (5.0) % 176.575 209 60 85 4,180 6,500 100 Hog
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表 6.2.4 縦断線形要素の確認結果（3/5） 

 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

1 47+505.76 38.984 -2.50% 3.3 (5.0) % 74.264 110 60 85 5,000 3,000 100 Sag
2 48+229.70 36.812 -0.30% 3.3 (5.0) % 632.937 72 60 85 12,000 3,000 100 Sag
3 49+267.04 39.924 0.30% 3.3 (5.0) % 821.000 360 60 85 60,000 6,500 100 Hog
4 49+950.54 37.874 -0.30% 3.3 (5.0) % 413.500 180 60 85 30,000 3,000 100 Sag
5 50+565.64 39.719 0.30% 3.3 (5.0) % 494.302 61.6 60 85 2,800 3,000 100 Sag
6 50+908.00 48.278 2.50% 3.3 (5.0) % 109.312 404.5 60 85 8,090 6,500 100 Hog
7 51+264.05 39.377 -2.50% 3.3 (5.0) % 95.202 117.2 60 85 4,000 3,000 100 Sag
8 52+285.21 43.768 0.43% 3.3 (5.0) % 907.809 109.5 60 85 15,000 6,500 100 Hog
9 53+112.05 41.287 -0.30% 3.3 (5.0) % 727.089 90 60 85 15,000 3,000 100 Sag
10 53+724.81 43.125 0.30% 3.3 (5.0) % 523.754 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
11 53+979.31 49.488 2.50% 3.3 (5.0) % 85.503 250 60 85 10,000 6,500 100 Hog
12 54+640.99 49.488 0.00% 3.3 (5.0) % 411.678 250 60 85 10,000 6,500 100 Hog
13 54+943.75 41.919 -2.50% 3.3 (5.0) % 77.767 200 60 85 4,000 3,000 100 Sag
14 55+273.80 50.17 2.50% 3.3 (5.0) % 133.797 192.5 60 85 7,700 6,500 100 Hog
15 55+613.99 50.17 0.00% 3.3 (5.0) % 148.941 190 60 85 7,600 6,500 100 Hog
16 55+835.17 44.641 -2.50% 3.3 (5.0) % 77.180 98 60 85 3,500 3,000 100 Sag
17 56+421.40 46.399 0.30% 3.3 (5.0) % 515.979 42.5 60 85 2,500 3,000 100 Sag
18 56+753.13 53.034 2.00% 3.3 (5.0) % 52.120 516.72 60 85 12,918 6,500 100 Hog
19 57+142.25 45.251 -2.00% 3.3 (5.0) % 60.760 140 60 85 4,000 3,000 100 Sag
20 57+712.02 53.798 1.50% 3.3 (5.0) % 420.267 159 60 85 53,000 6,500 100 Hog
21 58+266.23 45.485 -1.50% 3.3 (5.0) % 432.114 85.2 60 85 4,000 3,000 100 Sag
22 59+031.43 50.305 0.63% 3.3 (5.0) % 691.773 61.65 60 85 4,500 3,000 100 Sag
23 59+450.12 58.679 2.00% 3.3 (5.0) % 224.967 325.8 60 85 8,145 6,500 100 Hog
24 59+707.90 53.524 -2.00% 3.3 (5.0) % 66.130 57.5 60 85 2,500 3,000 100 Sag

  

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
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SECTION 3
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凡例:        :IRC 設計基準における制限値（特例値が設定されている場合は特例値）を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における特例値を満たすが一般的な制限値を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における制限値を満たすが、日本の道路構造令における制限値は満たさない（参考）。 
注: GAD: 一般図、DPR：詳細事業報告書、NA:適用外、NR:（緩和曲線）省略可、NC: 片勾配なし 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

  

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

  g
29 63+106.12 47.198 -2.50% 3.3 (5.0) % 166.795 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
30 63+522.41 48.447 0.30% 3.3 (5.0) % 271.804 84.679 60 85 10,000 3,000 100 Sag
31 63+843.35 52.128 1.15% 3.3 (5.0) % 272.996 82.071 60 85 20,000 6,500 100 Hog
32 64+509.46 57.033 0.74% 3.3 (5.0) % 568.252 113.643 60 85 10,000 6,500 100 Hog
33 64+677.42 56.361 -0.40% 3.3 (5.0) % 73.135 76 60 85 4,000 3,000 100 Sag
34 64+962.80 60.642 1.50% 3.3 (5.0) % 88.381 318 60 85 10,600 6,500 100 Hog
35 65+361.59 54.66 -1.50% 3.3 (5.0) % 181.789 116 60 85 4,000 3,000 100 Sag
36 65+853.14 61.542 1.40% 3.3 (5.0) % 331.605 203.895 60 85 30,000 6,500 100 Hog
37 67+422.55 72.847 0.72% 3.3 (5.0) % 1,138.208 658.509 60 85 40,000 6,500 100 Hog
38 68+689.16 61.119 -0.93% 3.3 (5.0) % 863.559 147.592 60 85 10,000 3,000 100 Sag
39 69+291.03 64.43 0.55% 3.3 (5.0) % 499.080 58 60 85 4,000 3,000 100 Sag
40 69+774.61 74.101 2.00% 3.3 (5.0) % 309.477 290.2 60 85 7,255 6,500 100 Hog
41 70+146.31 66.667 -2.00% 3.3 (5.0) % 192.599 68 60 85 4,000 3,000 100 Sag
42 70+516.25 65.557 -0.30% 3.3 (5.0) % 216.803 238.267 60 85 25,000 6,500 100 Hog
43 71+061.47 58.725 -1.25% 3.3 (5.0) % 361.030 130.123 60 85 4,000 3,000 100 Sag
44 71+576.03 69.016 2.00% 3.3 (5.0) % 242.893 413.2 60 85 10,330 6,500 100 Hog
45 72+170.77 57.122 -2.00% 3.3 (5.0) % 333.141 110 60 85 10,000 3,000 100 Sag
46 72+554.83 53.665 -0.90% 3.3 (5.0) % 301.563 55 60 85 10,000 3,000 100 Sag
47 74+661.06 46.293 -0.35% 3.3 (5.0) % 2,050.226 57 60 85 2,000 3,000 100 Sag
48 74+837.34 50.7 2.50% 3.3 (5.0) % 52.232 191.1 60 85 9,800 6,500 100 Hog
49 76+578.18 60.275 0.55% 3.3 (5.0) % 1,549.044 192.5 60 85 35,000 6,500 100 Hog
50 77+352.20 60.275 0.00% 3.3 (5.0) % 584.016 187.5 60 85 7,500 6,500 100 Hog
51 77+832.26 48.273 -2.50% 3.3 (5.0) % 353.412 65.797 60 85 3,500 3,000 100 Sag
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表 6.2.5 縦断線形要素の確認結果（4/5） 

 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

1 77+878.68 47.927 2.20% 3.3 (5.0) % 116.727 126.124 50 70 2,600 2,000 80 Sag
2 78+204.00 53.413 2.198 3.3 (5.0) % 116.727 291.054 50 70 6,000 3,000 80 Hog
3 78+620.38 45.147 -2.5 3.3 (5.0) % 222.332 97.032 50 70 4,300 2,000 80 Sag
4 78+874.72 44.446 -0.169 3.3 (5.0) % 175.829 60 50 70 14,815 2,000 80 Sag
5 79+841.39 46.684 0.236 3.3 (5.0) % 906.675 60 50 70 12,713 3,000 80 Hog
6 80+447.60 45.676 -0.236 3.3 (5.0) % 518.982 114.439 50 70 4,300 2,000 80 Sag
7 81+004.01 57.459 2.5 3.3 (5.0) % 363.583 271.215 50 70 5,600 3,000 80 Hog
8 81+286.62 52.534 -2.491 3.3 (5.0) % 99.642 94.721 50 70 3,000 2,000 80 Sag
9 81+400.49 52.811 0.742 3.3 (5.0) % 11.515 110 50 70 7,939 3,000 80 Hog
10 81+996.05 49.192 -0.644 3.3 (5.0) % 510.554 60 50 70 18,563 2,000 80 Sag
11 82+329.76 48.508 -0.32 3.3 (5.0) % 244.759 117.912 50 70 4,300 2,000 80 Sag
12 82+759.00 56.944 2.496 3.3 (5.0) % 224.867 290.834 50 70 6,000 3,000 80 Hog
13 83+201.71 48.144 -2.5 3.3 (5.0) % 239.023 116.54 50 70 4,300 2,000 80 Sag
14 84+061.01 50.119 0.285 3.3 (5.0) % 761.021 80 50 70 10,860 3,000 80 Hog
15 84+903.48 46.848 -0.452 3.3 (5.0) % 739.188 126.57 50 70 4,400 2,000 80 Sag
16 85+333.00 55.744 2.5 3.3 (5.0) % 259.525 213.422 50 70 4,400 3,000 80 Hog
17 85+671.37 49.049 -2.5 3.3 (5.0) % 173.784 115.749 50 70 4,400 2,000 80 Sag
18 86+147.74 49.914 0.206 3.3 (5.0) % 370.772 95.453 50 70 4,300 2,000 80 Sag
19 86+662.00 60.513 2.5 3.3 (5.0) % 311.317 310.424 50 70 6,400 3,000 80 Hog
20 86+908.41 56.705 -2.5 3.3 (5.0) % 43.418 95.573 50 70 3,200 2,000 80 Sag
21 87+370.21 58.798 0.563 3.3 (5.0) % 364.01 100 50 70 8,678 3,000 80 Hog
22 87+767.36 57.116 -0.59 3.3 (5.0) % 279.333 135.627 50 70 4,500 2,000 80 Sag
23 88+264.00 67.6 2.5 3.3 (5.0) % 319.685 218.276 50 70 4,500 3,000 80 Hog
24 88+581.41 61.347 -2.5 3.3 (5.0) % 158.697 99.148 50 70 4,500 2,000 80 Sag
25 89+294.08 59.995 -0.222 3.3 (5.0) % 573.536 119.129 50 70 4,500 2,000 80 Sag
26 89+603.00 66.614 2.5 3.3 (5.0) % 170.213 218.273 50 70 4,500 3,000 80 Hog
27 89+921.25 60.269 -2.5 3.3 (5.0) % 166.023 86.194 50 70 4,500 2,000 80 Sag
28 90+677.06 56.687 -0.51 3.3 (5.0) % 647.701 130 50 70 4,319 2,000 80 Sag
29 90+954.00 61.87 2.5 3.3 (5.0) % 111.944 200 50 70 4,000 3,000 80 Hog
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凡例:        :IRC 設計基準における制限値（特例値が設定されている場合は特例値）を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における特例値を満たすが一般的な制限値を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における制限値を満たすが、日本の道路構造令における制限値は満たさない（参考）。 
注: GAD: 一般図、DPR：詳細事業報告書、NA:適用外、NR:（緩和曲線）省略可、NC: 片勾配なし 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

30 91+425.86 51.689 -2.5 3.3 (5.0) % 316.861 110 50 70 4,148 2,000 80 Sag
31 92+321.91 52.981 0.152 3.3 (5.0) % 791.053 100 50 70 4,259 2,000 80 Sag
32 92+648.00 59.59 2.5 3.3 (5.0) % 176.086 200 50 70 4,000 3,000 80 Hog
33 93+123.00 49.141 -2.5 3.3 (5.0) % 335 80 50 70 4,552 2,000 80 Sag
34 93+387.05 47.549 -0.742 3.3 (5.0) % 155.987 136.129 50 70 4,300 2,000 80 Sag
35 93+623.00 51.642 2.5 3.3 (5.0) % 70.859 194.045 50 70 4,000 3,000 80 Hog
36 93+917.35 45.818 -2.5 3.3 (5.0) % 143.148 108.365 50 70 4,300 2,000 80 Sag
37 94+365.12 45.989 0.094 3.3 (5.0) % 363.585 60 50 70 13,907 2,000 80 Sag
38 95+000.15 49.534 0.526 3.3 (5.0) % 558.514 94.998 50 70 5,000 2,000 80 Sag
39 95+444.00 58.664 2.5 3.3 (5.0) % 261.976 266.774 50 70 5,500 3,000 80 Hog
40 95+867.20 50.181 -2.5 3.3 (5.0) % 231.727 116.179 50 70 4,500 2,000 80 Sag
41 96+297.46 50.46 0.156 3.3 (5.0) % 352.172 40 50 70 16,128 3,000 80 Hog
42 97+050.20 49.764 -0.092 3.3 (5.0) % 702.736 60 50 70 24,259 3,000 80 Hog
43 97+284.13 49.064 -0.339 3.3 (5.0) % 174 60 50 70 6,035 2,000 80 Sag
44 97+685.68 51.346 0.655 3.3 (5.0) % 302 140 50 70 8,940 3,000 80 Hog
45 98+141.73 47.589 -0.911 3.3 (5.0) % 346 80 50 70 6,535 2,000 80 Sag
46 98+493.36 48.55 0.313 3.3 (5.0) % 282 60 50 70 24,645 3,000 80 Hog
47 99+183.88 48.916 0.07 3.3 (5.0) % 611 100 50 70 9,223 3,000 80 Hog
48 99+534.87 46.132 -1.014 3.3 (5.0) % 227 147.678 50 70 4,300 2,000 80 Sag
49 99+842.00 51.967 2.5 3.3 (5.0) % 141 184.316 50 70 3,800 3,000 80 Hog
50 100+154.25 45.876 -2.5 3.3 (5.0) % 136 135.603 50 70 4,300 2,000 80 Sag
51 100+358.61 46.464 0.73 3.3 (5.0) % 61 150 50 70 7,864 3,000 80 Hog
52 100+597.23 44.071 -1.177 3.3 (5.0) % 134 60 50 70 7,655 2,000 80 Sag
53 101+165.00 42.431 -0.393 3.3 (5.0) % 468 140 50 70 3,757 2,000 80 Sag
54 101+558.00 54.461 3.333 3.3 (5.0) % 273 100 50 70 3,000 3,000 80 Hog
55 101+920.00 54.565 0 3.3 (5.0) % 262.001 100 50 70 4,000 3,000 80 Hog
56 102+230.08 47.629 -2.5 3.3 (5.0) % 190.075 140 50 70 4,859 2,000 80 Sag
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表 6.2.6 縦断線形要素の確認結果（5/5） 

 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

1 103+328.36 52.633 0.30% 3.3 (5.0) % 589.860 77 60 85 3,500 3,000 100 Sag
2 103+583.01 58.999 2.50% 3.3 (5.0) % 101.145 230 60 85 5,750 6,500 100 Hog
3 103+757.58 56.381 -1.50% 3.3 (5.0) % 31.699 55.75 60 85 2,500 3,000 100 Sag
4 103+976.89 57.982 0.73% 3.3 (5.0) % 145.535 91.8 60 85 6,000 6,500 100 Hog
5 104+585.99 53.109 -0.80% 3.3 (5.0) % 404.952 316.5 60 85 15,000 3,000 100 Sag
6 105+309.80 62.591 1.31% 3.3 (5.0) % 448.110 234.9 60 85 9,000 6,500 100 Hog
7 105+744.10 56.945 -1.30% 3.3 (5.0) % 186.850 260 60 85 20,000 3,000 100 Sag
8 106+941.29 56.945 0.00% 3.3 (5.0) % 972.191 190 60 85 7,600 6,500 100 Hog
9 107+121.32 52.444 -2.50% 3.3 (5.0) % 52.026 66 60 85 3,000 3,000 100 Sag
10 108+190.77 49.236 -0.30% 3.3 (5.0) % 994.447 84 60 85 15,000 6,500 100 Hog
11 108+591.49 45.79 -0.86% 3.3 (5.0) % 330.123 57.2 60 85 2,000 3,000 100 Sag
12 108+927.03 52.501 2.00% 3.3 (5.0) % 80.139 453.6 60 85 10,080 6,500 100 Hog
13 109+278.20 43.721 -2.50% 3.3 (5.0) % 102.367 44 60 85 2,000 3,000 100 Sag
14 110+251.00 40.803 -0.30% 3.3 (5.0) % 920.805 60 60 85 20,000 3,000 100 Sag
15 110+796.62 40.803 0.00% 3.3 (5.0) % 470.620 90 60 85 6,000 6,500 100 Hog
16 111+150.65 35.493 -1.50% 3.3 (5.0) % 256.531 105 60 85 3,000 3,000 100 Sag
17 111+501.02 42.5 2.00% 3.3 (5.0) % 89.073 417.6 60 85 9,280 6,500 100 Hog
18 111+891.54 32.737 -2.50% 3.3 (5.0) % 137.713 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
19 112+848.92 29.865 -0.30% 3.3 (5.0) % 802.136 222.5 60 85 25,000 3,000 100 Sag
20 113+575.38 34.151 0.59% 3.3 (5.0) % 563.603 103.2 60 85 6,000 6,500 100 Hog
21 113+825.16 31.329 -1.13% 3.3 (5.0) % 150.994 94.38 60 85 2,600 3,000 100 Sag
22 114+024.02 36.3 2.50% 3.3 (5.0) % 43.665 216 60 85 4,320 6,500 100 Hog
23 114+501.16 24.371 -2.50% 3.3 (5.0) % 325.143 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
24 115+327.05 21.894 -0.30% 3.3 (5.0) % 752.999 57.777 60 85 18,000 3,000 100 Sag
25 116+506.30 22.141 0.02% 3.3 (5.0) % 1,086.164 128.394 60 85 40,000 6,500 100 Hog
26 117+498.58 19.164 -0.30% 3.3 (5.0) % 886.091 84 60 85 3,000 3,000 100 Sag
27 117+796.03 26.6 2.50% 3.3 (5.0) % 51.419 408.05 60 85 8,161 6,500 100 Hog
28 118+116.39 18.591 -2.50% 3.3 (5.0) % 60.343 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
29 118+459.20 19.62 0.30% 3.3 (5.0) % 166.802 240 60 85 40,000 6,500 100 Hog
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凡例:        :IRC 設計基準における制限値（特例値が設定されている場合は特例値）を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における特例値を満たすが一般的な制限値を満たさない。 
                 :IRC 設計基準における制限値を満たすが、日本の道路構造令における制限値は満たさない（参考）。 
注: GAD: 一般図、DPR：詳細事業報告書、NA:適用外、NR:（緩和曲線）省略可、NC: 片勾配なし 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

縦断勾配については全線を通じて IRC の規定値を満たしており、問題はない。他方、縦断曲線長について IRC の規定値を満足しない箇所が散見されるため、

改善が望まれる。 

VIP

CH
Standard's Criteria
(IRC:SP:73-1980)

Standard's Criteria
(IRC:73-1980)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Ref: Japanese
(道路構造令)

Maximum Minimum Minimum Minimum
(m) (m) (%) (%) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (km/h)

No.

Chainage

DPR DPR

R
Length

Lc

Tangent

Level Slope Length

(DPR-DRH)

Curve
Type

Design
Speed

GAD GAD DPR GAD

Curve
Radius

30 118+913.33 18.257 -0.30% 3.3 (5.0) % 292.132 84 60 85 3,000 3,000 100 Sag
31 119+263.04 27 2.50% 3.3 (5.0) % 107.713 400 60 85 8,000 6,500 100 Hog
32 119+562.45 19.515 -2.50% 3.3 (5.0) % 64.408 70 60 85 2,500 3,000 100 Sag
33 120+197.27 21.419 0.30% 3.3 (5.0) % 527.283 145.081 60 85 10,000 6,500 100 Hog
34 120+530.40 17.586 -1.15% 3.3 (5.0) % 207.573 106.032 60 85 4,000 3,000 100 Sag
35 120+774.03 21.24 1.50% 3.3 (5.0) % 72.111 237 60 85 7,900 6,500 100 Hog
36 121+165.04 15.375 -1.50% 3.3 (5.0) % 248.514 48 60 85 4,000 3,000 100 Sag
37 122+021.35 12.806 -0.30% 3.3 (5.0) % 776.310 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
38 122+369.12 21.5 2.50% 3.3 (5.0) % 94.166 395.2 60 85 7,904 6,500 100 Hog
39 122+682.04 13.677 -2.50% 3.3 (5.0) % 71.318 88 60 85 4,000 3,000 100 Sag
40 123+759.73 10.444 -0.30% 3.3 (5.0) % 977.688 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
41 124+047.76 17.645 2.50% 3.3 (5.0) % 64.528 335 60 85 6,700 6,500 100 Hog
42 124+344.33 10.23 -2.50% 3.3 (5.0) % 59.079 140 60 85 5,000 3,000 100 Sag
43 125+129.45 12.586 0.30% 3.3 (5.0) % 660.120 110 60 85 5,000 3,000 100 Sag
44 125+482.02 21.4 2.50% 3.3 (5.0) % 101.595 391.95 60 85 7,839 6,500 100 Hog
45 125+756.72 14.532 -2.50% 3.3 (5.0) % 38.719 80 60 85 2,500 3,000 100 Sag
46 126+315.58 18.445 0.70% 3.3 (5.0) % 318.860 400 60 85 40,000 6,500 100 Hog
47 126+789.85 17.022 -0.30% 3.3 (5.0) % 218.269 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
48 127+077.02 24.201 2.50% 3.3 (5.0) % 51.102 360.15 60 85 7,203 6,500 100 Hog
49 127+347.68 17.435 -2.50% 3.3 (5.0) % 60.579 60 60 85 3,000 3,000 100 Sag
50 127+673.71 15.805 -0.50% 3.3 (5.0) % 258.529 75 60 85 3,000 3,000 100 Sag
51 127+871.03 19.751 2.00% 3.3 (5.0) % 44.173 231.3 60 85 5,140 6,500 100 Hog
52 128+225.60 10.887 -2.50% 3.3 (5.0) % 182.922 112 60 85 4,000 3,000 100 Sag
53 128+509.50 11.739 0.30% 3.3 (5.0) % 89.232 66 60 85 12,000 6,500 100 Hog
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(3) 平面線形と縦断線形の組合せ 

DPR の中心線線形では、特に区間 4 において既存道路の線形を踏襲したために望ましくない平面線

形と縦断線形の組合せとなっている区間が存在するため、詳細設計段階においては改善されることが望

ましい。図 6.2.1 に示すように、Ch.99+600 付近では凸形縦断曲線の頂部に比較的小さな平面曲線が配

置され、視覚的に好ましくない。 

 

 
出典：DPR の記載に基づき、JICA 調査団作成 

図 6.2.1 Ch.99+600 付近の線形と運転者の視界 
 

6.2.2 本線出入口およびサービス道路 

DPR 設計では 2 車線の対面通行のサービス道路が本線の両側に設置され、本線とサービス道路は一

般部では分離帯により仕切られ、ランプ（出入口）で出入りする構造が提案されている。しかしながら、こ

の構造においては、入口（Entry Ramp）でサービス道路の対向車と交差してからランプに進入する必要

があり、また出口（Exit Ramp）においてはサービス道路からの誤進入、正面衝突を招く危険がある。この

ため、少なくとも出入口付近ではサービス道路は一方通行の運用とすべきである。 
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出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆 

図 6.2.2 ランプ（出入口）での交錯 
 

6.2.3 交差点(インターセクション/ジャンクション) 

(1) ジャンクションの位置および型式 

プロジェクト道路はアクセスコントロールされた道路で、プロジェクト道路と交差する全ての国道(NH-
5,NH-205,NH-5,NH-45)とインターチェンジで接続している。州道(SH-51, SH-50A, SH-50, SH-48,SH-57)
とは立体交差するが、直接接続せずサービス道路を介して接続している。起点部、分岐部、終点部では、

その他の州道(SH-49B, SH49)および TPP Link Road と平面交差点(ラウンドアバウトを含む)で接続し、ジ

ャンクションと称している。また、サービス道路と州道路が接続する交差点をインターセクションと定義され

ている。 

ここでは DPR で計画されたジャンクションについてレビューを行い、改善案を検討した。ジャンクション

の位置および型式を表 6.2.7 に示す。また、SH48 との接続についても改善案を検討した。 

表 6.2.7 ジャンクションの位置、型式 

ジャンクション 接続道路 本線測点/区間 型     式 
① 起点部 

 (Ennore Port) 
Northern Port 
Access road 

No.0+662 
区間 1 

平面交差点(3 枝)  
信号処理 

② 分岐部 TPP Link Road No.6+200 
区間 1  

平面交差点(3 枝) 
信号処理 

③ 

 

終点部 
(Poonjeri Junction in  
Mamallapuram)

SH-49B(OMR) 
SH-49(ECR) 
 

No.129+200 
区間 5 

ラウンドアバウト 
(4 枝) 

 出典：JICA 調査団 
 

(2) 現設計の問題点および改善提案 

1）起点部 
プロジェクト道路の起点部（区間 1）はエンノール港の近くに位置し、Northern Port Access Road の高架

橋上に平面交差点(３枝)が計画されている。ジャンクション計画地点の現在の状況を図 6.2.3 に示す。 
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出典：Google Earth に JICA 調査団加筆      

図 6.2.3 JCT-1 現況図 
 

交差点の通行方向は、直進(南⇔北)、左折(南→西、西→北)、右折(西→南、北→西)である。

平面交差点で直進車と右折車が交差するため、信号機(３現示)の設置が計画されている。現設計

の計画案を図 6.2.4 に示す。 

 

 

出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆     

図 6.2.4 JCT-1 計画図(平面図・縦断図) 
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問題点 

エンノール港にはコンテナヤードがあり、将来トレーラー等の大型車の増加により平面交差

点の交通渋滞が予想される。 

改善案 

交差点の容量を増加させるため、直進(南⇔北方向)を地上部に下し、交差点は左折(南→西、

西→北)および右折(西→南、北→西)専用とする。このため信号は 2 現示となり、交差点の容量が

増加する。現設計の改善案を図 6.2.5 に示す。 

 

 

出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆    

図 6.2.5 JCT-1 推奨図(平面図・縦断図) 
 

2）分岐部 
プロジェクト道路は起点から約 6km の地点で、TPP Link Road と分岐する。 計画地点の現在の状況を

図 6.2.6 に示す。 
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  出典：Google Earth に JICA 調査団加筆       

図 6.2.6 JCT-2 現況図 
 

交差点の通行方向は、直進(西⇔東)、左折(東→南、南→西)、右折(西→南、南→東)である。

直進車と右折車が交差するため、信号機(3 現示)が計画されている。現設計の計画案を図 6.2.7 に

示す。 

 

出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆     

図 6.2.7 JCT-2 計画図(平面図) 
 

問題点 

将来交通量(トレーラー等の大型車)の増加により、平面交差点の交通渋滞が予想される。 

 

改善案 

交差点の容量を増加させるため、左折(東→南)を左折専用車線方式(左折フリー)に変更する。

将来交通量がさらに増加する場合、交通量が多い方向をフライオーバー方式に変更し、平面交

差点の容量を増加させることも考えられる。これにより、交通容量ばかりでなく安全性も向上

する。現設計の改善案を図 6.2.8 に示す。 
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 出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆    

図 6.2.8 JCT-2 推奨図(平面図) 
 

3）終点部 
プロジェクト道路の終点部はベンガル湾に面する町の Mahabalipuram 近くに位置し、

SH49(ECR)、SH49A(OMR)および SH49B に接続する。T 型の 3 枝交差点と変形の 4 枝交差点が近

接する。計画地点の現在の状況を図 6.2.9 に示す。 

 

出典：Google Earth に JICA 調査団加筆      

図 6.2.9 JCT-3 現況図 
 

交差点のタイプは楕円形(Elliptical roundabout)のラウンドアバウトで、アイランドによって導

流化されている。プロジェクト道路が西側から、SH49 が南側と西側から、SH49A が北側から接

続する。ラウンドアバウトの長さは 80m、半径は 30m 程度である。計画案を図 6.2.10 に示す。 
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出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆    

図 6.2.10 JCT-3 計画図(平面図) 
 
問題点 

SH-49A(北側)からの交通はプロジェクト道路(西側)から SH-49(東側)、SH-49(南側)から SH-
49(東側)の交通と交差する。また、SH-49(南側)からの交通は SH-49A(北側)からプロジェクト道

路(西側)、SH-49(東側)、SH-49(東側)からプロジェクト道路(西側)の交通と交差する。よって、一

旦停止が必要になる。 

改善案 

安全性を高めるため、交差部の手前に信号機の設置が必要である。現設計の改善案を図 6.2.11
に示す。 

 
出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆 

図 6.2.11 JCT-3 推奨図(平面図) 
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4）州道 48 号との接続 
プロジェクト道路は 88.96km 地点(区間 4)で、SH-48 と立体交差(Flyover)する。周辺には自動車関連

の工場が多く立地している。計画地点の現在の状況を図 6.2.12 に示す。 

 
出典：Google Earth に JICA 調査団加筆       

図 6.2.12 IS-1 現況図 
プロジェクト道路は SH-48 のフライオーバーの下を通過するのみで、SH-48 とは接続していない。した

がって、プロジェクト道路と SH-48 はプロジェクト道路に併設されるサービス道路を介して接続することに

なる。現設計の計画案を図 6.2.13 に示す。 

 
出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆  

図 6.2.13 IS-1 計画図 (平面図、縦断図) 
 

問題点 

プロジェクト道路(北側)から SH48(東側)へ行く交通は、本交差部手前の外側分離帯の開口部で

サービス道路に出て、サービス道路を通り交差部まで行き、SH48 を右折する。一方、SH48(西
側)に行く交通は同様に本交差部手前でサービス道路に出て、サービス道路を通り交差部南側の

プロジェクト道路下のアンダーパスまで行き、U ターンの後、本交差部まで戻り SH-48 を左折す

る。プロジェクト道路(南側)からも同様の通行となる。 

SH48(東側)からプロジェクト道路(南側)へ行く交通は、本交差部でサービス道路を左折し、交

差部先の外側分離帯の開口部でプロジェクト道路に入る。一方、プロジェクト道路(北側)に行く

交通は、同様に本交差部でサービス道路を左折し、本交差部の南側のプロジェクト道路下のア

ンダーパスまで行き、U ターンの後、本交差部手前の外側分離帯の開口部からプロジェクト道路
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に入る。SH48(西側)からも同様の通行となる。 

このようにプロジェクト道路と SH48 はサービス道路を介して接続し、特に右折する交通はプ

ロジェクト道路横断箇所(アンダーパス)まで行き、U ターンをしなければならず、走行距離、走

行時間が長くなる。また、プロジェクト道路とサービス道路の出入りは開口部(加減速車線のな

い)で行うため、合分流部での容量不足、安全性の問題がある。 

改善案 

周辺には自動車関連の工場が多く将来交通量の増加が予想され、本交差部で渋滞が懸念され

る。よって、プロジェクト道路と SH-48を直接接続するインターチェンジの設置が好ましい。設

置位置は交差部が好ましいが、困難な場合は SH48 に平行する道路に接続することも考えられる。

その場合も含め、交通容量ばかりでなく安全性向上のため、プロジェクト道路とサービ道路の

出入り部には加減速車線を設置するのが好ましい。歩道端から ROW までの 3m の残地も利用で

きる。現設計の改善案を図 6.2.14 に示す。 

 

 

出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆      

図 6.2.14 IS-1 推奨図(平面図、縦断図) 
 

5）州道 48 号との接続 

STA.29+172 に計画されている VUP において、側道が交差部で直進接続できない交通運用となって

いるため改善が望ましい。 

6.2.4 舗装 

(1) DPR における舗装設計基準 

CPRR における舗装設計では、2 つの設計基準を適用している。新設の舗装に関しては、IRC:37-2012、

Tentative Guidelines for the Design of Flexible Pavements に規定される設計方法が採用されており、既存

舗装に対するオーバーレイでは IRC:81-1997, Guidelines for Strengthening of Flexible Road Pavements 
Using Benkelman Beam Deflection Technique が採用されている。これら設計基準の採用は CPRR の設計

条件に合致するものであり、舗装設計に対する基準の選定は妥当である。 

(2) DPR の現地調査  

DPR には、CPRR の舗装設計を実施するために以下 7 種類の現地調査が実施されている。 
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表 6.2.8 DPR の現地調査一覧 

番

号 
調査名 調査間隔 調査目的 備考 

1 道 路 諸 元

調査 
 

500m 毎 
(高盛土部に

関しては 
200m 毎) 

道路の詳細な基本条件の把握 
・地形 
・土地利用 
・道路幅 
・路肩部の地質 
・カーブ条件 
・交差点の詳細 
・高盛土箇所 
・RoW 
・既存光熱水道設備等の状況 
・排水条件 
など 

調査個所 
・区間 3:  
Ch.39+000 - SH-57 の 
Ch.27+000 (Thiruvallur
バイパス終点) ~ NH-4 
・区間 4:  
Ch.24+750 - SH-57 の 
Ch.0+000 (NH-4 to NH-
45) 
・区間 5:  
Ch.11+200 - SH-49B の
Ch.13+200 

2 舗 装 状 況

調査 
500m 毎 既存道路の舗装状況の詳細把

握 
・ひび割れ発生状況 
・ポットホール 
・ラベリング 
・わだち深さ 
・端部の疲労  
など 

わだち深さの測定には、

3m の直線定規が使用され

た。舗装面のひび割れ、

ポットホールおよびラベ

リング箇所は熟練技術者

による記録がなされた。 
調査結果は PCI (舗装状

況インデックス)として取

りまとめられた。 
3 舗 装 層 構

造調査 
500m 毎 既存道路の構成と各層の舗装

厚を把握するために実施。ま

た、路床の特性を把握するた

めの室内試験の実施。  
・礫材寸法 
・アッターベルグ限界  
・ 適含水比  
・現場 CBR、室内 CBR  
(湿潤、非湿潤) 
・土質区分 
・など 

舗装層構造調査はトレン

チを構築し、舗装の層構

造を把握。 
 
DCP(動的円錐貫入試験 )
による現場 CBR の把握。

4 路 床 特 性

調査 
 舗装構造の詳細を決定するた

め、路床を対象とした原位置

試験を実施。 
・DCP による現場 CBR 
・現場密度 
・現場含水比 
路床部のサンプルを採取し、

室内試験を実施 
・粒度分布 
・土質区分 
・アッターベルグ限界 
・ 適含水比 
・湿潤および非湿潤 CBR 

既存道路を対象 

5 土質調査 1km 毎 路線に沿った路床位置におけ

る土質特性および強度の把握 
・含水比 

現地盤(未整備部)を対象 
地質区分ごとに3サンプル

を採取 
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番

号 
調査名 調査間隔 調査目的 備考 

・アッターベルグ限界 
・粒度分布 
・膨張性 
・地質区分 

6 軸重調査 記述なし 舗 装 設 計 に お け る VDF 
(Vehicle damage factor)の算出

を目的とした車種ごとの軸重

の把握 

DPR では、舗装設計のた

め軸重調査が実施された

旨が記載されている。

VDF の算出結果について

は記載があるが、調査結

果については記載がなく

詳細は不明。 
7 ベ ン ケ ル

マ ン ビ ー

ム に よ る

た わ み 測

定調査 

500 毎 既存舗装の残留強度推定、お

よびオーバーレイの必要厚決

定のための基礎情報の取得 

た わ み 測 定 は IRC:81-
1997 “Guidelines for 
Strengthening of Flexible 
Road Pavements using 
Benkelman Beam 
Deflection Technique” に
規定される手法により実

施された。 
出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways を基に JICA 調査団作成 

(3) DPR における舗装設計   

1）舗装設計のパラメーター 
設計期間 

IRC:37-2012 では国道および州道における舗装の設計期間は 15 年、幹線道路および都市内道路は

20 年であるとしており、段階施工が行われる場合、礫層の設計期間は完成後の設計期間とする旨が規

定されている。DPRでは、路盤、路床の設計期間は 20年、アスファルト層の設計期間は 15年としている。

この設計期間の設定は舗装設計上一般的な値であり、DPR における舗装設計の設計期間の設定は妥

当である。 

重方向率 

DPR で採用されている重方向率を下表に示す。 

表 6.2.9 DPR に記載されている CPRR の重方向率 
 区間 1 区間 2 区間 3 区間 4 区間 5 

計算表  

Table 4.10 – 4.13 

0.225 0.225 0.225 0.300 0.375 

出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways 

 

設計交通量 

DPR では、2013 年に実施された交通量調査結果より、下表に示すような年間平均日交通量を設計交

通量としての舗装設計に用いている。 

表 6.2.10 DPR に記載されている年間平均日交通量 
単位：台/日 

区間 貨物車両 旅客車両 
LCV 2 軸トラック 3 軸トラック 多軸トラック バス 

区間 2 830 1957 1544 924 384 
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区間 貨物車両 旅客車両 
LCV 2 軸トラック 3 軸トラック 多軸トラック バス 

区間 3 1563 3181 2077 1137 2337 
区間 4 2120 5186 2260 1249 2188 
区間 5 602 1031 494 210 516 

出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways 

 
成長率 

DPR の交通需要予測では下表に示すような成長率が採用されている。 

表 6.2.11 DPR に記載されている成長率 

期間 LCV 2-3 軸トラック 多軸トラック バス 
2013-2018 13.10% 7.33% 6.22% 5.55% 
2018-2023 11.79% 6.59% 5.60% 5.00%
2023-2028 10.61% 5.93% 5.04% 4.50%
2028-2033 9.55% 5.35% 4.53% 4.05% 
2033-2038 8.59% 4.81% 4.08% 3.64%
2038-2043 7.73% 4.33% 3.67% 3.28%

出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways 

 

車両損失係数(VDF) 

車両損失係数(VDF, Vehicle Damage Factor)とは、混合交通による軸重の累積値を累積等価単軸荷重

(ESAL)に変換するための換算係数であり、IRC:37-2012 により規定されている。新設舗装および既存道

路舗装のオーバーレイでは全設計期間における 8.16 トン(18 kips)等価単軸荷重の累積値に基づいて実

施される。 

DPR では、VDF 決定のため貨物車両および旅客車両を対象とした軸重調査が各区間において実施

された旨が記載されており、IRC:37-2012 に基づき VDF が計算されている。しかしながら、軸重調査結果

は DPR に記載がなく、JICA 調査団は VDF の妥当性を評価し兼ねる状況であった。DPR に示される

VDF を下表に示す。 

表 6.2.12 DPR に記載されている VDF 

区間 LCV 2 軸トラック 3 軸トラック 多軸トラック バス 
区間 2 0.927 4.64 4.263 3.673 0.227 
区間 3 0.078 2.613 4.048 5.725 0.453 
区間 4 0.128 2.888 5.528 6.063 0.25 
区間 5 0.085 5.88 6.69 4.75 0.59 

出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways 

 

設計交通量の算出 

設計交通量は全設計期間における累積等価単軸荷重(18kips)に基づき計算される。DPR における設

計交通量は、下式により計算された。 

N
365  1 𝑟 1   A  LD  VDF

r
 

ここに 

 N ： 累積等価単軸交通荷重 (MSA: Million Standard Axles) 
 r : 年成長率 
 n : 設計期間 
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A : 年間平均日交通量の初期値 
 LD : 重方向率 

VDF : 車両損失係数 
 

設計 CBR 

DPR は舗装設計における設計 CBR として 8%を採用している。 

2）DPR の舗装構造 
DPR に記される舗装構造は IRC:37:2012 を参照して決定されており、瀝青コンクリートによる表層

(DBM)、瀝青混合マカダム(DBM)、湿潤混合マカダム (WMM)、粒調砕石による路盤(GSB)の 4 層構造

である。 

 

図 6.2.15 DPR で採用された舗装構造 
出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways を基に JICA 調査団作成 

3）舗装設計方法 
DPR では IRC:37-2012 に基づいて舗装設計を行っている。IRC:37-2012 では効率的に舗装設計を実

施するためにデザインカタログが準備されている。下図に IRC:37-2012 のデザインカタログの抜粋を示す。

舗装構造(各層の種類)により適用するプレートを決定し、設計交通量と設計 CBR を決定することで各層

の厚さを一義的に決定することができる。 

 

 

出典：IRC:37-2012 

図 6.2.16 適用された IRC に示される舗装設計のデザインカタログ  
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4）舗装厚 
DPR では上述のパラメーターにより IRC：37-2012 に基づき各層の舗装厚を計算している。また、事業

開始の遅延の可能性を考慮し、算出された舗装厚をわずかに割り増した舗装厚を提案している。DPR に

示される割増後の提案舗装厚を下表に示す。DPR における舗装設計をレビューした結果、JICA 調査団

は DPR の舗装設計手順は IRC:37-2017 に合致しており、合理的であることを確認した。 

表 6.2.13 DPR に記載されている本線の舗装厚 
単位：mm 

項目 区間 1 区間 2 区間 3 区間 4 区間 5 
累積等価単軸荷重, MSA 90 90 100 200 80 
瀝青コンクリート (BC) 50 50 50 50 50 
瀝青混合マカダム (DBM) 115 110 115 135 110 
湿潤混合マカダム (WMM) 250 250 250 250 250 

粒調砕石路盤(GSB) 200 200 200 200 200 

合計 615 615 615 635 610 
出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways 

5）舗装設計照査 
DPR では応力解析ソフトウェアである IITPAVE による舗装における応力とひずみ状況を解析すること

で舗装設計の照査を行っている。瀝青コンクリート層底部における引張応力と路床部上端の鉛直圧縮ひ

ずみを舗装設計におけるクリティカルパラメータと位置づけ、IRC:37-2012 に基づいてひび割れやわだち

発生に関する照査を行っている。 

DPR では上記の照査により、発生が予期される各層のひずみは許容ひずみを下回っており、設計期

間における舗装構造の信頼性は確保されていることを示している。 

6）サービス道路の舗装 
DPR では全区間共に本線の脇にサービス道路を設ける計画となっている。サービス道路における舗

装設計も IRC:37:2012 に基づいて実施されている。サービス道路の舗装設計で採用されたパラメーター

は以下のとおりである。 

・累積等価単軸荷重  ： 30 MSA 
・設計 CBR   ： 8% 

DPR で提案されているサービス道路における舗装構造を下表に示す。 

表 6.2.14 DPR に記載されているサービス道路の舗装厚 
単位 : mm 

 BC DBM WMM GSB 合計 
サービス道路 40 100 250 200 590 

出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways 

 
7）既存道路のオーバーレイ 

既存道路舗装の残存強度推定およびオーバーレイ部の舗装厚決定のため、IRC:81:1997 に基づきベ

ンケルマンビームによるたわみ測定調査が実施されたことが DPR に示されている。 

本調査結果は、IRC:81:1997 に基づき偏差の平均値、標準偏差、偏差の特異値を標点に沿って整理

されている。本調査結果に基づき、累積偏差が計算され、オーバーレイ舗装厚が以下のように推定され

ている。 

BC  ： 40 mm 
DBM  ： 50 mm 

 



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-53 

(4) 交通需要予測結果を用いた舗装設計の実施 

1）概説 
DPR に示される舗装厚の妥当性をレビューするため、JICA 調査団が実施した 2017 年の交通量調査

に基づく交通需要予測結果を用い IRC:37-2012 を参照した舗装設計を実施した。また、JICA 調査団は

AASHTO および日本の設計基準(TA 法)による舗装設計も併せて行い、IRC:37-2012 の結果と比較する

ことで、DPR で提案されている舗装設計の妥当性を検討した。適用する設計基準を以下に示す。 

IRC  : IRC:37-2012, Tentative Guidelines for the Design of Flexible Pavements 
AASHTO : AASHTO Guide for Design of Pavement Structures issued in 1993 
日本基準 : 舗装設計便覧、社団法人日本道路協会、平成 18 年 
 

2）設計交通量 
本報告書 3.3 に示すように JICA 調査団は交通需要予測を実施しており、図 3.3.13 に示すように 8 シ

ナリオに基づき実施している。そのうち、JICA 調査団は以下に示すような 2 種類のシナリオの交通需要

予測を選択し、舗装設計に供した。交通需要予測は 2021 年、2024 年、および 2036 年を対象に実施し

た。各区間における交通需要予測予測結果を添付資料-3 に示す。JICA 調査団が実施した交通需要予

測の設定条件(交通需要の伸び率、貨物車両の変化、各港湾における将来の増加台数など)は本報告

書の 3.3 を参照されたい。 

 

ケース 1: 頻シナリオ            区間 4 開通：2021 年、区間 1 開通： 2024 年、 
       区間 2、3、5 開通：2030 年 
ケース 2: 悲観シナリオ  区間 4 開通：2021 年、区間 1 、2、3、5 開通： 2024 年 
 

表 6.2.15 JICA 調査団による舗装設計で使用した交通量算出シナリオ  
 区間 1 区間 2 区間 3 区間 4 区間 5 

ケース 1 
頻 

シナリオ 

2021 － － － 〇 － 
2024 〇 － － 〇 － 
2030 〇 〇 〇 〇 〇 

ケース 2 
悲観 

シナリオ 

2021 － － － 〇 － 
2024 〇 〇 〇 〇 〇 
2030 〇 〇 〇 〇 〇 

〇 : 開通, － : 未開通 
注： 開通年は 2021 年、2024 年および 2030 年と仮定している。 

しかしながら、交通需要予測を実施した対象年は 2021、2026 年および 2036 年である。 
出典：JICA 調査団作成 

 
3）設計方法および適用パラメーター 

JICA 調査団は IRC、AASHTO および舗装設計便覧に基づき CPRR の舗装設計を実施した。本節で

は、各設計指針に基づいた設計方法を概説し、設定パラメーターについて述べる。 

概要 

以下のパラメーターは DPR で用いられた値と同じ値を採用した。 

 設計期間：20 年(路盤) 

 重方向率： 0.225 (区間 1、2、3)、 0.300 (区間 4)、 0.375 (区間 5) 

 車両損失係数(VDF): DPR で採用された値と同じ値 

 設計 CBR: 8.0% 

 対象車種: 5 種類の車種( LCV、 2 軸トラック、3 軸トラック、多軸トラックおよびバス)  
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IRC:37-2012 
IRC:37-2012 に示される設計方法を適用した。 

AASHTO 
AASHTO Guide for Design of Pavement Structures issued in 1993 を設計基準として適用した。

IRC:37:2012 と同様に、8.16 トン(18kips)の等価単軸荷重を計算に用い舗装設計に供した。 

一日当たりの等価車両台数は DPR に示される VDF と JICA 調査団の交通量調査より求めた年平均

日交通量を乗じることで算出した。 

 

DPR に示される VDF は 5 つの車種ごとにまとめられている。しかしながら、JICA 調査団が実施した交

通量調査の車種は 4 つ(LCV, トラック、多軸トラックおよびバス)となっているため、DPR に示される 2 軸ト

ラックと 3 軸トラックの分担割合よりトラックの台数を 2 軸トラックと 3 軸トラックに分配した。 

AASHTO に示される構造指数 (SN)は次式により算出される。 

 

Log
10 

(W
18

) =Z
R
*S

0
+9.36*log

10
(SN+1)–0.20 +

  19.5

10

1

1094
40.0
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+2.32*log
10

(M
R
)– 8.07 

 
ここに、 

 W18 : 設計期間における等価単軸荷重の累積値 
 Zr : 標準偏差(信頼性 90%の場合)、1,282 
 S0 : 交通需要予測結果の標準偏差、0.4 
 ΔPSI : 初期設計供用性指数おとび設計終局供用性指数の差、2.5 

 Mr : レジリエント係数、12,000 
 

AASHTO に基づき、以下に示す層係数を舗装設計に供した。 

表 6.2.16 AASHTO に基づいた舗装設計に採用した設計パラメーター 

舗装層係数 出典 
BC 0.42 2.3.5 Layer Coefficients on AASHTO Guide Figure 2.5 

Assuming elastic modulus, 400,000 psi  DBM 0.42
WMM 0.14 2.3.5 Layer Coefficients on AASHTO Guide 

Figure 2.8 
Assuming Unconfined Compressive Strength 300 psi 

GSB 0.11 2.3.5 Layer Coefficients on AASHTO Guide 
Figure 2.7  
Assuming elastic modulus 15,000 psi

出典：AASHTO ガイドを基に JICA 調査団作成 

 
舗装設計便覧 

舗装設計便覧に基づく舗装設計を実施した。等価単軸荷重は 10 トンであり、累積軸荷重値として

18kips を用いている IRC および AASHTO のそれとは異なる。舗装設計便覧における計算式(TA 法)を以

下に示す。 

Ta= 3.84*N
0.16

/CBR
0.3

 
ここに 

 N : 設計期間における累積軸荷重 

 
舗装設計便覧に基づいた舗装設計に採用したパラメーターを以下に示す。 
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表 6.2.17 舗装設計便覧に基づいた舗装設計に採用した設計パラメーター 

信頼性 90%   

路床の設計 CBR 8%   

舗装層係数 出典 
BC 1.00 表- 5.2.11、舗装設計

便覧 
加熱性アスファルト混合物 

DBM 0.80 瀝青安定処理:  
安定度、3.43 kN 以上 

WMM 0.55 セメント安定処理: 1 軸圧縮強さ 
(7 日)、2.9 MPa 以上 

GSB 0.25 クラッシャラン、砂など:  
修正 CBR、30 以上 

出典：舗装設計便覧を基に JICA 調査団作成 

 

4）舗装の層構造 
JICA 調査団が IRC、AASHTO および舗装設計便覧に基づき実施した舗装設計結果を以下に示す。 

区間 1 

IRC に基づき算出された結果に着目すると、JICA 調査団が算出した舗装厚と DPR で提案さ

れている舗装厚はケース 1、ケース 2 共に同値となった。また、AASHTO と TA 法に基づく設計

結果は IRC により算出された舗装厚よりわずかに大きな値となっており、ケース 2 の方がケース 1
よりもわずかに大きな値となっている。しかしながら、IRC により算出された舗装厚との差は 大

でも 5%(ケース 2、TA 法)程度であり、限定的であると評価できる。 

区間 2 

舗装設計に用いている交通需要予測結果の違いを反映して、JICA 調査団が設計した舗装厚

は DPR で提案された舗装厚よりもケース 1、ケース 2 共に 4%小さな数値となった。また、

AASHTO と TA 法に基づく設計結果は IRC により算出された舗装厚より 1％大きな値となった。

これらの差は限定的であると評価できる。 

区間 3 

IRC に基づき算出された舗装厚は、JICA 調査団が算出したものと DPR で提案されているもの

はケース 1、ケース 2 共に同値となった。また、AASHTO と TA 法に基づく設計結果は IRC によ

り算出された舗装厚よりわずかに大きな値となったものの、その差は 大でも 4%(ケース 1、TA
法)程度であり、限定的であると評価できる。 

区間 4 

舗装設計に用いている交通需要予測結果の違いを反映して、IRCに基づき JICA調査団が設

計した舗装厚は DPR で提案された舗装厚よりも 7%小さな数値となっている。また、AASHTO と

TA 法に基づく設計結果は IRC により算出された舗装厚より 2％小さな値となった。さらに、ケー

ス 1 よりもケース 2 の方がわずかに大きな舗装厚となった。しかしながら、これらの差は小さく、限

定的であると評価できる。 

区間 5 

IRC に基づき算出された舗装厚は、JICA 調査団が算出したものの方が DPR で提案されてい

る舗装厚に比べてケース 1、ケース 2 共に 3%小さな値となった。また、AASHTO により算出され

た舗装厚は IRC により算出された舗装厚と同値であったが、TA 法に基づく舗装厚は IRC により

算出された舗装厚よりケース 1、ケース 2 共にわずかに小さなとなった。しかしながら、これらの差

は小さく、限定的であると評価できる。 
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表 6.2.18 JICA 調査団が実施した舗装設計結果  
単位 : mm 

 
出典：JICA 調査団作成 
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単位 : mm 

区間１舗装厚 (case 1) 区間２舗装厚(case 1) 

区間３舗装厚(case 1) 区間４舗装厚(case 1) 
 

区間５舗装厚(case 1)  
出典：JICA 調査団作成 

図 6.2.17 JICA 調査団と DPR の舗装設計の結果比較 (ケース 1) 
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単位 : mm 

区間１舗装厚(case 2) 区間２舗装厚(case 2) 

区間３舗装厚(case 2) 区間４舗装厚(case 2) 
 

区間５舗装厚(case 2)  
出典：JICA 調査団作成 

図 6.2.18 JICA 調査団と DPR の舗装設計の結果比較 (ケース 2) 
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(5) DPR の舗装設計の評価 

DPR で提案されている舗装厚は JICA 調査団が実施した舗装設計厚とほぼ同値となった。また、区間

2、4、5 では前者の方が後者よりわずかに大きな舗装厚となった。よって、DPR で提案されている舗装厚

は妥当であり、わずかに安全側にあると評価できる。 

 

6.2.5 排水 

(1) DPR の適用基準  

DPR の排水設計では、設計基準として IRC:SP:42-2014, Guidelines of Road Drainage が適用されてい

る。これは高規格道路を設計する際に適用される標準的な技術基準であり、排水設計における基準の選

定は妥当といえる。 

(2) DPR における排水システム 

1）縦断方向の排水 
DPR では、以下に示すような 3 種類の縦断方向の排水が提案されている。 

・煉瓦製台形断面開水路 : 区間 1 における本線とサービス道路の間 
・RCC 矩形街渠  : 区間 1 以外の区間における歩道脇 
・台形断面開水路  : 緩和曲線区間 
 

 
 
 

 

(a)    煉瓦製台形断面開水路 (b)       RCC 矩形街渠 

出典：JICA 調査団作成 

図 6.2.19 DPR で提案された縦断方向排水工 
 

2）横断方向の排水 
General Arrangement Drawing (GAD)には下表に示すようにプロジェクト道路を横断する形でボックスカ

ルバートとパイプカルバートが設置されている。しかしながら、DPR ではボックスカルバートやパイプカル

バートに関する排水設計(流出量および流量計算含む)について触れられていない。 

表 6.2.19 DPR の一般図に示されるボックスカルバートとパイプカルバートの個数 
 区間 1 区間 2 区間 3 区間 4 区間 5 

CPRR 
本線 

TPP 
Link 
Road

CPRR
本線 

CPRR
本線 

CPRR 
本線 

CPRR
本線 

ボックスカルバート 47 6 13 20 0 27 
パイプカルバート 11 2 84 61 0 58 

合計 58 8 97 81 0 85 
出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways を基に JICA 調査団作成 
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(3) DPR における排水設計対象  

DPR では、CPRR における流出量計算や構造物の流化能力計算といった排水設計を、縦断方向の排

水設備である煉瓦製台形断面開水路および RCC 矩形街渠のみに対して行っている。それ以外の舗装

設計は DPR では行われていない。 

(4) DPR における排水設計手順  

1） 大流出量 
DPR における排水工の設計流量は水文解析により求められ、流出量の算定のため合理式が適用され

ている。DPR で示されている流出量の 大流量(ピーク流量)は次式により算出されている。 

ピーク流量 m3/s (Q) = 0.028 x P x F x A x Ic 

ここに 
 P : 流域の特性に応じた流出係数 
 A : 集水面積 (Ha)  

Ic : 洪水到達時間内雨量強度 (cm/hr) 
 F : 局所的な降水量を地域的な平均降水量に変換する係数 

 

2）要求される排水容量 
排水設備の排水容量を決定するため、水理理論に基づいた排水設計が実施されている。排水容量計

算では以下のマニング式が採用されている。 

排水容量 m3/h(Q) = 1/n x A x R2/3 x S1/2 
ここに 
 n : マニングの粗度係数 
 A : 流積 m2 
 R : 径深 m 
 S : 水路勾配 
3）降雨強度 

DPR における排水設計に用いられている降雨強度は、中央水利委員会発行の海岸地域における洪

水評価報告書が参照されており、プロジェクト対象地域における 25 年確率 24 時間降雨強度が引用され

ている。また、集中豪雨発生時の降雨強度の算定には、IRC:SP:42-2014 に示される以下の換算係数が

用いられている。 

Ic = F/T x (T+1)/(t+1) 
ここに 

Ic : 集中豪雨発生時の降雨強度 
F : 集中豪雨による総降雨量 
t : 洪水到達時間 (全降雨時間より短い場合) 
T : 全降雨時間 

4）排水計画 
DPR に示される排水計画は以下の通りである。 

区間 1：雨水は路肩に沿って設置された縁石により集水され 15m 間隔で設置されるプレキャスト製のシ

ュートにより導水される。また、シュート端部にエネルギーを散逸するためのますを設ける計画となってい

る. 

区間 1 以外: 本線端部の歩道脇に側溝の設置が計画されている。そのため、縁石は設置しない計画と

なっている。擁壁高が 3m を超える箇所では、擁壁上部の盛土部の斜面に石張りとシュートを設置し導水

する計画となっている。 

(5) DPR における縦断方向の排水設計 

1）煉瓦製台形断面開水路 
DPR に示される煉瓦製台形断面開水路の排水設計の一覧表を下表に示す。JICA 調査団のレビュー
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の結果、DPR で提案されている煉瓦製台形断面開水路の排水容量は必要な排水量を満たしていると判

断した。 

表 6.2.20 DPR に示される煉瓦製台形断面開水路の排水設計一覧表 

項目 値 計算式 
大流出量の計算 

排水長 (L) 500m 仮定値 
縦断勾配 1.0 %  

マニング式の粗度係数 
(n) 

0.014  

流出係数 (P) 0.594 P =  

W1: 中央分離帯幅 (m) 
W2: 舗装された路肩を含めた本線幅 (m) 
W3: 本線の未舗装路肩の幅(m) 
W4: 路肩端部とサービス道路までの距離(m) 
W5: サービス道路の未舗装路肩の幅(m) 
W6: サービス道路幅員(m) 
W7: 歩道幅 (m)  
P1: 中央分離帯の流出係数 
P2: 本線と舗装された路肩の流出係数 
P3: 未舗装路肩の流出係数 
P4: 路肩端部とサービス道路までの流出係数 
P5: サービス道路の未舗装路肩の流出係数 
P6: サービス道路の流出係数 
P7: 歩道の流出係数 

 
W1=2.0m, W2=9.0m, W3=2.0m, W4=15.75m, W5=1.0m, 
W6=7.25m, W7=2m, P1=0.4, W2=0.9m, W3=0.4m, W4=0.3m, 
W5=0.4m, W6=0.9m, W7=0.9m 

洪水到達時間 (tc) 30.93 分 tc = 
.

 

仮定値 , V1 = 0.06m/s, V2 = 0.45m/s, V3 = 0.45m/s, V4 = 
0.06m/s, V5 = 0.3m/s 

集水面積 (A) 195,000 
m2 

A = W × L 
W= W1 + W2 + W3 + W4 + W5 + W6 + W7 

降 雨 強 度 
(Ic) 

オプショ

ン 1 
20.87  

cm/時間 
25年確率24時間降雨強度 = 320 mm (洪水評価報告書引用) 
24時間降雨強度を1時間降雨強度へ変換する係数 = 39% 
25 年再現確率における 1 時間降雨 = 39% x 320 = 124.8 mm 
= 12.5 cm/時間 
60分降雨強度を30.93分降雨強度へ変換する係数 = 1.67 
設計降雨強度 (Ic) = 12.5 x 1.67 = 20.87 cm/時間 

オプショ

ン 2 
16.49  

cm/時間 Ic =  ×  = .  × .  = 16.49 cm/時間 

流出量 0.68 m3/s Q = 0.028×P×Ic×A 

排水容量の算定 
底面幅 0.3 m  

深さ 0.5 m 水位を頂部の 0.1m 下方と仮定 

水路頂部と水面との距離 0.1 m  

斜面勾配 1:1  

上部幅 1.3 m  

断面積 (A) 0.4 m2  

潤辺 (P) 1.714  

径深 (R) 0.233 m A/P 

排水容量 (Q) 1.08 m3/s マニング式, ×A×𝑅 / ×𝐼 /  
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項目 値 計算式 
判定 
DPRで提案されている側溝の排水容量 (1.08 m3/s)は 大流出量 (0.68 m3/s)以上となってい

る。このため、提案された煉瓦製台形断面開水路の排水能力は十分であると判断できる。 

出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways を基に JICA 調査団作成 

 

2）RCC 矩形街渠 
DPR に示される RCC 矩形街渠の排水設計の一覧表を下表に示す。JICA 調査団のレビューの結果、

DPR で提案されている RCC 矩形街渠の断面における排水容量は必要な排水量を満たすと判断した。 

表 6.2.21 DPR に示される RCC 矩形街渠の排水設計一覧表 

項目 値 計算式 
大流出量の計算 

排水長 (L) 500m 仮定値 
縦断勾配 0.3 %  

マニング式の粗度係数 
(n) 

0.014  

流出係数 (P) 0.411 P =  

W1: 中央分離帯幅 (m) 
W2: 舗装された路肩を含めた本線幅 (m) 
W3: 分離帯幅 (m) 
W4: サービス道路幅員(m) 
W5: 歩道幅 (m) 
W6: 歩道端部と ROW までの距離 (m) 
W7: 隣接区域の幅 (m) 
P1: 中央分離帯の流出係数 
P2: 本線と舗装された路肩部の流出係数 
P3: 分離帯の流出係数 
P4: サービス道路の流出係数 
P5: 歩道の流出係数 
P6: 歩道端部と ROW までの区間の流出係数 
P7: 隣接区域の流出係数 

 
W1=2.0m, W2=12.5m, W3=2.0m, W4=7.5m, W5=3.0m, 
W6=3.0m, W7=100m, P1=0.4, W2=0.9m, W3=0.4m, 
W4=0.9m, W5=0.9m, W6=0.4m, W7 = 0.3m 

洪水到達時間 (tc) 6.93 min tc = .
 

仮定値, V1 = 0.06m/s, V2 = 0.45m/s, V3 = 0.45m/s, V4 = 
0.45m/s, V5 = 1.5m/s 

集水面積 (A) 65,000 m2 A = W × L 
W= W1 + W2 + W3 + W4 + W5 + W6 + W7 

降 雨 強 度 
(Ic) 

オプショ

ン 1 
39.88  

cm/時間 
25年確率24時間降雨強度 = 320 mm (洪水評価報告書) 
24時間降雨強度を1時間降雨強度へ変換する係数= 39% 
25 年再現確率における 1 時間降雨= 39% x 320 = 124.8 
mm = 12.5 cm/時間 
60分降雨強度を6.93分降雨強度へ変換する係数= 3.19 
設計降雨強度 (Ic) = 12.5 x 3.19 = 39.88 cm/時間 

オプショ

ン 2 
21.52  

cm/時間 Ic =  ×  = .  × .  = 21.52 cm/hour 

流出量 2.99 m3/s Q = 0.028×P×Ic×A 

排水容量の算定 
底面幅 1.2 m  

深さ 1.2 m 水位を頂部の 0.3m 下方と仮定 
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項目 値 計算式 
水路頂部と水面との距離 0.3 m  

斜面勾配   

上部幅   

断面積 (A) 1.44 m2  

潤辺 (P) 3.60 m  

径深 (R) 0.40 m A/P 

排水容量 (Q) 3.06 m3/s マニング式, ×A×𝑅 / ×𝐼 /  

判定 
DPRで提案されている側溝の排水容量 (3.06 m3/s)は 大流出量 (2.99 m3/s)以上となってい

る。このため、提案されたRCC 矩形街渠の排水能力は十分であると判断できる。 
出典：DPR Volume.II, Design Report-Highways を基に JICA 調査団作成 

 

(6) DPR における横断方向の排水設計 

General Arrangement Drawings (GAD)では、道路を横断する形で排水構造物としてボックスカルバート

とパイプカルバートが設置されている。これらは現地形の比較的低い箇所を中心に約 150m~200m 間隔

で設置されていることが図面上より確認できる。 

しかしながら、DPR 上にはこれら排水構造物に関する排水設計( 大流出量計算、排水容量計算)に
ついて実施されていない。 

(7) DPR における横断方向の排水設計 

DPR における排水設計は IRC:SP:42-2014 に基づき実施され、縦断方向の排水溝である煉瓦製台形

断面開水路と RCC 矩形街渠を対象に実施されている。JICA 調査団のレビューの結果、DPR 上の排水

設計と可否判定は妥当であると判断できる。 

しかしながら、DPR ではボックスカルバートとパイプカルバートに関する排水設計は実施されていない

が、GAD には位置と寸法のみ示されている。そのため、これらに関する排水設計を次事業段階では適切

に実施する必要がある。 

  



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-64 

6.3  インターチェンジ設計のレビュー（全区間） 

6.3.1 入手した資料 

レビュー時点で提供された詳細プロジェクト・レポート(Detailed Project Report)の中で、インターチェン

ジに関する書類および図面は以下のものである。 

＋ 設計レポート : 

・ Volume-I  Main Report Chapter-7 7.9 Interchanges 

・ Volume-IIA  Design Report (Highways) Chapter-6 Design of Interchanges 

＋ 設計図面 : 

・Volume-IX-A  Drawings (Highways) 

・Volume-IX-E Drawing (Structures/Interchange)  

これらの資料を基にインターチェンジ設計に対しレビューを行った。 

なお、 Volume-II-B から Volume-II-H までの Design Report (Structures)は、レビュー実施時までに提供

されなかったため、レビュー対象となっていない。これらの資料はレビュー実施後の 2018 年 2 月から 3 月

にかけて提供があった。 

6.3.2 インターチェンジの位置および型式 

インターチェンジはプロジェクト道路と交差する全ての国道(４本)との接続部に計画されている。各イン

ターチェンジの位置、型式、接続道路を下表に示す。また、各インターチェンジ位置を図 6.3.1インターチ

ェンジ位置図に示す。 

表 6.3.1 インターチェンジの位置および型式 

ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

名   
接続道路 

国道(起終点) 
位 置 

本線測点/本線区間

ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ 
間隔 

ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞﾀｲﾌﾟ 
(Number of leg) 

IC-1 NH5 
(Kolkata – 
Chennai) 

No.20+900/区間 2  クローバーリーフ 
(4 枝) 

 
L=33.390Km

IC-2 NH205 
(Chennai- 
Anaatapur) 

No.54+290/区間 3 クローバーリーフ 
(4 枝)  

L=22.670Km

IC-3 NH4 
(Mumbai- 
Chennai) 

No.76+960/区間 3 クローバーリーフ 
(4 枝)  

L=24.787Km

IC-4 NH45 
(Chennai- 
Dindigul) 

No.101+747/区間 5 高架式ラウンドア

バウト 
(6 枝) 

 

出典：JICA 調査団 

＊インターチェンジ設置位置(本線測点)は設計図面表示に従ったが、表示のないものは調査団で定めた。  
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出典：JICA 調査団 

図 6.3.1 インターチェンジ位置図 
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6.3.3 インターチェンジの幾何構造基準 

インターチェンジの幾何構造は IRC:92-1985,Guidelines for the Design of Interchanges in Urban Areas 
の基準が適用されている。また、インターチェンジの計画、設計については IRC:SP:90-2012, Manual for 
Grade separators and elevated structures の中に記述がある。 

IRC:92-1985 に定められている主なランプの基準は下表に示す通りである。なお、ランプの設計速度

は本線の設計速度に応じて定められているが、ループランプについては本線の設計速度によらず定めら

れている。 

表 6.3.2 インターチェンジのランプの 幾何構造基準 

本線設計速度/ 
ループランプ 
の場合 

80km/h 100km/h ループランプ 
小値 望ましい

値  
小値 望ましい 

値 
小値 望まし 

い値 
ランプ  

設計速度 40km/h 50km/h 50km/h 65km/h 30km/h 40km/h 

  小曲線半径  60m 90m 90m 155m 30m 60m 

大片勾配 7% 

停止視距 45m 60m 60m 90m 25m 45m 

急縦断勾配 4%  

縦断曲線長 
 

絶対 小値 
＊A is the algebraic 

difference in grade(%) 

凸 
4.6A 
 
20m 

凹 
6.6A 
 
20m 

凸 
8.2A
 
30m

凹 
10A 
 
30m 

凸 
8.2A
 
30m 

凹 
10A 
 
30m 

凸 
18.4A 
 
40m 

凹 
17.4A 
 
40m 

凸 
2.0A 
 
15m 

凹 
3.5A 
 
15m 

凸 
4.6A
 
20m 

凹 
6.6A
 
20m 

建築限界 
     水平方向 
     垂直方向 

 
道路幅員 

5.5m (都市部) 
ランプターミナル   

加速車線 
      減速車線  

小値 望ましい値 

180m 250m 
90m 120m 

出典：IRC:92-1985 

 

ランプターミナルの加減速車線 の形状を以下に示す。 

加速車線 (平行式、直接式) 
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減速車線 (平行式、直接式) 

出典：IRC:92-1985     

図 6.3.2 ランプターミナルの加減速車線の形状 

 

6.3.4 インターチェンジの設計概要および改善対策 

入手した設計報告書や図面、およびインターチェンジ計画位置の現地調査結果を基に、設計内容に

ついてレビューを行った。その結果、把握した設計内容をインターチェンジ別に概要表に示す。そして、

レビューの結果判明した問題点および改善が好ましい点について、インターチェンジ別に記述する。 

(1) IC-1 

1）計画位置の現況 
IC-1 は、チェンナイ市の北方の郊外の Tiruvallur District の Thatchur で NH-5(距離程 29km 地点)に

接続するインターチェンジで、 NH5 の沿道の住居が比較的少ない地域に計画されている。計画地点の

現在の状況を図 6.3.3 に示す。 

 

出典：Google Earth に JICA 調査団加筆        

図 6.3.3 IC-1 現況図 
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2）設計概要 
IC-1 の設計概要を表 6.3.3 に、現設計の計画案を図 6.3.4 に示す。 

表 6.3.3 IC-1 の設計概要 
区間 : 1 対象位置 :Thatchur、Tiruvallur 地区 測点 : 20+900 (本線) 

接続する道路: NH5 KP29km 

インターチェンジの種類: クローバー型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計諸元 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
本線 
(インターチェンジ) 
 

設計速度 : 100km/h 

車線数 : 6 車線 (片方向 3 車線) 

平面線形 : R=2,000m (e=2.5%)～R=∞ 
(e=2.5%)～R=2,000m(e=2.5%) 
縦断線形 : 勾配:2.5%～0%～-2.5% 
VCR 凸 : 8,200m、8,200m 
VCR 凹 : NA   

 
サービス 
道路 

設計速度 : 40 km/h 

車線数 : 2 車線 
平面線形 : 本線中心線と平行 

縦断線形 : 本線の縦断線形と平行  
NH5 
(インターチェンジ) 

設計速度 : 80 km/h 
車線数 : 4 車線数 (2 片方向 3 車線) 
平面線形 : R=∞ 

縦断線形 : 勾配：ほぼ水平 

 
 
 
 
ランプ 
 
 

設計速度 : 40 km/h 

車線数 : 2 車線 

幅員 : 8.6m  (0.8+3.5+3.5+0.8) 

平面線形 : R=70m (ループランプ、e=4%)  
* 緩和曲線なし 
縦断線形 : 大勾配:3.33% 
VCR 凸 : 600m (L=20m) 
VCR 凹 : 600m (L=20m)  

鉛直クリアランス : 5.5m 

    出典：DPR を基に JICA 調査団作成  
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    出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆   

図 6.3.4 IC-1 計画図 
 
現設計の問題点および改善対策 
問題点１ 

プロジェクト道路の左折交通はインターチェンジ手前でサービス道路に出て、サービス道路を経由して

NH5 に合流するため、走行時間が増加する上、サービス道路の混雑の原因となる。 

改善案 
左折交通のための直結ランプおよびこれらのランプの外側にサービス道路を設置すること

を提案する。なお、NH5 の南側にはその外側にサービス道路は設置されていないため、サ

ービス道路は左折直結ランプの先で合流する。 

問題点 2 
ループランプの曲線半径は 70m と小さいが、直線との間に緩和曲線が設置されていないため、平面

線形、片勾配の摺り付けがスムーズでなく、走行性、安全性が悪い。 

改善案 
曲線(R=70m:片勾配 e=4%)と直線の間に緩和曲線を挿入するのが好ましい。 

以上の改善の改善の推奨案を図 6.3.5 に示す。 
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出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆 

図 6.3.5 IC-1 推奨図 
 
問題点 3 

ループランプと本線(プロジェクト道路、NH5)との合分流端間で織り込みが生じる。この区間の本線の

車線数は、ランプ(2 車線:道路幅員 8.6m)が付加され、片側 4 車線(16m)となっている。また、合分流のノ

ーズ間は 240ｍ確保されている。将来交通量(織り込み交通量および非織り込み交通量)が増加すると、

走行速度の低下に起因する渋滞が予想される。 

改善案 
本線(3 車線)の外側にランプ幅員(２車線)を付加し、5 車線(総幅員 19.5m)に拡幅することを推奨する。

供用当初の交通量が少ない段階では、マーキングで 4 車線とし、将来 5 車線に変更することも考えられ

る。 

(2) IC-2 

1）計画位置の現況 
IC-2 は、チェンナイ市の西方の郊外の Tiruvallur District の Kakkalur で NH-205(距離程 51.65 km 地

点)の計画されたバイパスに接続する。インターチェンジは二つの池に挟まれた地域に計画されている。 
インターチェンジ計画地点の現在の状況を図 6.3.6 に示す。 
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出典：Google Earth に JICA 調査団加筆 

図 6.3.6 IC-2 現況図 

 

2）設計概要 
IC-2 の設計概要を表 6.3.4 に、現設計の計画案を図 6.3.7 に示す。 

表 6.3.4 IC-2 の設計概要 
区間:3 対象位置 : Kakkalur、Tiruvallur 地区 測点:54+290 (Main Road) 

接続する道路: NH205 Bypass KP51.65km 

インターチェンジの種類 : クローバー型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計諸元 
 
 
 

 
 
本線 
(インターチェ

ンジ) 
 

設計速度 : 80km/h 

車線数 : 6 車線 (片方向 3 車線) 

平面線形 : R=525m(e=5%)～R=∞ (e=2.5%)～A=162m～

R=∞(e=2.5%) 
縦断線形 : 勾配 : 2.5%～0%～2.5% 
VCR 凸 : 10,000m、10,000m 
VCR 凹 : NA  

 
サービス 
道路 

設計速度: 40 km/h 
車線数: 2 車線 

平面線形: 本線中心線と平行 

縦断線形: 本線の縦断線形と平行 

 
NH205 
(インターチェ

ンジ) 

設計速度:  

車線数: 4 車線 (片方向 2 車線) 

平面線形:  

縦断線形: 勾配 : ほぼ水平 
 
 
 
 
ランプ 

設計速度: 40km/h 

車線数: 2 車線 

幅員: 8.6m (0.8+3.5+3.5+0.8) 

平面線形: R=70m (ループランプ、e=4%)  
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区間:3 対象位置 : Kakkalur、Tiruvallur 地区 測点:54+290 (Main Road) 

 
 

* 緩和曲線なし  

縦断線形: 大勾配:3.33% 
VCR 凸 : 600m (L=20m) 
VCR 凹 : 600m (L=20m)  

鉛直クリアランス : 5.5m 

出典：DPR を基に JICA 調査団作成 

 

 

出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆                                   

図 6.3.7 IC-2 計画図 
 

3）現設計の問題点および改善対策 
問題点１ 

プロジェクト道路の左折交通はインターチェンジ手前でサービス道路に出て、サービス道路を経由して

NH205 に合流するため、走行時間が増加する上、サービス道路の混雑の原因となる。 

改善案 
左折交通のための直結ランプおよびこれらのランプの外側にサービス道路を設置することを推奨する。

なお、NH205 にはその外側にサービス道路は設置されていないため、サービス道路は左折直結ランプ

の先で合流する。 

 
問題点 2 

ループランプの曲線半径は 70m と小さいが、直線との間に緩和曲線が設置されていないため、平面

線形、片勾配の摺り付けがスムーズでない。 

改善案 
曲線(R=70m:片勾配 e=4%)と直線の間に緩和曲線を挿入するのが好ましい。 

問題点 3 
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インターチェンジの起点側のランプターミナル付近の平面曲線半径は 525m と小さい上、片勾配も 5%
と大きい。設計速度を 80km/h に低減しているが、その手前の平面曲線半径が大きく(R=1,200m)高速度

でランプへ流出することになり、また、流出ノーズ位置の視認性が悪く、危険である。 

改善案 
安全性を高めるため、本線設計速度 80km/hに対応するインターチェンジのランプターミナル付近の

小平面曲線半径 R=700m(日本の道路構造令のインターチェンジ基準:本線の設計速度 80km/h の場合

の特別の場合)以上の適用を推奨する。 

上記の改善の提案を図 6.3.8 に示す。 

 

出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆    

図 6.3.8 IC-2 推奨図 
 

問題点 4 
ループランプの本線(プロジェクト道路、NH205)との合分流端間で織り込みが生じる。この区間の本線

の車線数は、ランプ(2 車線:道路幅員 8.6m)が付加され、片側 4 車線(16m)となっている。また、合分流の

ノーズ間は 230ｍ確保されている。将来交通量(織り込み交通量および非織り込み交通量)が増加すると、

走行速度の低下に起因する渋滞が予想される。 

改善案 
本線(3 車線)の外側にランプ幅員(2 車線)を付加し、5 車線(総幅員 19.5m)に拡幅することを推奨する。

供用当初の交通量が少ない段階では、マーキングで 4 車線とし、将来 5 車線に変更することも考えられ

る。 

(3) IC-3 

1）計画位置の現況 
IC-3 は、チェンナイ市の西方の郊外の Tiruvallur District の Sriperumbudur で NH-4 (距離程 42.1 km

地点)に接続するインターチェンジで、NH4,SH57 および SH110 の交わる交差点近くに計画されている。

インターチェンジ計画地点の現在の状況を図 6.3.9 に示す。 
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         出典：Google Earth に JICA 調査団加筆 

図 6.3.9 IC-3 現況図 

 

2）設計概要 
IC-3 の設計概要を表 6.3.5 に、現設計の計画案を図 6.3.10 に示す。 

表 6.3.5 IC-3 の設計概要 
区間:3 対象位置 : Sriperumbudur、Tiruvallur 地区 測点:76+960 (本線) 

接続する道路: NH4    KP42.25km 

インターチェンジタイプ : 変形クローバー型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計諸元 
 
 
 

 
本線 
(インターチェ

ンジ) 
 

設計速度 : 80km/h 

車線数:6 車線(片方向 3 車線) 

平面線形 : R=5000m(e=2.5%)～R=∞ (e=2.5%)～A=228m
～R=650m(e=4.4%)～A=228～R=∞(E=2.5%)～A=219～
R=600(e=4.7%)
縦断線形 : 勾配 : 0.55%～0%～-2.5% 
VCR 凸 : 35,000m,7,500m 
VCR 凹 : NA  

 
サービス 
道路 

設計速度: 40km/h 

車線数: 2 車線 

平面線形 : 本線中心線と平行(IC 前後) 

縦断線形 : 本線の縦断線形と平行 

 
NH4 
(インターチェ

ンジ) 

設計速度: 80km/h 

車線数: 6 車線(片方向 3 車線) 

平面線形 : R=300m 
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区間:3 対象位置 : Sriperumbudur、Tiruvallur 地区 測点:76+960 (本線) 

縦断線形 : 勾配 : ほぼ水平 
 
 
 
 
ランプ 
 
 

設計速度: 40km/h 

車線数: 2 車線 

幅員 : 8.6m (0.8+3.5+3.5+0.8) 

平面線形 : R=61m ,87m  
(ループランプ、e=4%) 
* 緩和曲線なし  
縦断線形 : 大勾配:3.3% 
VCR 凸 : 600m (L=20m) 
VCR 凹 : 600m (L=20m)  

鉛直クリアランス : 5.5m 

出典：DPR を基に JICA 調査団作成 

 

 
出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆              

図 6.3.10 IC-3 計画図 
 

3）現設計の問題点および改善対策 
問題点１ 

本インターチェンジは 3 本の道路が接続する交差点に計画され、周辺には集落が多い。インターチェ

ンジの型式はクローバーリーフであるが、ヒンズー教寺院を避けるべく NH4 の南東側のループランプが

省略され、非シンメトリーな形状となっている。このため、NH4 に合分流ノーズ間が短くなり織り込みがし

にくく、行き先案内も困難で安全性が低い。 

改善案 
NH4 の南側に平行する集散路(V=40km/h)を設置し、そこにランプを接続することを推奨する。 

問題点 2 
ループランプの曲線半径は 61m と小さいが、直線との間に緩和曲線が設置されていないため、平面

線形、片勾配の摺り付けがスムーズでなく、走行性、安全性が低い。 

改善案 
曲線(R=61m:片勾配 e=4%)と直線の間に緩和曲線を挿入するのが好ましい。上記の改善の提案を図 
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6.3.11 に示す。 

問題点 3 
ループランプの本線(プロジェクト道路、NH4)との合分流端間で織り込みが生じる。この区間の本線の

車線数は、ランプ(2 車線:道路幅員 8.6m)が付加され、片側 4 車線(16m)となっている。また、合分流のノ

ーズ間は 260ｍ確保されている。将来交通量(織り込み交通量および非織り込み交通量)が増加すると、

走行速度の低下に起因する渋滞が予想される。 

改善案 
本線(3 車線)の外側にランプ(2 車線)を付加し、5 車線(総幅員 19.5m)に拡幅することを推奨する。供用

当初の交通量が少ない段階では、マーキングで 4 車線とし、将来 5 車線に変更することも考えられる。 

問題点 4 
プロジェクト道路とランプの分合流するランプターミナルに加減速が設置されていない。プロジェクト道

路とランプの走行速度差が大きいため危険である。 

改善案 
IRC:92-1985 のランプターミナルの基準に従い、加速車線(平行式)および減速車線(直接式)の設置を

推奨する。 

 
出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆  

図 6.3.11 IC-3 推奨図 

(4) IC-4 

1）計画位置の現況 
IC-4 は、チェンナイ市の南方の郊外の Kancheepuram District の Sigaperumal Koil で NH-45 (距離程

47.40km 地点)に接続するインターチェンジで、現在インターチェンジに接続する鉄道高架橋(アプローチ

部分を含む)が建設されている。インターチェンジ計画地点の現在の状況を図 6.3.12 に示す。 
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出典：Google Earth に JICA 調査団加筆      

図 6.3.12 IC-4 現況図 

2）設計概要 
IC4 の設計概要を表 6.3.6 に、現設計の計画案を図 6.3.13 に示す。 

表 6.3.6 IC-4 の設計概要 
区間 : 5 対象位置:Sigaperumal Koil、 Tiruvallur 地区 測点:101+747  (本線) 

接続する道路: NH-45   KP47.4km 

インターチェンジタイプ : 高架ラウンドアバウト (ロータリー) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計諸元 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
本線 
(インターチェンジ) 
 

設計速度: 40km/h(区間 4 側) 
100km/h(区間 5 側) 

車線数: 
4 車線 (片方向 2 車線)、区間 4 側 

  6 車線 (片方向 3 車線)、区間 5 側 
平面線形 : 
 A=110m～R=200(e=5%)～A=110m ～R=∞ (e=2.5%) : 区
間 4 側 
R=∞: 区間 5 側 
縦断線形 :  
勾配 : 3.33%～0% : 区間 4 側 
勾配 : 0%～-2.5%:区間 5 側 
VCR 凸 : 3,000m : 区間 4 側 
VCR 凸  :4,000m : 区間 5 側 

サービス 
道路 
(本線沿い) 

設計速度:40km/h 

車線数: 2 車線 

平面線形: 本線の中心線と平行 
縦断線形: 本線の縦断線形と平行 

 設計速度:80km/h 



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-78 

区間 : 5 対象位置:Sigaperumal Koil、 Tiruvallur 地区 測点:101+747  (本線) 

NH-45 
(インターチェンジ) 

車線数: 4 車線 (片方向 2 車線) 

平面線形: R=577m～R=∞  
縦断線形:    

 
サービス 
道路 (NH-45 沿い) 

設計速度:40km/h 
車線数:2 車線 
平面線形: 本線中心線と平行 
縦断線形:本線の縦断線形と平行 

 
 
 
 
ランプ 
(NH-45 沿い) 
 
 

設計速度:40km/h 

車線数:2 車線 

幅員 : 7.5m (0.25+3.5+3.5+0.25)  

平面線形: R=35.05m (ラウンドアウト)  
緩和曲線:なし  
縦断線形: 大勾配 :2.5% 
VCR 凸 : 600m (L=20m) 
VCR 凹 : 600m (L=20m)  

鉛直クリアランス : 5.5m 
   出典：DPR を基に JICA 調査団作成 

 

 
出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆  

図 6.3.13 IC-4 計画図 
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3）現設計の問題点および改善対策 
問題点１ 

本インターチェンジは NH45 と鉄道が接近する地域に計画されており、用地上の制約があるため、イン

ターチェンジの型式は高架式ラウンドアバウトが採用されている。ラウンドアバウト内側線の形状は小半径

R=35m、大半径 100m の楕円形で、NH45 に平行する方向はノーズ間を長くしている。また、NH45 に接

続するランプは On/Off を分岐し、織り込みの影響を少なくしているがラウンドアバウトの幅員が狭いため、

将来大型車が増加すると渋滞が発生することが予想される。 

改善案 
ラウンドアバウトの交通容量を増加させるため、左折専用ランプ(1 車線)を追加し、左折交通を分離す

ることを推奨する。 

上記の改善の提案を図 6.3.14 に示す。 

 

 
出典：DPR 図面に JICA 調査団加筆 

図 6.3.14 IC-4 推奨図 

問題点 2 

現在、区間 4 側のインターチェンジまでのアプローチ区間が完成しているが、インターチェンジが未完

成のため、NH45 に繋がる既存道路が渋滞している。 

改善案 

本インターチェンジは区間 5 に含まれているが、早急に NH45 に接続することが好ましい。よって、本イ

ンターチェンジを区間 4 の工事と一緒に行うことを推奨する。 

問題点 3 
ロジェクト道路の直進交通(West side⇔ East side)はランウドアバウトを通過する。織り込み長が短いた

め、将来、直進交通量が増加する場合はラウンドアバウト上で一旦停止が必要となり、交通渋滞が予想さ

れる。 

改善案 

ラウンドアバウトの南側に NH45 をオーバーパスする専用の迂回道路を設置し(本インターチェンジの

西側で、プロジェクト道路の中央部から 4 車線(2+2)道路を分岐し、)、プロジェクト道路の直進交通はラウ
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ンドアバウトを利用しないこととする。これによりラウンドアバウトの渋滞が低減できる。 

6.4  構造物設計のレビュー（全区間） 

橋梁部は全区間で共通して、6 車線での完成形施工の計画となっている。これは、橋梁に対して将来

的な拡幅施工を行うに際する、交通影響や既設構造に対する拡幅施工の難易度を含めた経済性・施工

性・構造性の課題に対して配慮した計画方針と認識している。 

表 6.4.1 計画車線数 

Project Summary 
Sec.1 Sec.2 Sec.3 Sec.4 Sec.5 

CPRR TPP Link CPRR CPRR CPRR CPRR 

Number 
 of Lane 

Main Line 2x2Lane 2x2Lane 2x3Lane 2x3Lane 2x3Lane 2x2Lane 

Service 
Road 

2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 

Bridge (Main Line) 2x3Lane 

出典：JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

出典：DPR Drawing(MNB101)に JICA 調査団追記 

図 6.4.1 橋梁部の計画車線数（完成形施工：全区間） 
 

本節では、DPR で計画されている道路構造物に対して、設計レビューを実施した結果を記述する。 

6.4.1 構造物の種類 

道路構造物の種類は、DPR に準拠して下記のとおり区分している。 

(1) Major Bridge (MJB) 

・比較的規模の大きい河川（River）や運河（Canal）、池（Pond）、州道等を渡河・高架するために計

画されている橋梁を、DPR では Major Bridge として区分している。径間数は 6 径間以上の多径

間構造で、Minor Bridge とは区別し整理されている。 

(2) Minor Bridge (MNB) 

・河川（River）や運河（Canal）を渡河する橋梁。DPR では、2～5 径間の橋梁を Minor Bridge として

区分している。また、小規模の運河（Canal）を渡河するための 3 連構造の Box Culvert も Minor 
Bridge として区分している。 

(3) Railway Over Bridge (ROB) 

・鉄道交差部において計画される橋梁。 
・橋梁端部の下部工は鉄道用地外に位置し、用地内は鉄道軌道を避けた位置で 小限の基数に

て橋脚が計画されている。 

3Lane
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(4) Underpass (VUP and LVUP) 

・Service Road、Existing Road との交差部において計画される橋梁。 
・橋梁は交差道路の建築限界及び幅員を確保した小規模スパンで、橋梁前後は補強土壁で構成

される。 

(5) Box Culvert (BC) 

・水路としての役割を果たすコンクリート構造物。 
・Culvert は、箱型断面（Box Culvert）と円形断面（Pipe Culvert）の 2 種類に大別される。 

(6) Interchange (IC) 

・プロジェクト道路と交差する 4 本の国道との接続部に計画されるインターチェンジは、クローバー

リーフ形式及び高架式ラウンドアバウト形式で計画されており、高架部は橋梁構造である。 
・本橋梁は、本線及びランプ（Entry/Exit）橋梁にて構成される。 

6.4.2 入手した資料 

本章の表 6.1.1 に示したとおり、レビュー実施時点では、Highway を除く構造物の Design Report 等が

提供されていない状況であった。調査団より HMPD に対して資料の追加提供を要請したところ、2018 年

2 月以降に逐次 DPR 資料の提供を受けた。 

レビュー実施時点において追加提供を要請した資料の内容と、それに関するレビューの経緯につい

て下記に示す。 

① Cross Structure List 
DPR にて計画されている構造物数の詳細（構造物種類・数・構造諸元等）を把握するために資料提

供を要請した。DPR の Main Report、Plan&Profile、Drawing の内容で不整合も確認されることから、

終計画内容・箇所数・構造諸元、また数量及び工事費等に反映されている構造物の詳細を確認する

ことが目的であったが、今回、Culvert 以外の構造物リストは提供されなかったため、受領済みの資料

から構造物数の精査を行った（Design Report、Cost Estimateなど） 。添付資料-7に、DPR（Main Report）
の中で記載されている構造物数と、調査団が受領資料より計上した構造物数の一覧表を示す。なお、

本一覧表は、後述する区間の再設定や MJB の延伸・BOX 数の減少等を考慮したものである。 

② Report of geological survey 
レビュー実施時において受領済みであった DPR の資料内には、地形・地質条件や基礎形式につ

いての記載がなかった。あわせて、図面内には柱状図の表記はあるものの、N 値や杭長の表記もなか

った。土質条件・基礎構造の詳細に関する情報が不足しており、これらに関する確認が困難な状況で

あった。よって、本調査においては、土質・基礎に関するレビューは実施せず、基礎の杭長は、図面内

の柱状図（ボーリング深さ）程度と仮定した。 

なお、2018 年 2 月以降に DPR の追加提供を受け、各下部工の基礎寸法、採用ボーリング・土質定

数等の条件について 終的に内容提示された。これらについては詳細設計時における詳細なレビュ

ーの実施が求められる。 

③ Required clearance of rivers 
河川橋における桁下の必要クリアランスの妥当性を確認する目的で、河川の桁下制約条件につい

ての資料提供を HMPD に要請した。その結果、HMPD より、河川橋おける桁下のクリアランスに航路

等の特殊な制約条件はないとの回答を得た。よって、航路等の特殊な制約条件は今回考慮しない。 

なお、河川断面や流量・水位の根拠詳細は不明のため、今後、詳細設計時において水文調査の実

施を提案する。 
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表 6.4.2 提供依頼した資料及び提供状況 

No. 申請資料 目的 依頼日 状況 
資料不足に 

よる影響 
対応方針 

1 
Cross 
structure 
List 

設計対象で

ある構造物

の種類及び

数の把握 

26-
Oct.2017

カルバート

は受領。他

構造物は未

受領。 

計画されている全構造物

の数及び種類が不明。数

量に計上されている構造

物の内容の把握・確認が

困難。 

受領している DPR 資料

(Main Report・Drawing)
より、調査団で構造物一

覧表（構造物の種類・

数・構造形式）を計上す

る。 

2 
Report of 
geological 
survey 

地層・地質

条件の把握 
26-

Oct.2017
19-Feb 
受領 

地盤条件（N 値他の物性

値、支持層等）の内容が

不明。かつ、基礎形式及

び未記載の杭長の妥当性

確認が困難。 
･･･レビュー実施以降、設

計報告書で地盤条件や

基礎詳細の提示有り。 

受領している DPR 資料

(Design Report・
Drawing)に示される地

盤条件や基礎形式・寸

法を確認。 

3 

Required 
clearance 
on rivers 
 (For MJB 
& MNB) 

河川橋にお

ける桁下クリ

アランスの制

約条件の把

握 

26-
Oct.2017

19-Feb 
受領 

河川橋における必要桁下

クリアランスが不明。航路

高他、桁下クリアランスを

確保すべき条件が不明。 
･･･考慮すべき特別な航

路条件は無し(HMPD 回

答) 

河川橋は、受領している

DPR 資料(Main Report・
Drawing)に示される計

画高水位以上（交差道

路がある場合は建築限

界以上）に対して桁下ク

リアランスが確保できて

いるかを確認する。航路

高の考慮は必要無いと

の回答で考慮しない。 
出典：JICA 調査団 
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表 6.4.3 計画構造物数の比較 

Project Summary 

Sec.1 Sec.2 Sec.3 Sec.4 Sec.5 
TOTAL 

TPP Link: 
Original CPRR 

TPP Link 

CPRR CPRR CPRR CPRR 
Original 

Realign 
ment 

Number 
 of Lane 

Main Line 2x2Lane 2x2Lane 2x3Lane 2x3Lane 2x3Lane 2x2Lane - 

Service Road 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane 2x2Lane - 

Project 
DPR 
Vol. I 

Jica 
Study
Team 

DPR 
Vol. I 

Jica 
Study
Team 

TNRDC/
Jica Study

Team 

DPR 
Vol. I 

Jica 
Study 
Team 

DPR 
Vol. I 

Jica 
Study
Team

DPR 
Vol. I

Jica 
Study
Team

DPR 
Vol. I

Jica 
Study
Team

DPR
Vol. I

Jica 
Study 
Team 

BP 
Ch.0 
+000 

Ch.0 
+000 

Ch.0 
+000 

Ch.0 
+351 

Ch.0 
+351 

Ch.20
+870 

Ch21 
+506 

Ch.47
+120 

Ch.47
+561

Ch.76
+670 

Ch.77
+900

Ch.101
+520 

Ch.101
+672

- - 

EP 
Ch.20 
+870 

Ch21 
+506 

Ch.4 
+350 

Ch.4 
+560 

Ch.3 
+950 

Ch.47
+120 

Ch.47 
+561 

Ch.76
+670 

Ch.77
+900

Ch.101
+520 

Ch.101
+672

Ch.129
+020 

Ch.129
+171

- - 

Structures 

IC 0 1 0 0 0 1 0 2 2 0 0 1 1 4 4 

ROB 1 1 1 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 4 3 

MJB 1 1 0 0 1 2 2 1 1 0 0 1 1 5 5 

MNB 1 2 0 1 1 6 5 8 1 0 0 11 11 26 20 

VUP 6 5 0 0 0 5 5 6 7 9 9 6 6 32 32 

LVUP 6 1 0 2 0 4 3 2 1 4 3 7 7 23 17 

BC 39 46 0 7 Unclear 0 13 1 20 0 0 7 29 47 115 

PC 8 11 0 2 Unclear 204 84 107 61 0 0 132 57 451 215 

Entry/ 
Exit Ramps 

0 1 0 0 1 2 0 2 1 0 0 2 1 6 3 

TOTAL 62 69 1 13 Unclear 224 112 130 95 13 12 168 113 598 414 

Note: 1) CPRR: Chennai Peripheral Ring Road, IC: Interchange, ROB: Railway Over Bridge, MJB: Major Bridge, MNB: Minor Bridge, 
                VUP: Vehicular Underpass, LVUP: Light Vehicular Underpass, BC: Box Culvert, PC: Pipe Culvert 
          2) BC and PC are planned for irrigation and utility crossings.  

          3) MJB: Sec.1: Buckingham Canal, Sec.3: Kannigaipper Tank, Kosathalai River, Sec.4: Coovam River, Sec.5: Sengundram Tank 
出典：JICA 調査団 
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6.4.3 主要橋梁（MJB） 

(1) 概要 

MJB は、以下の 4 箇所において計画されている。位置図を、MJB 諸元表をに示す。 

① MJB101 
区間 1 において、エンノール港から西の終点側に向けて Buckingham Canal 及び korttalaiyar River を

渡河する高架橋と、カトゥパリ港方向へ接続する高架橋より構成される。橋梁位置は Chainage：0+662 付

近であり、構造物番号は Str.No.1/1 である。 

② MJB202 
区間 2 において、州道（SH51） 及び Kannigaipper Tank を高架・渡河する高架橋。橋梁位置は

Chainage：29+332 付近であり、構造物番号は Str.No.30/3 である。 

③ MJB201 
区間 2 において、Korattalaiyar River を渡河する高架橋。橋梁位置は Chainage：36+886 付近であり、

構造物番号は Str.No.37/4 である。 

④ MJB301 
区間 3 において、Cooum River を渡河する高架橋。橋梁位置は Chainage：57+532 付近であり、構造物

番号は Str.No.58/3 である。 

⑤ MJB501 
区間 5 において、Sengunram tank 及び Pond を渡河する高架橋。橋梁位置は Chainage：102+831 付近

であり、構造物番号は Str.No.103/2 である。 
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出典：OpenStreetMap に JICA 調査団追記 

図 6.4.2 MJB 位置図 
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表 6.4.4 MJB 諸元表 

Sec. No. 
STRUCTURE 

CODE 

CHAINAGE 
STRUCTURE INTERSECTIONS TYPE OF STRUCTURE 

BP EP 

Sec.1 1 

MJB101-1 
Str.No.1/1 

0+425.450 1+046.166 MJB 
Buckingham Canal, 
korttalaiyar River, 
Kattupali Road 

2xPC BOX GIRDER 
L=620.716m、 
4span x 2 + 1span x 4 + 
4span + 3span x 2 

MJB101-2 
Str.No.1/1 

0+224.543 0+660.450 MJB - 
2xPC BOX GIRDER 
L=230.000m、 
3span x 2 + 1span x 2

Sec.2 

2 
MJB202 
Str.No.30/3 

29+128 29+308 MJB 
SH51,  
Kannigaipper Tank 

2xPC BOX GIRDER 
L=180.00m (2 x 3@30.00) 

3 

MJB201 
Str.No.37/4 

36+781.103 36+991.103 
MJB 
 for main road 

Korattalaiyar River 

2xPC BOX GIRDER 
L=300.00m(10@30.00) 

MJB201 
Str.No.37/4 

36+781.103 36+991.103 
MJB 
 for service road

2xPC BOX GIRDER 
L=210.00m(7@30.00) 

Sec.3 4 

MJB301 
Str.No.58/3-1 

57+352 57+772 
MJB 
 for main road 

Cooum River 

2xBOX DIRDER 
L=420.00m (14@30.00) 

MJB301 
Str.No.58/3-2 

57+352 57+652 
MJB 
 for service road

2xBOX DIRDER 
L=300.00m (10@30.00) 
Both sides 

Sec.4 - - - - - - - 

Sec.5 5 
MJB501 
Str.No.103/2 

102+670 103+150 MJB Sengunram tank, Pond 
2xPC BOX GIRDER 
L=480.00m (4 x 4@30.00) 

出典：JICA 調査団 

 

なお、の MJB101 の諸元は、受領している DPR の内容であり、終点側延伸計画の内容は反映して

いない。 

あわせて、MJB101 は将来的に南北に鉄道が計画されているとの情報を HMPD より受けているが、

現時点では本計画の詳細は不明であり、レビュー実施時に受領している DPR においても MJB101 に

対する鉄道計画は考慮されていない。 

詳細設計においては、鉄道計画の具体を踏まえて、MJB101 の橋梁計画に反映する必要がある（クリ

アランスの確保、施工制約条件を踏まえた橋種の精査、支間長割 等）。また、橋梁計画・設計への反映

には、鉄道公社との協議・確認が必須である。 

 

出典：HMPD からの提供資料 

図 6.4.3 MJB101 起点側の鉄道計画案 
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(2) 計画基準及び設計条件 

DPR（Main Report：P7-1）より、計画される構造物は、下記の基準に準じている。 

・ Indian Roads Congress (IRC) 
 ※IRC: 92-1985、IRC-18-2000、IRC: SP: 90-2012、IRC.gov.in.078.2014 他 
・ MoRTH 

(3) 橋梁形式・構造の確認 

MJB における交差物件は、に示したとおりである。交差物件に対して桁下のクリアランスが確保できてい

るかを確認した結果をに示す。本確認結果より、桁下のクリアランスは確保できており、かつ縦断線形の

決定根拠があり大きな問題はないと判断した。 

なお、ここでは MJB101 の終点側延伸、鉄道交差については詳細が不明のため考慮していない。 

表 6.4.5 桁下クリアランス及び縦断決定根拠の確認 

Sec. No. 
STRUCTURE 

CODE 
CROSS CLEARANCE 

縦断

決定

根拠

Sec.1 1 MJB101（Str.No.1/1） 

Buckingham Canal 
korttalaiyar River 

HFL に対し十分なクリアランスが確保できている。   

Kattupali Road 交差道路の建築限界 5.5m を確保している。 〇 

Sec.2 
2 MJB202（Str.No.30/3） 

SH51 SH51 の建築限界 5.5m を確保している。 〇 

Kannigaipper Tank 
MWL に対し十分なクリアランスが確保できている。 

(※HFL の記載は無し。) 
  

3 MJB201（Str.No.37/4） 

Korattalaiyar River HFL に対し十分なクリアランスが確保できている。   

  － 
MJB の終点側に位置する VUP の建築限界確保で

縦断が決定されている。 
〇 

Sec.3 4 MJB301（Str.No.58/3） 
Cooum River HFL に対し十分なクリアランスが確保できている。   

Service Road 交差道路の建築限界 5.5m を確保している。 〇 

Sec.5 5 MJB501（Str.No.103/2） 
Sengunram tank 
Pond 

HFL に対してクリアランスが確保できている。 

(※1m 程度：図面読み取り) 
〇 

出典：JICA 調査団 

 

(4) 交差条件の確認 

1）橋長・支間長 
交差物件（河川、運河、国道等）に対して、必要な橋長が確保されていると考えられる。また、橋梁の

支間長は 30～40mのコンクリート橋にて構成可能な支間長に統一設定されていることから、橋梁計画（橋

長、支間長）については大きな問題はないものと判断した。 

なお、河川、運河、池等の詳細な幅は報告書に記載はされていないため、Drawing に記載される地形

が正であるとの前提のもとで確認したものである。 

2）上部工形式 
橋梁の支間長は、交差物件に対する干渉回避を前提に基本 30～40m で計画されている。なお、

CPRR における橋梁の上部工形式は、鋼橋よりも経済性にて有利であるコンクリート橋を基本に計画され、

その支間長はコンクリート橋で対応可能なスパンを基本として設定されている。あわせて、MJB の多くは

平面曲線を有していることから、PC 箱桁橋を上部工形式として採用している。 

 コンクリート橋の採用については、特殊な形式を採用している箇所はないため、上部工形式につ

いて特に問題はないと調査団は判断した。 
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表 6.4.6 MJB における採用形式と支間長の妥当性 

 

出典：JICA 調査団 

3）下部工形式 
下部工形式は、張出式橋脚を基本として計画されている。特別な条件がない以上は、張出式橋脚及

び 1 本柱形式の橋脚を採用することは一般的で特に問題はないと考えられる。 

MJB 他、橋梁の多くの端部下部工には、インドにて実績の多い混合橋脚（橋脚形式と補強土壁との組

み合わせ）が採用されている。橋梁の前後に補強土壁が計画されていることから、陸上部における本形

式の採用は、コンクリート規模や重量の低減、また施工効率性の観点より、効果的な構造形式と考えられ

る。なお、河川橋においては、流水における護岸浸食及び補強土壁の止水性に対する懸念より、端部橋

脚を橋台形式とするのが望ましいと考える。詳細設計時における水文調査結果を踏まえ検討のこと。 

※(5)DPR に対する助言及び提案参照。 

出典：JICA 調査団 
図 6.4.4 インドにおける混合橋脚の採用事例 

 

4）基礎形式 
MJB の基礎形式は杭基礎（場所打ち杭φ1000）にて計画されている。レビュー実施以降に追加提供さ

れた Design Report にて、地盤条件、杭基礎形式・延長等の設定根拠が提示された。 

5）橋面舗装構造 
橋梁の舗装は、DPR においてコンクリート舗装で計画されている。主として現地施工における材料調

達の観点からの採用と思われるが、外環状道路でもアスファルト舗装が採用されており、前後の土工区

間はアスファルト舗装で計画されている。なお、施工済みの区間４終点の橋梁はコンクリート舗装を採用

しており、整合性等にも考慮したうえ、本舗装構造を詳細設計で確認すること。 
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出典：DPR（Drawing）に JICA 調査団追記 
図 6.4.5 橋梁断面図（MJB101）  

 

  

出典：JICA 調査団 

図 6.4.6 区間 4 終点施工済み橋梁（コンクリート舗装） 
 

6）補強土壁 
CPRR において、橋梁前後で計画されている補強土壁の高さは総じて大きい傾向にあるが、補強土壁

の高さを大きくすることで橋梁規模（橋長）を低減させる計画方針であると認識している。なお、一般的に

実績・経験的基準高は 大 12m 程度と言われるが、CPRR で計画される補強土壁高さがこれを超過して

いないかのオーダーの確認を行った。 

 確認結果より、基準高（12m）を超過する補強土壁はないため、本補強土壁区間の設定は概ね妥

当であるものと判断した。 

※MJB101 の終点延伸はここでは考慮していない。 

  

コンクリート舗装 75mm 

PC 箱桁 

単柱橋脚 
 

場所打ち杭 
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表 6.4.7 補強土壁高さの確認結果 

 

出典：JICA 調査団 
 

(5) DPR に対する助言及び提案 

1）河川橋における端部下部工形式 
河川橋において、流水の影響を受ける端部下部工形式について、橋台形式ではなく、橋脚と補強土

壁の組わせた形式となっている箇所が見受けられる。 

HMPD 側より流水影響を受けないとの返答であるが、一般補強土壁は遮水性に劣るため、洗堀防止

対策や橋台形式の採用が望ましいと考えられる。詳細設計において、水文調査を実施し水位高を確認

のうえ、端部下部工形式を精査・検討する必要があると考える。 

※本提案内容は、MJB 延伸を考慮していない。詳細設計時においては、本橋梁の延伸計画を反映し

て精査を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：DPR（Drawing）に JICA 調査団追記 
図 6.4.7 MJB501 端部下部工形状（橋台） 

  

構造物名称

0+313.450 0+425.450 5.60 ＜ 12.00

1+046.166 1+200 6.30 ＜ 12.00

0+399.19 0+224.534 7.00 ＜ 12.00

28+820 29+128 10.40 ＜ 12.00

29+308 29+468 5.50 ＜ 12.00

36+640 36+781.103 2.50 ＜ 12.00

37+083.103 37+213.300 8.20 ＜ 12.00

57+292 57+352 4.30 ＜ 12.00

57+772 58+172 8.70 ＜ 12.00

- - 10.00 ＜ 12.00

- - 10.00 ＜ 12.00

※補強土壁の高さは、PDR（Dwrawing）を参照した。Drawing内に寸法のないものは図面読み取りしている。

※Sec.5の補強土壁は起終点の測点が未記載である為、上表に測点は記載していない。

Sec.3

Sec.5

Sec.2

MJB101Sec.1

MJB202

MJB201

MJB301

MJB101

Sec. 測点 補強土壁 大高さ（m)

橋台形式の採用 

（流水影響部） 
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表 6.4.8 MJB の端部下部工の変更提案 

 

出典：JICA 調査団 
 

 

出典：DPR（Drawing）に JICA 調査団追記 
図 6.4.8 MJB の端部下部工の変更箇所例 

 

DPRの計画 流水影響の有無

起点側A1 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 無（陸上部） → 変更なし

終点側A3 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 有 → 橋台に変更

MJB101-2 Str.No.1/1 終点側A2 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 無（陸上部） → 変更なし

起点側A1 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 無（陸上部） → 変更なし

終点側A2 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 有 → 橋台に変更

起点側A1 橋台形式 有 → 変更なし

終点側A2 橋台形式 有 → 変更なし

起点側A1 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 有 → 橋台に変更

終点側A2 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 無（陸上部） → 変更なし

起点側SA1 橋台形式 有 → 変更なし

終点側SA2 橋台形式 有 → 変更なし

起点側A1 橋台形式 有 → 変更なし

終点側A2 橋台形式 有 → 変更なし

変更の有無
Sec. No.

STRUCTURE
CODE

変更提案

MJB201 Str.No.37/4

MJB301  Str.No.58/3-1
(Main Road)

Sec.2

3

位置

MJB101-1 Str.No.1/1
1Sec.1

2 MJB202 Str.No.30/3

MJB301  Str.No.58/3-2
(Survice Road)

4Sec.3

Sec.5 5 MJB501 Str.No.103/2
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ここで、端部下部工について橋脚から橋台へ変更することによる工費影響の目安を以下に示す。橋脚

を橋台とすることで、下部工背面での補強土壁面は不要となるが、下部工躯体のコンクリート体積及び基

礎工規模が増加する傾向となる。詳細設計時において、本内容に関する計画・設計の実施を提案する。 

表 6.4.9 MJB の端部下部工の変更による工費影響の目安（MJB101-LA3） 

MJB101(LA3) DPR 計画案 変更提案 

概要図 

    

  数量 単価(JPY) 工事費(JPY) 合計(JPY) 数量 単価(JPY) 工事費(JPY) 合計(JPY)

コンクリート 110 m3 27,000  2,970,000 

51,170,000 

240 m3 27,000  6,480,000 

75,730,000 
鉄筋 20 tf 175,000  3,500,000 30 tf 175,000  5,250,000 

基礎杭 240 m 160,000  38,400,000 400 m 160,000  64,000,000 

補強土壁 90 m2 70,000  6,300,000 0 m2 70,000  0 

合計 概算工事費(Rs) 
26,932,000 

概算工事費(Rs) 
39,858,000 

(1.00) (1.48) 
※DPR(Drawing)に寸法が記載されていない箇所は、図面からの読み取り・推定等にて寸法設定。 

出典：JICA 調査団 

2）DPR 資料における不整合・修正必要箇所の指摘 
DPR 資料において不整合・修正必要箇所が確認された。調査団は構造物一覧表に指摘事項を整理

して HMPD へ提示した。構造物一覧表は添付資料-7 に示す。 

【区間 1】 

Drawing（14518/E/MJB101/DD001(SH-1 OF 3)内に下記の記載ミスがあるため、修正を提案する。 
 RP16 の重複、不要な記載。 
 RP17 の位置が不明（引出線の欠落）。 

 

       出典：DPR Drawing（14518/E/MJB101/DD001：SH-1 OF 3） 
図 6.4.9 Drawing の誤記  
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【区間 3】 

MJB202（Str.30/3）の橋梁形式について、Plan&Profile と Drawing が大きく異なっている。地形状況を

踏まえると、Drawing の内容で、Plan&Profile への内容更新ミスと考えられる。よって、修正を提案する。 

 

出典：DPR Plan&Profile(14518/E/PP/DD209)、Drawing（14518/E/MJB202/DD001：SH-1 OF 3） 
図 6.4.10 Plan&Profile の誤記 

 

3）その他 
図 6.4.4 の橋脚形状のとおり、上部工支点位置に対して下部工天端幅に余裕が設けられていない。構

造物に万一の想定外の外力（地震力等）が作用した場合にも、桁の逸脱などに対して安全性を確保する

のが望ましい。詳細設計時において、支承等の詳細を 終決定した際には、支承縁端距離の確保など、

下部工天端幅に対する検討を実施のこと。 
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6.4.4 中小橋梁（MNB） 

(1) 概要 

MNB は、河川等の交差物件に対して計画されている。DPR では、2～5 径間の橋梁を Minor Bridge と

して区分している。また、小規模の運河（Canal）等を渡河するための 3 連構造の Box Culvert も Minor 
Bridge として区分している。 

表 6.4.10 MNB 諸元表 

 

※No.1（MNB101）は、MJB101 の終点延伸によって削除となる予定。（詳細設計時に確認のこと。） 
出典：JICA 調査団 

  

BP EP

1
※

MNB101  Sta.No.3/2 2+465 2+485 MNB Canal
RCC SOLID SLAB L=20.00m
(2@10.00)

2 MNB103  Str.No.8/1 7+163 7+193 MNB korttalaiyar River
RCC SOLID SLAB L=30.00m
(3@10.00)

Sec.1
TPP Link 3 MNB102 Str.No.3/1 2+013 - BOX CULVERT - 3 @ 5.00 x 2.50m, L=47.22m

4 MNB201 Sta.No.27/3 26+522 - BOX CULVERT Canal 3@5.00x2.50m, L=54.00m

5
MNB  Str.No.30/2
(Within MJB202)

29+248 29+308 MNB Kannigaipper Tank
RCC SOLID SLAB L=60.00m
(6@10.00)

6 MNB202 Str.31/4 30+735 30+765 MNB River
RCC SOLID SLAB L=30.00m
(3@10.00)

MNB Str.38/2
 (Within MJB201)

37+345 37+435 MNB for main road
2xPC BOX GIRDER
L=90.00m(3@30.00)

MNB-203 Str.38/2 37+375 37+405 MNB for service road
RCC SOLID SLAB L=30.00m
(3@10.00)

8 MNB-204 Str.No.45/1 44+135 - BOX CULVERT River 3x5.00x2.50m, L=61.16m

Sec.3 9 MNB-301 Str.No.64/2 63+340 - BOX CULVERT POND 3x5.00x2.50m.L=59.60m

Sec.4 - - - - - - -

10 MNB501 Str.107/1 106+101 106+151 MNB Pond
RCC SOLID SLAB L=50.00m
(5@10.00)

11 MNB502 Str.111/1 110+261 110+311 MNB
Sirukundram
Tank

RCC SOLID SLAB L=50.00m
(5@10.00)

12 MNB503 Str.111/2 110+618 110+668 MNB
Sirukundram
Tank

RCC SOLID SLAB L=50.00m
(5@10.00)

13 MNB504 Str.116/2 115+266 115+296 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB L=30.00m
(3@10.00)

14 MNB505 Str.116/3 115+468 115+498 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB L=30.00m
(3@10.00)

15 MNB506 Str.119/1 118+028 118+058 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB
L=30.000m  (3@10.00)

16 MNB507 Str.119/3 118+510 118+530 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB
L=20.000m  (2@10.00)

17 MNB508 Str.120/5 119+931 119+981 MNB
Manamathi
Tank

RCC SOLID SLAB L=50.00m
(5@10.00)

18 MNB509 Str.122/2 121+403 121+423 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB
L=20.000m  (2@10.00)

19 MNB510 Str.122/4 121+953 122+003 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB L=50.00m
(5@10.00)

20 MNB511 Str.124/3 123+523 123+543 MNB Nalloh
RCC SOLID SLAB
L=20.000m  (2@10.00)

Sec.2

7

Sec.5

River

TYPE OF STRUCTURE

Sec.1

Sec. No.
STRUCTURE

CODE
CHAINAGE

STRUCTURE INTERSECTIONS
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(2) 計画基準及び設計条件 

DPR（Main Report：P7-1）より、計画される構造物は、下記の基準に準じている。 

・Indian Roads Congress（IRC） 
 ※IRC: 92-1985、IRC-18-2000、IRC: SP: 90-2012、IRC.gov.in.078.2014 他 
・MoRTH 

 

(3) 交差条件の確認 

MNB における交差物件は、に示したとおりである。以下、交差物件に対して桁下のクリアランスが確保

できているかを確認した結果を示す。本確認結果より、桁下のクリアランスは確保できており、かつ縦断線

形の決定根拠があり概ね問題ないものと判断した。 

表 6.4.11 桁下クリアランス及び縦断決定根拠の確認 

 

※No.1（MNB101）は、MJB101 の終点延伸によって削除となる予定。（詳細設計時に確認のこと。） 
※上表は橋梁に対しての確認であり、Culvert は含んでいない。 

出典：JICA 調査団 

  

1※ MNB101  Sta.No.3/2 Canal HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.5m程度) 〇
2 MNB103  Str.No.8/1 korttalaiyar River HFLに対してクリアランスが確保できている。(※2.0m程度) 〇

HFLに対してクリアランスが確保できている。(※2.5m程度)

橋梁前後の地形影響により縦断が決定している。 〇

6 MNB202 Str.31/4 River HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.0m程度) 〇
HFLに対し十分なクリアランスが確保できている。

前後のMJB・VUPにて縦断が決定されている。 〇
MNB-203 Str.38/2 SurviceRoad River HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.0m程度) 〇

HFLに対してクリアランスが確保できている。(※2.6m程度)

橋梁前後の地形影響により縦断が決定している。 〇

11 MNB502 Str.111/1 SirukundramTank HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.2m程度) 〇

12 MNB503 Str.111/2 SirukundramTank HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.5m程度) 〇

13 MNB504 Str.116/2 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.0m程度) 〇

14 MNB505 Str.116/3 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.2m程度) 〇

15 MNB506 Str.119/1 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.4m程度) 〇

16 MNB507 Str.119/3 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.0m程度) 〇

17 MNB508 Str.120/5 ManamathiTank HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.4m程度) 〇

18 MNB509 Str.122/2 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※2.0m程度) 〇

19 MNB510 Str.122/4 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.0m程度) 〇

20 MNB511 Str.124/3 Nalloh HFLに対してクリアランスが確保できている。(※1.2m程度) 〇

Sec.5

10 MNB501 Str.107/1 Pond

7
MNB Str.38/2
 (Within MJB201) MainRoad

River

Sec.1

Sec.2

5
MNB  Str.No.30/2
 (Within MJB202)

Kannigaipper Tank

Sec. No.
STRUCTURE

CODE
CROSS CLEARANCE

縦断
決定
根拠
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(4) 橋梁形式・構造の確認 

1）橋梁・支間長 
交差物件（河川、運河等）に対して、必要な橋長は確保されていると考えられる。また、橋梁の支間長

は、一部交差物件（河川）に対する制約で 30m、その他は 10m と、一般的なコンクリート橋にて適用可能

な支間長に設定されている。 

 河川、運河、池等の詳細な幅は報告書に記載はされていないため、Drawing に記載される地形

が正であるとの前提のもとで確認した限りでは、橋長の設定に大きな問題はないと判断する。ただ

し、支間長は非常に小さく設定されていることから、河川内の下部工基数が多いという観点からは、

詳細設計時に詳細検討の余地はあるものと考えられる（後述）。 

2）上部工形式 
橋梁の支間長は、交差物件に対する干渉回避を前提に、橋梁の支間長は、一部交差物件（河川）に

対する制約で 30m、その他は 10m と、一般的なコンクリート橋にて構成可能な支間長に設定されている。

CPRR における橋梁の上部工形式は、鋼橋よりも経済性にて有利であるコンクリート橋を基本に計画され、

その支間長はコンクリート橋で対応可能な小規模スパンを基本として設定されている。 

支間長 30m に対しては MJB と同様の PC 箱桁である。その他は支間長 10m で統一され、経済的な

RC 床版橋を採用したコンクリート形式での計画となっている。 

支間長を小さくすることで経済的な RC 床版の適用は可能となるが、河川内の橋脚設置基数が多くな

るため、下記の課題は生じるものと考えられる。 

 河川内の橋脚施工は、陸上部に対して掘削・施工に手間を要する。 

 河川管理の観点から、河川内の橋脚基数は極力少ない方が流下能力の確保に有利となる。 

 RC 中空床版等や連続桁の採用により支間長を伸ばすことで、上部工費用が向上しても橋脚基

数を減ずることで経済性に有利となる場合がある。 

DPR では、 小スパンと経済的な RC 床版橋での計画を基本として、詳細設計時に形式検討を含め

た橋梁計画の精度向上を図る方針であると認識している。ただし、河川内における橋脚基数の低減は河

川管理上重要であり、また経済性・施工性向上にも繋がると考えられることから、径間割と支間長の計画

には今後検討の余地があることをここで述べておく。 

表 6.4.12 MNB における採用形式と支間長の妥当性 

 

出典：JICA 調査団 
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3）下部工形式 
下部工形式は、張出式橋脚を基本として計画されている。特別な条件がない以上は、張出式橋脚及

び 1 本柱形式の橋脚を採用することは一般的で特に問題はないと考えられる。 

端部下部工は、河川に対して橋台形式にて計画がなされている。流水に対する護岸保護の観点より、

MNB のように端部下部工を橋台形式とすることは維持管理性にとっても効果的であると調査団は判断し

た。 

 

出典：DPR（Drawing：MNB101）に JICA 調査団追記 
図 6.4.11 MNB における端部下部工形式（橋台） 

 

4）基礎形式 
MNB の基礎形式は直接基礎または杭基礎（場所打ち杭φ1000）にて計画されている。レビュー実施

以降に追加提供された DPR にて、地盤条件、基礎形式・杭延長等の設定根拠が提示された。 

5）橋面舗装構造 
橋梁の舗装は、DPR においてコンクリート舗装で計画されている。主として現地施工における材料調

達の観点からの採用と思われるが、外環状道路でもアスファルト舗装が採用されており、前後の土工区

間はアスファルト舗装で計画されている。なお、施工済みの区間４の終点付近の橋梁はコンクリート舗装

を採用しており、整合性等にも考慮したうえ、本舗装構造を詳細設計で確認すること。 

 

出典：DPR（Drawing：MNB101）に JICA 調査団追記 
図 6.4.12 橋梁断面図（MNB101） 
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(5) DPR に対する助言及び提案 

1）河川橋における支間長の見直し 
前述のとおり、MNB の多くで支間長が 小スパンの 10m に設定されている。DPR では 小スパンと経

済的な RC 床版橋での計画を基本とし、詳細設計時に形式検討を含めた橋梁計画の精度向上を図る方

針であると認識しているが、下記の内容は詳細設計時に確実に検討・確認することを提案する。 

 支間長を大きくし、橋脚数を減することで経済性向上を図る検討の実施。 

 河川内の橋脚を減ずることでの流下能力、施工性向上を図る検討の実施。 

 河川管理者との橋梁計画内容の確認協議の実施。 

 

出典：DPR（Drawing：MNB501） 

図 6.4.13 河川内橋脚数が多い橋梁例（MNB501） ※橋長 L=50m, 支間 5@10m 
 

2）DPR 資料における不整合・修正必要箇所の指摘 
DPR 資料において不整合・修正必要箇所が確認された。調査団は構造物一覧表に指摘事項を整理

して HMPD へ提示した。構造物一覧表は添付資料-7 に示す。 

 

【区間 1】 

Str.No.8/1 の構造形式にて、Plan&Profile と Drawing（14518/E/MNB103/DD001 で相違がある。 

・Plan&Profile：Box Culvert 
・Drawing（14518/E/MNB103/DD001：Minor Bridge） 

 本位置は korttalaiyar River を渡河するため、橋梁形式が必要となる。したがって、Plan&Profile の

誤りと判断し、MNB を正とした修正を提案する。 

出典：Google Earth                                                                出典：Plan&Profile(14518/E/PP/DD-102)に JICA 調査団追記 

図 6.4.14 MNB103 架橋位置 
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3）その他 
の橋脚形状のとおり、上部工支点位置に対して下部工天端幅に余裕が設けられていない。構造物に

万一の想定外の外力（地震力等）が作用した場合にも、桁の逸脱などに対して安全性を確保するのが望

ましい。詳細設計時において、支承等の詳細を 終決定した際には、支承縁端距離の確保など、下部

工天端幅に対する検討を実施のこと。 

 

6.4.5 鉄道橋 (ROB) 

(1) 概要 

ROB は鉄道交差部において計画される橋梁であり、橋梁端部の下部工は鉄道用地外に位置し、用地

内は鉄道軌道を避けた位置で 小限の基数にて橋脚が計画されている。 

ROB は、以下の 3 箇所において計画されている。 

位置図を、ROB 諸元表をに示す。 

 ROB101 
区間 1（CPRR）において、Ch.9+750付近で鉄道と交差する跨線橋。構造物番号は Str.No.10/3である。 

 ROB102 
区間 1（TPP Link Road）において、Ch.3+378 付近で鉄道と交差する跨線橋。構造物番号は Str.No.4/2

である。ただし、TPP Link Road の南側（終点側（Ch.2+000～Ch.3+950））は線形変更に伴い、盛土から連

続高架構造に変更されたため、線形変更後では ROB はキャンセルされる。 

 ROB301 
区間 3（CPRR）において、Ch.55+438 付近で鉄道と交差する跨線橋。構造物番号は Str.No.56/3 であ

る。 
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出典：OpenStreetMap に JICA 調査団追記 

図 6.4.15 ROB 位置図 
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表 6.4.13 ROB 諸元表 

 

出典：JICA 調査団 

 

(2) 計画基準及び設計条件 

DPR（Main Report：P7-1）より、計画される構造物は、下記の基準に準じている。 

・Indian Roads Congress（IRC） 
※IRC: 92-1985、IRC-18-2000、IRC: SP: 90-2012、IRC.gov.in.078.2014 他 

・MoRTH 

(3) 交差条件の確認 

ROB において、鉄道軌道に対しての建築限界 H=6.525m を確保する形で桁下のクリアランスが計画

されている（3 橋共通）。建築限界については鉄道会社との協議により決定する項目であるが、DPR に

おいては協議履歴や建築限界の決定については明記されていない。よって、調査団は、鉄道の建築限

界について鉄道会社との協議を実施するよう提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：DPR（Drawing：ROB101）に JICA 調査団追記 

図 6.4.16 桁下クリアランス 
  

BP EP

Sec.1 1 ROB101 Str.No.10/3 9+681 9+819 ROB Railway Track
PC I-GIRDER+CONPOSIT STEEL
GIRDER L=138.00m
21.0+2@48.0+21.0)

Sec.1
TPP Link

2 ROB102 Str.No.4/2 3+307 3+449 ROB Railway Track
PC I-GIRDER+CONPOSIT STEEL
GIRDER L=142.00m
(21.0+30.0+40.0+30.0+21.0)

Sec.2 - - - - - - -

Sec.3 3 ROB301 Str.No.56/3 55+142.835 55+509.085 ROB Railway Track
COMPOSITE STEEL GIRDER
L=366.50m(8@30.00+22.00+52.50+2
2.00+30.00)

Sec.4 - - - - - - -

Sec.5 - - - - - - -

TYPE OF STRUCTURESec. No.
STRUCTURE

CODE

CHAINAGE
STRUCTURE INTERSECTIONS



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-102 

(4) 計画基準及び設計条件 

1）橋長・支間長 
交差物件（鉄道）に対して、用地境界を侵さない位置に端部下部工を配置した橋長で計画されている

と考えられる。また、鉄道用地境界内は軌道を避けた位置に、 小現の橋脚を配置し、結果、跨線橋の

支間長は 40～50m となっている。 

 鉄道用地境界外は他橋梁と同様のコンクリート橋での対応が可能な 小スパンにて支間長が設

定されていることから、橋梁計画（橋長、支間長）については大きな問題はないものと調査団は判

断した。 

 なお、本橋梁計画については、交差物件管理者である鉄道会社との協議の上で決定すべき項目

である旨を再度記述しておく。 

 斜角の小さな鋼橋の設計（対象橋梁：斜角 46°～56°）については、床版鈍角部の応力分布や、

各桁応力状態を考慮した格子計算など、伸縮装置等の付属物も含めて構造細部について十分

に検討のこと。また、極力斜角を大きく（理想は 60°以上)する線形調整も含めて、詳細設計時に

精査・検討のこと。 

 

出典：DPR（Drawing：ROB101）に JICA 調査団追記 
図 6.4.17 下部工配置（ROB101） 

2）上部工形式 
鉄道用地境界における橋梁の支間長は、軌道を避けた鉄道用地境界内での 小限の下部工配置を

目的として、支間長 40～50m で計画されている。本区間は支間長が大きいこと、また鉄道用地内での施

工の短縮性を目的として鋼橋が採用されている。CPRR で鋼橋が採用されているのは、鉄道用地内での

本 3 箇所の ROB のみである。 

上記区間以外の橋梁の上部工形式は、鋼橋よりも経済性にて有利であるコンクリート橋を基本に計画

され、その支間長はコンクリート橋で対応可能な小規模スパンを基本として設定されている。 

 鋼橋の採用橋種については、一般的な鋼版桁形式を採用しているため、特に問題はないと調査

団は判断した。（※鉄道協議によって桁高縮小等の要請があった場合は要検討。） 

表 6.4.14 ROB における採用形式と支間長の妥当性 

 

出典：JICA 調査団 
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3）下部工形式 
下部工形式は、3 柱式ラーメン橋脚が採用されている。I 桁の採用により橋脚梁の橋軸直角方向の幅

が大きいこと、列車通行時の視点確保等、本形式の採用は特に問題ないと判断する。 

なお、下部工の梁における、上部工地覆端部からの 1.0m の張出延長については、DPR に計画思想

が記載されておらず、設定方針が不明であった。 

 

出典：DPR（Drawing：ROB101）に JICA 調査団追記 
図 6.4.18 橋梁断面図（ROB101） 

4）基礎形式 
ROB の基礎形式は杭基礎（場所打ち杭φ1000）にて計画されている。レビュー実施以降に追加提供

された Design Report にて、地盤条件、基礎形式・杭延長等の設定根拠が提示された。 

5）橋面舗装構造 
DPR（Drawing）においては、橋梁上の舗装はコンクリート舗装にて計画されている。該当区間の橋梁

床版はコンクリートであること、また現地施工における材料調達の観点より、橋梁上のコンクリート舗装で

の計画は構造性及び施工性において特に問題ないものと判断した。 

6）補強土壁 
橋梁の舗装は、DPR においてコンクリート舗装で計画されている。主として現地施工における材料調

達の観点からの採用と思われるが、外環状道路でもアスファルト舗装が採用されており、前後の土工区

間はアスファルト舗装で計画されている。なお、施工済みの区間４の終点付近の橋梁はコンクリート舗装

を採用しており、整合性等にも考慮したうえ、本舗装構造を詳細設計で確認すること。 

表 6.4.15 補強土壁高さの確認結果 

 

出典：JICA 調査団 

(5) DPR に対する助言及び提案 

1）DPR 資料における不整合・修正必要箇所の指摘 
DPR 資料において不整合・修正必要箇所が確認された。調査団は構造物一覧表に指摘事項を整理し

て HMPD へ提示した。構造物一覧表は添付資料-7 に示す。 

  

構造物名称

9+230 9+681 10.50 ＜ 12.00

9+819 10+292 8.90 ＜ 12.00

3+040.3 3+307 10.60 ＜ 12.00

3+449 3+864.8 10.70 ＜ 12.00

54+781.505 55+142.835 9.30 ＜ 12.00

55+509.085 55+869.370 8.90 ＜ 12.00

※補強土壁の高さは、PDR（Dwrawing）を参照した。Drawing内に寸法のないものは図面読み取りしている。

補強土壁 大高さ（m)

Sec.1 ROB101

Sec. 測点

Sec.1
TPP Link

ROB102

Sec.3 ROB301
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6.4.6 アンダーパス（車両用および軽車両用） 

(1) 概要 

アンダーパスは、プロジェクト道路沿いにおける重要交差点やビルドアップ区間で計画されており、交

差する道路の利用区分（一般車両または軽量車両）により建築限界を区別した VUP と LVUP が計画され

ている。なお、アンダーパスの位置及びタイプは作業委員会で承認されていると記載されている。 
（※DPR Main Report、P7-15） 

表 6.4.16 VUP および LVUP 構造物リスト 

 
出典：JICA 調査団 

 

VUP LVUP BP EP

1 VUP101 Str.No.8/3 7+836.6 7+849.4 VUP Route 104 1xRCC Soild slab L=12.80m

2 VUP102 Str.No.12/1 11+265.6 11+278.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

3 VUP103 Str.No.13/1 12+303.6 12+316.4 VUP Route 56 1xRCC Soild slab L=12.80m

4 VUP104 Str.No.15/1 14+147.6 14+160.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 1 LVUP101 Str.No.18/1 17+080.6 17+093.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

5 VUP105 Str.No.19/4 18+961.6 18+974.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 2 LVUP101 Str.No. 3/2 2+295.6 2+308.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 3
LVUP (within ROB102)
Str.No. 4/1

3+025.6 3+038.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 4 LVUP Str.No.24/1 23+307.6 23+320.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 5 LVUP Str.No.25/2 24+484.6 24+495.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

6 - VUP201 Str.No.28/3 27+685.6 27+698.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

7 - VUP202 Str.No.33/4 32+855.6 32+868.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 6 LVUP203 Str.No.36/3 35+475.6 35+488.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

8 -
VUP Str.No.38/1
(Within MJB201)

37+215.200 37+240.800 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.6m(2@12.80)

9 - VUP203 Str.No.43/2 42+235.2 42+260.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

10 - VUP204 Str.No.48/2 47+259.2 47+28４.8 VUP Route 114 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

11 - VUP-301 Str.No.51/5 50+901.6 50+914.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

12 - VUP-302 Str.No.57/3 56+746.4 56+759.2 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

13 - VUP-303 Str.No.60/2 59+443.6 59+456.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

14 - VUP-304 Str.No.63/4 62+781.2 62+806.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m (2@12.80m)

- 7 LVUP-301 Str.No.65/1 64+956.6 64+969.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

15 - VUP-305 Str.No.70/2 69+762.2 69+787.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.6m(2@12.80)

16 - VUP-306 Str.No.72/3 71+569.6 71+582.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

17 - VUP VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

18 - VUP401 Str.No.79/1 78+187.2 78+212.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

19 - VUP402 Str.No.82/1 80+987.2 81+012.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

- 8 LVUP402 Str.No.83/1 82+748.6 82+761.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

20 - VUP403 Str.No.86/1 85+322.6 85+335.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 9 LVUP402 Str.No.87/1 86+651.6 86+664.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

21 - VUP404 Str.No.89/1 88+247.2 88+272.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

22 - VUP405 Str.No.90/1 89+586.2 89+611.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

23 - VUP406 Str.No.91/1 90+935.2 90+960.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

24 - VUP407 Str.No.93/1 92+646.2 92+671.8 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.60m(2@12.80m)

- 10 LVUP403 Str.No.94/1 93+612.6 93+625.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

25 - VUP408 Str.No.96/1 95+431.6 95+444.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

26 - VUP409 Str.No.100/1 99+831.6 99+844.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 11 LVUP501 Str.104/3 103+577.6 103+589.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 12 LVUP502 Str.107/2 106+771.6 106+784.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

27 - VUP50１ Str.109/4 108+920.6 108+933.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 13 LVUP503 Str.112/3 111+494.6 111+507.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

28 - VUP502 Str.115/1 114+010.8 114+037.2 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.6m(2@12.80)

- 14 LVUP504 Str.118/5 117+789.6 117+802.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

29 - VUP503 Str.120/1 119+256.6 119+269.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

- 15 LVUP505 Str.121/4 120+767.6 120+780.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

30 - VUP504 Str.123/2 122+355.8 122+382.2 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.6m(2@12.80)

- 16 LVUP506 Str.125/1 124+041.6 124+054.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

31 - VUP505 Str.126/2 125+475.6 125+488.4 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

32 - VUP506 Str.128/1 127+064.2 127+089.7 VUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=25.6m(2@12.80)

- 17 LVUP507 Str.128/4 127+864.6 127+877.4 LVUP Exting Road 1xRCC Soild slab L=12.80m

Sec.5

Sec.1
TPP Link

Sec.2

Sec.3

Sec.4

TYPE OF STRUCTURE
STRUCTURE

CODE
Sec.

Sec.1

around 75+020

No. CHAINAGE
STRUCTURE

INTER-
SECTIONS
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(2) 計画基準及び設計条件 

DPR（Main Report：P7-1）より、計画される構造物は、下記の基準に準じている。 

・Indian Roads Congress（IRC） 
※IRC: 92-1985、IRC-18-2000、IRC: SP: 90-2012、IRC-87:2013、IRC.gov.in.078.2014 他 

・MoRTH 

(3) 交差条件の確認 

DPR では、VUP 及び LVUP における交差道路に対して、以下に示す建築限界を確保することになっ

ている。 

 VUP ：建築限界 5.5m 

 LVUP：建築限界 4.0m 

表 6.4.17 建築限界の確保 

 

出典：DPR Main Report P7-15 に JICA 調査団追記 

  なお、LVUP の建築限界は、IRC-87:2013 における高さ 3.5m に対して、若干の余裕をもった数値に

て設定されている。（設定値：4.5m） 

表 6.4.18 Vertical clearance（IRC-87:2013 Page15） 

 

  出典：IRC-87:2013 Page15 に JICA 調査団追記 

 

調査団は、上記の建築限界について、各 VUP/LVUP が満足しているかの確認を行った。 

 結果、DPR で計画される VUP/LVUP は、建築限界を満足していることを確認した。 
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表 6.4.19 VUP/LVUP の建築限界レビュー結果 

 

出典：JICA 調査団 

 

構造物名称 タイプ

VUP101 Str.No.8/3 7+836.6 7+849.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP102 Str.No.12/1 11+265.6 11+278.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP103 Str.No.13/1 12+303.6 12+316.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP104 Str.No.15/1 14+147.6 14+160.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

LVUP101 Str.No.18/1 17+080.6 17+093.4 LVUP 5.12 ＞ 4.00 OK

VUP105 Str.No.19/4 18+961.6 18+974.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

LVUP101 Str.No. 3/2 2+295.6 2+308.4 LVUP 4.85 ＞ 4.00 OK

LVUP (within ROB102)Str.No. 4/1 3+025.6 3+038.4 LVUP 5.15 ＞ 4.00 OK

LVUP Str.No.24/1 23+307.6 23+320.4 LVUP 4.85 ＞ 4.00 OK

LVUP Str.No.25/2 24+484.6 24+495.4 LVUP 4.85 ＞ 4.00 OK

VUP201 Str.No.28/3 27+685.6 27+698.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP202 Str.No.33/4 32+855.6 32+868.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

LVUP203 Str.No.36/3 35+475.6 35+488.4 LVUP 4.84 ＞ 4.00 OK

VUP Str.No.38/1 (Within MJB201) 37+215.200 37+240.800 VUP 6.15 ＞ 5.50 OK

VUP203 Str.No.43/2 42+235.2 42+260.8 VUP 5.83 ＞ 5.50 OK

VUP204 Str.No.48/2 47+259.2 47+28４.8 VUP 6.03 ＞ 5.50 OK

VUP-301 Str.No.51/5 50+901.6 50+914.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP-302 Str.No.57/3 56+746.4 56+759.2 VUP 5.89 ＞ 5.50 OK

VUP-303 Str.No.60/2 59+443.6 59+456.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP-304 Str.No.63/4 62+781.2 62+806.8 VUP 5.83 ＞ 5.50 OK

VUP-305 Str.No.70/2 69+762.2 69+787.8 VUP 5.84 ＞ 5.50 OK

VUP-306 Str.No.72/3 71+569.6 71+582.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP401 Str.No.79/1 78+187.2 78+212.8 VUP 6.29 ＞ 5.50 OK

VUP402 Str.No.82/1 80+987.2 81+012.8 VUP 6.65 ＞ 5.50 OK

LVUP402 Str.No.83/1 82+748.6 82+761.4 LVUP 5.21 ＞ 4.00 OK

VUP403 Str.No.86/1 85+322.6 85+335.4 VUP 6.61 ＞ 5.50 OK

LVUP402 Str.No.87/1 86+651.6 86+664.4 LVUP 5.64 ＞ 4.00 OK

VUP404 Str.No.89/1 88+247.2 88+272.8 VUP 6.23 ＞ 5.50 OK

VUP405 Str.No.90/1 89+586.2 89+611.8 VUP 6.25 ＞ 5.50 OK

VUP406 Str.No.91/1 90+935.2 90+960.8 VUP 5.97 ＞ 5.50 OK

VUP407 Str.No.93/1 92+646.2 92+671.8 VUP 6.07 ＞ 5.50 OK

LVUP403 Str.No.94/1 93+612.6 93+625.4 LVUP 5.46 ＞ 4.00 OK

VUP408 Str.No.96/1 95+431.6 95+444.4 VUP 6.66 ＞ 5.50 OK

VUP409 Str.No.100/1 99+831.6 99+844.4 VUP 6.70 ＞ 5.50 OK

LVUP501 Str.104/3 103+577.6 103+589.4 LVUP 4.83 ＞ 4.00 OK

LVUP502 Str.107/2 106+771.6 106+784.4 LVUP 6.33 ＞ 4.00 OK

VUP50１ Str.109/4 108+920.6 108+933.4 VUP 7.42 ＞ 5.50 OK

LVUP503 Str.112/3 111+494.6 111+507.4 LVUP 4.87 ＞ 4.00 OK

VUP502 Str.115/1 114+010.8 114+037.2 VUP 5.86 ＞ 5.50 OK

LVUP504 Str.118/5 117+789.6 117+802.4 LVUP 4.85 ＞ 4.00 OK

VUP503 Str.120/1 119+256.6 119+269.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

LVUP505 Str.121/4 120+767.6 120+780.4 LVUP 4.85 ＞ 4.00 OK

VUP504 Str.123/2 122+355.8 122+382.2 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

LVUP506 Str.125/1 124+041.6 124+054.4 LVUP 4.85 ＞ 4.00 OK

VUP505 Str.126/2 125+475.6 125+488.4 VUP 5.85 ＞ 5.50 OK

VUP506 Str.128/1 127+064.2 127+089.7 VUP 5.84 ＞ 5.50 OK

LVUP507 Str.128/4 127+864.6 127+877.4 LVUP 4.86 ＞ 4.00 OK

※桁下余裕は、Drawingにおける路面標高と交差道路路面高の差に対して、橋梁の横断勾配2.5%、推定桁高1.0mを考慮。

Sec.

CPRR

TPP-
LINK

2

1

測点 建築限界

3

4

5
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(4) 橋梁形式・構造の確認 

1）橋長・支間長 
交差物件（河川、運河、国道等）に対して、必要な橋長が確保されていると考えられる。また、橋梁の

支間長は、12.8m を基本としたコンクリート橋にて構成可能な支間長に設定されている。 

 橋梁計画（橋長、支間長）については大きな問題はないものと調査団は判断した。 

2）上部工形式 
橋梁の支間長は、交差物件に対する干渉回避を前提に、12.8m を基本とした 1 スパンあるいは 2 スパ

ンで計画されている。CPRR における橋梁の上部工形式は、鋼橋よりも経済性にて有利であるコンクリー

ト橋を基本に計画され、その支間長はコンクリート橋で対応可能な小規模スパンを基本として設定されて

いる。 

 コンクリート橋の採用について、特殊な形式を採用している箇所はないため、上部工形式につい

て特に問題はないと調査団は判断した。 

表 6.4.20 VUP/LVUP における採用形式と支間長の妥当性 

出典：JICA 調査団 

 

3）下部工形式 
DPR に本橋の断面図が記載されていないが、橋梁前後が補強土壁で構成されていること、陸上部に

位置していることから、下部工形式はインドにて実績の多い混合橋脚（橋脚形式と補強土壁との組み合

わせ）と想定される。 

 本形式の採用については、特に問題はないと判断する。 

4）基礎形式 
VUP 及び LVUP の基礎形式は杭基礎あるいは直接基礎にて計画されている。レビュー実施以降に追

加提供された Design Report にて、地盤条件、基礎形式・杭延長等の設定根拠が提示された。 

5）橋面舗装構造 
橋梁の舗装は、DPR においてコンクリート舗装で計画されている。主として現地施工における材料調達

の観点からの採用と思われるが、外環状道路でもアスファルト舗装が採用されており、前後の土工区間

はアスファルト舗装で計画されている。なお、施工済みの区間４の終点付近の橋梁はコンクリート舗装を

採用しており、整合性等にも考慮したうえ、本舗装構造を詳細設計で確認すること。 
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6）補強土壁 
CPRR における橋梁前後で計画されている補強土壁の高さは総じて大きい傾向にあるが、補強土壁の

高さを大きくすることで橋梁規模（橋長）を低減させる目的があると想定する。なお、一般的な実績・経験

的基準高は 大 12m と言われるが、CPRR で計画される補強土壁高さがこれを超過していないかのオー

ダーの確認を行った。 

 結果、基準高（12m）を超過する補強土壁はないため、本補強土壁区間の設定は概ね妥当である

ものと判断した。 

 

表 6.4.21 補強土壁高さの確認結果（1/2） 

 
出典：JICA 調査団 

  

構造物名称

7+528 7+834.7 8.10 ＜ 12.00
7+851.3 8+161 8.10 ＜ 12.00
10+960 11+263.7 8.10 ＜ 12.00
11+280.3 11+595 8.10 ＜ 12.00
11+978 12+301.7 7.90 ＜ 12.00
12+318.3 12+635 7.90 ＜ 12.00
13+778 14+145.7 8.10 ＜ 12.00
14+162.3 14+501 8.10 ＜ 12.00
16+797 17+078.7 7.40 ＜ 12.00
17+095.3 17+379 7.40 ＜ 12.00
18+618 18+959.7 8.10 ＜ 12.00
18+976.3 19+256 8.10 ＜ 12.00
2+070 2+293.7 7.30 ＜ 12.00
2+310.3 2+590 7.30 ＜ 12.00

LVUP
 (within ROB102)

2+834.5 3+023.7 7.40 ＜ 12.00

23+097 23+306 7.10 ＜ 12.00
23+322.3 23+566 7.10 ＜ 12.00
24+207 24+482.7 7.10 ＜ 12.00
24+499.3 24+816 7.10 ＜ 12.00
27+376 27+683.7 8.10 ＜ 12.00
27+700.3 28+008 8.10 ＜ 12.00
32+480 32+853.7 8.10 ＜ 12.00
32+870 33+147 8.10 ＜ 12.00
35+264 35+473.4 7.10 ＜ 12.00
35+490.3 35+716 7.10 ＜ 12.00
41+960 42+233.3 8.10 ＜ 12.00
42+262.7 42+535.0 8.10 ＜ 12.00
46+951 47+257.3 8.50 ＜ 12.00
47+286.7 47+557 8.30 ＜ 12.00
50+574 50+899.7 9.70 ＜ 12.00
50+916.3 51+218 9.40 ＜ 12.00
56+423 56+744.5 8.10 ＜ 12.00
56+761.1 57+126 8.10 ＜ 12.00
59+072 59+441.7 8.10 ＜ 12.00
59+458.3 59+711 8.10 ＜ 12.00
62+525 62+779.8 8.10 ＜ 12.00
62+809.9 63+091 8.10 ＜ 12.00
64+684 64+954.7 7.00 ＜ 12.00
64+971.3 65+316 7.00 ＜ 12.00
69+300 69+760.3 8.10 ＜ 12.00
69+789.7 70+133 8.10 ＜ 12.00
71+235 71+567.7 8.10 ＜ 12.00
71+584.3 71+875 8.10 ＜ 12.00

※補強土壁の高さは、PDR（Dwrawing）を参照した。Drawing内に寸法のないものは図面読み取りしている。

VUP-305 Str.No.70/2

VUP-306 Str.No.72/3

Sec.3

VUP204 Str.No.48/2

Sec.2

VUP-301 Str.No.51/5

VUP-302 Str.No.57/3

VUP-303 Str.No.60/2

VUP-304 Str.No.63/4

LVUP-301 Str.No.65/1

LVUP Str.No.25/2

VUP201 Str.No.28/3

VUP202 Str.No.33/4

LVUP203 Str.No.36/3

VUP203 Str.No.43/2

LVUP101 Str.No. 3/2
Sec.1

TPP Link

LVUP Str.No.24/1

Sec.1

VUP101 Str.No.8/3

VUP102 Str.No.12/1

VUP103 Str.No.13/1

VUP104 Str.No.15/1

LVUP101 Str.No.18/1

VUP105 Str.No.19/4

Sec. 測点 補強土壁 大高さ（m)
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表 6.4.22 補強土壁高さの確認結果（2/2） 

 
出典：JICA 調査団 

  

構造物名称

77+916 78+185.3 8.50 ＜ 12.00
78+214.7 78+600 8.90 ＜ 12.00
80+505 80+985.3 8.40 ＜ 12.00
81+014.7 81+286 8.70 ＜ 12.00
82+359 82+746.7 7.80 ＜ 12.00
82+763.3 83+175 8.10 ＜ 12.00
84+953 85+320.7 9.00 ＜ 12.00
85+337.3 85+643 8.90 ＜ 12.00
86+144 86+649.7 8.70 ＜ 12.00
86+666.3 86+910 7.70 ＜ 12.00
87+800 88+245.3 8.50 ＜ 12.00
88+274.7 88+557 9.10 ＜ 12.00
89+273 89+584.3 8.70 ＜ 12.00
89+613.7 89+909 8.40 ＜ 12.00
90+684 90+933.3 8.20 ＜ 12.00
90+962.7 91+381 8.90 ＜ 12.00
92+314 92+644.3 8.50 ＜ 12.00
92+673.7 93+074 8.90 ＜ 12.00
93+336 93+610.7 8.00 ＜ 12.00
93+627.3 93+882 7.50 ＜ 12.00
94+992 95+429.7 9.60 ＜ 12.00
95+446.3 95+864 8.80 ＜ 12.00
99+495 99+829.7 8.60 ＜ 12.00
99+846.3 100+176 8.70 ＜ 12.00
103+330 103+574.7 7.10 ＜ 12.00
103+591.3 103+854 7.10 ＜ 12.00
106+362 106+769.7 8.30 ＜ 12.00
106+786.3 107+091 8.60 ＜ 12.00
108+608 108+908.7 8.10 ＜ 12.00
108+935.3 109+265 8.10 ＜ 12.00
111+182 111+492.7 6.70 ＜ 12.00
111+509.3 111+870 7.10 ＜ 12.00
113+815 114+008.9 7.30 ＜ 12.00
114+039.1 114+356 8.10 ＜ 12.00
117+510 117+787.7 7.10 ＜ 12.00
117+804.3 118+018 7.10 ＜ 12.00
118+929 119+254.7 8.10 ＜ 12.00
119+271.3 119+550 8.10 ＜ 12.00
120+528 120+755.7 7.10 ＜ 12.00
120+782.3 121+141 8.10 ＜ 12.00
122+083 122+353.9 8.10 ＜ 12.00
122+384.1 122+698 8.10 ＜ 12.00
123+820 124+039.7 7.10 ＜ 12.00
124+056.3 124+296 7.10 ＜ 12.00
125+183 125+473.7 8.10 ＜ 12.00
125+490.3 125+754 8.10 ＜ 12.00
126+770 127+062.3 8.10 ＜ 12.00
127+091.7 127+345 8.10 ＜ 12.00
127+658 127+862.7 7.10 ＜ 12.00
127+879.3 128+112 7.10 ＜ 12.00

※補強土壁の高さは、PDR（Dwrawing）を参照した。Drawing内に寸法のないものは図面読み取りしている。

測点Sec. 補強土壁 大高さ（m)

LVUP507 Str.128/4

Sec.5

LVUP505 Str.121/4

VUP504 Str.123/2

LVUP506 Str.125/1

VUP505 Str.126/2

VUP506 Str.128/1

VUP50１ Str.109/4

LVUP503 Str.112/3

VUP502 Str.115/1

LVUP504 Str.118/5

VUP503 Str.120/1

VUP408 Str.No.96/1

VUP409 Str.No.100/1

Sec.4

LVUP501 Str.104/3

LVUP502 Str.107/2

VUP404 Str.No.89/1

VUP405 Str.No.90/1

VUP406 Str.No.91/1

VUP407 Str.No.93/1

LVUP403 Str.No.94/1

VUP401 Str.No.79/1

VUP402 Str.No.82/1

LVUP402 Str.No.83/1

VUP403 Str.No.86/1

LVUP402 Str.No.87/1
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(5) DPR に対する助言及び提案 

1）外環状道路における VUP の構造形式例 
DPR（Drawing）では、VUP 前後の補強土壁構造について詳細図は記載されていないが、他橋梁

（MNB・ROB・Interchange 等）と同様のテールアルメ構造の表示がなされている。補強土壁の高さは総じ

て大きいため、本テールアルメ構造の適用については問題ないと考えられるが、施工済み及び施工中の

外環状道路においては、簡易的なブロック壁（石積構造）を用いている箇所も多々見受けられる。本構造

は、ある程度高さを抑えた（土圧や地震時による影響がない）箇所への適用等、条件に制約はあると想定

されるが、このような簡易的な壁構造の実績がインド国内ではあることをここに記載しておく。 

あわせて、外環状道路では、VUP は橋梁形式ではなく BOX 形式で施工されており、橋梁規模が小さ

ければ BOX 形式を採用して支承や遊間部の伸縮装置を省略、維持管理性を向上させる効果があると

考える。 

現時点では、DPR 計画のとおり、橋梁形式・テールアルメ構造を採用することに大きな問題はないと判

断するが、詳細設計時には地形他の設計諸条件を踏まえ、必要に応じて形式の検討を行うのがよいと考

える。 

出典：JICA 調査団 
図 6.4.19 外環状道路における VUP 形式（ボックス、ブロック壁の採用） 

 
2）DPR 資料における不整合・修正必要箇所の指摘 

DPR 資料において不整合・修正必要箇所が確認されたため、調査団は構造物一覧表に指摘事項を

整理して提示した。以下に主要箇所の指摘内容を記載する。その他箇所に対する指摘事項は、添付資

料-7「構造物リスト」内の COMMENTS 欄に記した。 

【区間 2】 

Plan&Profile に記載されている VUP（Str.30/1）には MJB が計画されており、本箇所の VUP は不要で

あると考えられる。本計画を確認のうえ、修正を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

出典：DPR Plan&Profile(14518/E/PP/DD209)、Drawing（14518/E/MJB202/DD001：SH-1 OF 3）に JICA 調査団追記 

図 6.4.20 Plan&Profile に示される VUP 
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【区間 3】 
CPRR と交差する道路に対して、VUP が計画されていない（75+020 付近）。本箇所に VUP が必要と考

えられることから、計画を確認のうえ、追加計画を提案する。 

 

出典：DPR Plan&Profile(14518/E/PP/DD329)に JICA 調査団追記 
図 6.4.21 交差道路位置（区間 3 Ch.70+020 付近） 

 

6.4.7 ボックスカルバート（BC） 

(1) 概要 

水路としての役割を果たすコンクリート構造物として、カルバートが計画されている。カルバートは、箱

型断面（Box Culvert）と円形断面（Pipe Culvert）の 2 種類に大別される。  なお、カルバート内部の流水

量・水位の根拠が不明であり、ここではそれらの検証は行っていない。 

  

  

出典：JICA 調査団 
図 6.4.22 Box Culvert（外環状道路） 
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表 6.4.23 Box Culvert 構造物リスト（1/6） 

 

出典：JICA 調査団 

 

BOX PIPE

1※ - BC-Str.No.2/1 1+400 BOX CULVERT 1 x 2.0 × 2.0 m, L=40.50m

2 - BC-Str.No.2/2 1+650 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=40.50m

3 - BC-Str.No.2/3 1+820 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=40.50m

4 - BC-Str.No.3/1 2+080 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=40.50m

5 - BC-Str.No.3/3 2+750 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=40.50m

6 - BC-Str.No.4/1 3+020 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=40.50m

7 - BC-Str.No.4/2 3+280 BOX CULVERT 1 x 2.0 × 2.0 m, L=40.50m

8 - BC-Str.No.4/3 3+540 BOX CULVERT 1 x 2.0 × 2.0 m, L=40.50m

9 - BC-Str.No.4/4 3+780 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=40.50m

10 - BC-Str.No.5/1 4+010 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=40.50m

11 - BC-Str.No.5/2 4+240 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=40.50m

12 - BC-Str.No.5/3 4+490 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=40.50m

13 - BC-Str.No.5/4 4+710 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=40.50m

14 - BC-Str.No.5/5 4+950 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=40.50m

15 - BC-Str.No.6/1 5+230 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=40.50m

16 - BC-Str.No.6/2 5+542 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=40.50m

17 - BC-Str.No.6/3 5+788 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=40.50m

18 - BC-Str.No.7/1 6+048 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=40.50m

19 - BC-Str.No.7/1 6+500 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=40.50m

20 - BC-Str.No.7/1 6+800 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=40.50m

21 - BC-Str.No.8/2 7+578 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=59.04m

22 - BC-Str.No.9/1 8+250 BOX CULVERT 2 @ 3 × 2 m, L=46.50m

23 - BC-Str.No.9/2 8+550 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

24 - BC-Str.No.9/3 8+758 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

25 - BC-Str.No.10/1 9+038 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=46.50m

26 - BC-Str.No.10/2 9+318 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=50.55m

27 - BC-Str.No.11/1 10+310 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

28 - BC-Str.No.11/2 10+588 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

29 - BC-Str.No.11/3 10+888 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

30 - BC-Str.No.12/2 11+350 BOX CULVERT 1 x 3 × 1.5 m, L=71.49m

31 - BC-Str.No.12/3 11+698 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

32 - BC-Str.No.12/4 11+968 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=50.55m

33 - BC-Str.No.13/2 12+700 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

34 - BC-Str.No.13/3 12+900 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

35 - BC-Str.No.14/1 13+315 BOX CULVERT 1 x 2.5 × 2.5 m, L=49.49m

36 - BC-Str.No.14/2 13+638 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

37 - BC-Str.No.15/2 14+510 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=50.55m

38 - BC-Str.No.15/3 14+778 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

39 - BC-Str.No.15/4 14+928 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

40 - BC-Str.No.16/1 15+158 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

41 - BC-Str.No.16/2 15+418 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

42 - BC-Str.No.16/3 15+778 BOX CULVERT 1 x 2 × 2 m, L=46.50m

43 - BC-Str.No.17/1 16+288 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

44 - BC-Str.No.17/2 16+508 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

45 - BC-Str.No.17/3 16+778 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=46.50m

46 - BC-Str.No.18/2 17+200 BOX CULVERT 1 x 1.5 × 1.5 m, L=71.49m

- 1 PC-Str.18/3 17+440 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 2 PC-Str.18/4 17+670 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 3 PC-Str.18/5 17+900 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 4 PC-Str.19/1 18+130 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 5 PC-Str.19/2 18+360 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 6 PC-Str.19/3 18+590 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 7 PC-Str.20/1 19+360 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 8 PC-Str.20/2 19+560 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 9 PC-Str.20/3 19+810 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 10 PC-Str.20/4 19+960 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ, L＝46.50m

- 11 PC Str.21/1 20+160 PIPE CULVRET 1 x 1.2 m φ L=46.50m

- 12 PC Str.22/1 21+451 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

TYPE OF STRUCTURESec.
No. STRUCTURE

CODE
STRUCTURECHAINAGE

Sec.1
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表 6.4.24 Box Culvert 構造物リスト（2/6） 

 

出典：JICA 調査団 

  

BOX PIPE

47 - BC-Str.No.1/1 0+625 BOX CULVERT 1 x 2.50 x 2.50m, L=46.50m

48 - BC-Str.No.1/2 0+752 BOX CULVERT 1 x 2.50 x 2.50m, L=46.50m

49 - BC-Str.No.2/1 1+070 BOX CULVERT 1 x 2.50 x 2.50m, L=46.50m

50 - BC-Str.No.2/2 1+260 BOX CULVERT 1 x 1.50 x 1.50m, L=46.50m

- 13 PC-Str.No.2/3 1+445 PIPE CULVERT 1.20m φ,L=46.50m

- 14 PC-Str.No.2/4 1+685 PIPE CULVERT 1.20m φ,L=46.50m

51 - BC-Str.No.3/3 2+775 BOX CULVERT 1 x 2.00 x 2.00m, L=46.50m

52 - BC-Str.No.3/4 2+925 BOX CULVERT 1 x 2.50 x 2.50m, L=46.50m

53 - BC-Str.No.1/5 4+100 BOX CULVERT 1 x 1.50 x 1.50m, L=46.50m

- 15 PC Str.22/2 21+652 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 16 PC Str.23/1 22+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 17 PC Str.23/2 22+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 18 PC Str.23/3 22+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 19 PC Str.23/4 22+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 20 PC Str.23/5 22+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

54 - BC-Str.No.24/2 23+623 BOX CULVERT 2@3.00x2.00m, L=54.00m

- 21 PC-Str.No.24/3 23+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 22 PC-Str.No.25/1 24+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 23 PC-Str.No.25/3 24+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 24 PC-Str.No.26/1 25+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 25 PC-Str.No.26/2 25+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 26 PC-Str.No.26/3 25+520 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 27 PC-Str.No.26/4 25+780 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 28 PC-Str.No.26/5 25+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 29 PC-Str.No.27/1 26+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 30 PC-Str.No.27/2 26+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 31 PC-Str.No.27/4 26+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 32 PC-Str.No.27/5 26+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 33 PC-Str.No.28/1 27+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 34 PC-Str.No.28/2 27+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 35 PC-Str.No.29/1 28+040 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 36 PC-Str.No.29/2 28+290 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 37 PC-Str.No.29/3 28+453 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 38 PC-Str.No.29/4 28+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 39 PC-Str.No.30/4 29+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 40 PC-Str.No.30/5 29+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 41 PC-Str.No.30/6 29+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 42 PC-Str.No.31/1 30+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

55 - BC-Str.No.31/2 30+398 BOX CULVERT 1.5x1.5m, L=63.00m

56 - BC-Str.No.31/3 30+483 BOX CULVERT 1.5x1.5m, L=63.00m

- 43 PC-Str.No.32/1 31+270 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 44 PC-Str.No.32/2 31+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 45 PC-Str.No.32/3 31+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 46 PC-Str.No.32/4 31+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 47 PC-Str.No.33/1 32+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 48 PC-Str.No.33/2 32+403 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

57 - BC-Str.No.33/3 32+648 BOX CULVERT 1.5x1.5m, L=63.00m

- 49 PC-Str.No.34/1 33+303 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 50 PC-Str.No.34/2 33+503 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 51 PC-Str.No.34/3 33+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 52 PC-Str.No.34/4 33+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

58 - BC-Str.No.35/1 34+133 BOX CULVERT 1.5x1.5m, L=54.00m

59 - BC-Str.No.35/2 34+393 BOX CULVERT 2@3.0x2.0m, L=63.00m

- 53 PC-Str.No.35/3 34+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 54 PC-Str.No.35/4 34+770 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 55 PC-Str.No.36/1 35+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 56 PC-Str.No.36/2 35+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 57 PC-Str.No.36/4 35+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

Sec.2
(2/1)

Sec.1
TPP Link

STRUCTURE TYPE OF STRUCTURESec.
No.

CHAINAGE
STRUCTURE

CODE
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表 6.4.25 Box Culvert 構造物リスト（3/6） 

 

出典：JICA 調査団 

BOX PIPE

- 58 PC-Str.No.36/5 35+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

60 - BC-Str.No.37/1 36+153 BOX CULVERT 2@3.0x2.0m, L=63.00m

- 59 PC-Str.No.37/2 36+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 60 PC-Str.No.37/3 36+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 61 PC-Str.No.38/3 37+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 62 PC-Str.No.39/1 38+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 63 PC-Str.No.39/2 38+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 64 PC-Str.No.39/3 38+453 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 65 PC-Str.No.39/4 38+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 66 PC-Str.No.39/5 38+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 67 PC-Str.No.40/1 39+003 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

61 - BC-Str.No.40/2 39+219 BOX CULVERT 1 x 1.50x1.50m, L=57.45m

62 - BC-Str.No.40/3 39+486 BOX CULVERT 1 x 1.50x1.50m, L=57.45m

- 68 PC-Str.No.40/4 39+703 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 69 PC-Str.No.40/5 39+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 70 PC-Str.No.41/1 40+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 71 PC-Str.No.41/2 40+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 72 PC-Str.No.41/3 40+420 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 73 PC-Str.No.41/4 40+680 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 74 PC-Str.No.41/5 40+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

63 - BC-Str.No.42/1 41+132 BOX CULVERT 1 x 2.0x2.0m, L=76.365m

64 - BC-Str.No.42/2 41+573 BOX CULVERT 2 x 3.00x2.00m, L=54.00m

- 75 PC-Str.No.42/3 41+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 76 PC-Str.No.42/4 41+943 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

65 - BC-Str.No.43/1 42+103 BOX CULVERT 1 x 1.50x1.50m, L=54.0m

- 77 PC-Str.No.43/3 42+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 78 PC-Str.No.43/4 42+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 79 PC-Str.No.43/5 42+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 80 PC-Str.No.44/1 43+130 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 81 PC-Str.No.44/2 43+370 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 82 PC-Str.No.44/3 43+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 83 PC-Str.No.44/4 43+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 84 PC-Str.No.44/5 43+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 85 PC-Str.No.45/2 44+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 86 PC-Str.No.45/3 44+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 87 PC-Str.No.45/4 44+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 88 PC-Str.No.45/5 44+933 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 89 PC-Str.No.46/1 45+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 90 PC-Str.No.46/2 45+510 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 91 PC-Str.No.46/3 45+800 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 92 PC-Str.No.46/4 45+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 93 PC-Str.No.47/1 46+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 94 PC-Str.No.47/2 46+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 95 PC-Str.No.47/3 46+523 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 96 PC-Str.No.47/4 46+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 97 PC-Str.No.47/5 46+883 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

66 - BC-Str.No.48/1 47+013 BOX CULVERT 1 x 2.00x2.00m, L=54.00m

67 - BC-Str.No.48/3 47+593 BOX CULVERT 1x2.50x2.50m, L=54.00m

68 - BC-Str.No.48/4 47+803 BOX CULVERT 2x3.00x2.00m, L=54.00m

- 98 PC-Str.No.49/1 48+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 99 PC-Str.No.49/2 48+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 100 PC-Str.No.49/3 48+470 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 101 PC-Str.No.49/4 48+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 102 PC-Str.No.49/5 48+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 103 PC-Str.No.50/1 49+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 104 PC-Str.No.50/2 49+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 105 PC-Str.No.50/3 49+420 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 106 PC-Str.No.50/4 49+680 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 107 PC-Str.No.50/5 49+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

Sec.
STRUCTURE

CODE
CHAINAGE

Sec.2
(2/2)

Sec.3
(3/1)

No.
STRUCTURE TYPE OF STRUCTURE



インド国チェンナイ周辺環状道路建設事業準備調査 
準備調査報告書 第 1 巻 

6-115 

表 6.4.26 Box Culvert 構造物リスト（4/6） 

 

出典：JICA 調査団 

BOX PIPE

- 108 PC-Str.No.51/1 50+003 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

69 - BC-Str.No.51/2 50+213 BOX CULVERT 1x2.50x2.50m, L=54.00m

- 109 PC-Str.No.51/3 50+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 110 PC-Str.No.51/4 50+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 111 PC-Str.No.52/1 51+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

70 - BC-Str.No.52/2 51+611 BOX CULVERT 2x3.00x2.00m, L=54.00m

- 112 PC-Str.No.52/3 51+803 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 113 PC-Str.No.52/4 51+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 114 PC-Str.No.53/1 52+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 115 PC-Str.No.53/2 52+280 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

71 - BC-Str.No.53/3 52+678 BOX CULVERT 1x2.50x2.50m, L=54.00m

- 116 PC-Str.No.53/4 52+853 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 117 PC-Str.No.54/1 53+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 118 PC-Str.No.54/2 53+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

72 - BC-Str.No.54/3 53+393 BOX CULVERT 1x2.50x2.50m, L=59.58m

73 - BC-Str.No.54/4 53+518 BOX CULVERT 1x2.50x2.50m, L=54.00m

- 119 PC-Str.No.56/1 55+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

74 - BC-Str.No.56/2 55+303 BOX CULVERT 1x3.00x1.50m, L=54.00m

- 120 PC-Str.No.56/4 55+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 121 PC-Str.No.56/5 55+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 122 PC-Str.No.57/1 56+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

75 - BC-Str.No.57/2 56+553 BOX CULVERT 1x2.00x2.00m, L=54.00m

- 123 PC-Str.No.58/1 57+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 124 PC-Str.No.58/2 57+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 125 PC-Str.No.59/1 58+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

76 - BC-Str.No.59/2 58+303 BOX CULVERT 2x3.00x2.00m, L=54.00m

- 126 PC-Str.No.59/3 58+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 127 PC-Str.No.59/4 58+890 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 128 PC-Str.No.60/1 59+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 129 PC-Str.No.60/3 59+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 130 PC-Str.No.60/4 59+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 131 PC-Str.No.61/1 60+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 132 PC-Str.No.61/2 60+353 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 133 PC-Str.No.61/3 60+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 134 PC-Str.No.61/4 60+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 135 PC-Str.No.61/5 60+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 136 PC-Str.No.62/1 61+120 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 137 PC-Str.No.62/2 61+380 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 138 PC-Str.No.62/3 61+553 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 139 PC-Str.No.62/4 61+753 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 140 PC-Str.No.62/5 61+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 141 PC-Str.No.63/1 62+153 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

77 - BC-Str.No.63/2 62+338 BOX CULVERT 1x2.50x2.50m, L=54.00m

78 - BC-Str.No.63/3 62+717 BOX CULVERT 1x1.50x1.50m, L=54.00m

79 - BC-Str.No.63/5 62+890 BOX CULVERT 1x3.00x2.00m, L=54.00m

- 142 PC-Str.No.64/1 63+053 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

80 - BC-Str.No.66/1 65+038 BOX CULVERT 1x2.00x2.00m, L=54.00m

81 - BC-Str.No.66/2 65+133 BOX CULVERT 2x3.00x2.00m, L=54.00m

- 143 PC-Str.No.67/1 66+503 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 144 PC-Str.No.70/1 69+503 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ L=54.00m

- 145 PC-Str.No.71/1 70+143 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ L=54.00m

- 146 PC-Str.No.71/2 70+455 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ L=54.00m

- 147 PC-Str.No.72/1 71+053 PIPE CULVERT 1 x 1.2 m φ L=54.00m

- 148 PC-Str.No.72/2 71+253 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 149 PC-Str.No.72/4 71+953 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 150 PC-Str.No.73/1 72+163 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

82 - BC-Str.No.73/2 72+298 BOX CULVERT 1 x 3.00m x 1.50m

- 151 PC-Str.No.73/3 72+503 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

83 - BC-Str.No.73/4 72+718 BOX CULVERT 2 x 3.00m x 2.00m, L=54.00m

CHAINAGE
No. STRUCTURE

CODE
STRUCTURE TYPE OF STRUCTURE

Sec.3
(3/2)

Sec.
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表 6.4.27 Box Culvert 構造物リスト（5/6） 

 

出典：JICA 調査団 

BOX PIPE

- 152 PC-Str.No.73/5 72+903 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 153 PC-Str.No.74/1 73+183 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 154 PC-Str.No.74/2 73+453 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

84 - BC-Str.No.74/3 73+583 BOX CULVERT 2 x 2.00m x 2.00m, L=54.00m

- 155 PC-Str.No.74/4 73+803 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=76.36m

- 156 PC-Str.No.75/1 74+003 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

85 - BC-Str.No.75/2 74+190 BOX CULVERT 1 x 2.50m x 2.50m, L=54.00m

- 157 PC-Str.No.75/3 74+403 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

- 158 PC-Str.No.75/4 74+653 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m

86 - BC-Str.No.75/5 74+843 BOX CULVERT 1 x 2.00m x 2.00m, L=54.00m

Sec.4 - - - - - -
- 159 PC-Str.103/1 102+506 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ L=54.00m
- 160 PC-Str.104/1 103+156 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

87 - PC-Str.104/2 103+356 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
- 161 PC-Str.104/4 103+956 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

88 - BC-Str.No.105/1 104+336 BOX CULVERT 2.5 × 2.5 m, L=54.0m
- 162 PC-Str.105/2 104+556 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 163 PC-Str.105/3 104+756 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 164 PC-Str.106/1 105+006 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 165 PC-Str.106/2 105+256 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 166 PC-Str.106/3 105+506 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 167 PC-Str.106/4 105+756 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 168 PC-Str.108/1 107+256 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 169 PC-Str.108/2 107+456 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 170 PC-Str.108/3 107+656 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 171 PC-Str.108/4 107+956 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 172 PC-Str.109/1 108+156 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

89 - BC-Str.No.109/2 108+381 BOX CULVERT 2 @ 3 × 2 m, L=54.0m
- 173 PC-Str.109/3 108+566 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

90 - BC-Str.No.110/1 109+116 BOX CULVERT 3 × 1.5 m, L=54.0m
91 - PC-Str.110/2 109+306 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
- 174 PC-Str.110/3 109+506 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

92 - BC-Str.No.110/4 109+706 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m
- 175 PC-Str.110/5 109+990 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 176 PC-Str.111/3 110+856 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

93 - BC-Str.No.111/4 110+999 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m
94 - BC-Str.No.112/1 111+206 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
95 - BC-Str.No.112/2 111+406 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
96 - BC-Str.No.112/4 111+700 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
97 - BC-Str.No.112/5 111+856 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
- 177 PC-Str.113/1 112+056 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 178 PC-Str.113/2 112+256 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 179 PC-Str.113/3 112+456 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 180 PC-Str.113/4 112+656 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 181 PC-Str.113/5 112+856 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 182 PC-Str.114/1 113+020 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 183 PC-Str.114/2 113+280 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 184 PC-Str.114/3 113+706 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

98 - BC-Str.No.114/4 113+932 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
99 - BC-Str.No.115/2 114+250 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
100 - BC-Str.No.115/3 114+382 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m

- 185 PC-Str.115/4 114+606 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 186 PC-Str.115/5 114+756 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 187 PC-Str.115/6 114+956 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 188 PC-Str.116/1 115+106 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 189 PC-Str.116/4 115+656 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 190 PC-Str.116/5 115+800 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 191 PC-Str.117/1 116+080 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 192 PC-Str.117/2 116+256 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

CHAINAGE

Sec.3
(3/3)

Sec.5
(2/1)

Sec.
No. STRUCTURE

CODE
STRUCTURE TYPE OF STRUCTURE
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表 6.4.28 Box Culvert 構造物リスト（6/6） 

 

出典：JICA 調査団 

  

BOX PIPE

- 193 PC-Str.117/3 116+456 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 194 PC-Str.117/4 116+610 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 195 PC-Str.118/1 117+056 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 196 PC-Str.118/2 117+256 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 197 PC-Str.118/3 117+456 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

101 - - 117+600 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
- 198 PC-Str.119/2 118+256 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 199 PC-Str.119/4 118+756 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

102 - BC-Str.No.119/5 118+956 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
103 - BC-Str.No.120/2 119+356 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
104 - BC-Str.No.120/3 119+556 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m
105 - BC-Str.No.120/4 119+756 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m

- 200 PC-Str.121/1 120+166 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
106 - BC-Str.No.121/2 120+376 BOX CULVERT 2 @ 3 × 2 m, L=54.0m
107 - BC-Str.No.121/3 120+656 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=60.0m

- 201 PC-Str.No.122/1 121+106 PIPE CULVERT 1 × 1.5 m, L=54.0m
- 202 PC-Str.112/3 121+656 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

108 - BC-Str.No.123/1 122+160 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
109 - BC-Str.No.123/3 122+836 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m

- 203 PC-Str.124/1 123+116 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 204 PC-Str.124/2 123+406 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 205 PC-Str.124/4 123+696 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

110 - BC-Str.No.124/5 123+920 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
- 206 PC-Str.125/2 124+306 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 207 PC-Str.125/3 124+446 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

111 - BC-Str.No.125/4 124+620 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m
- 208 PC-Str.125/5 124+956 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 209 PC-Str.126/1 125+106 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

112 - BC-Str.No.126/3 125+706 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
- 210 PC-Str.126/4 125+906 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 211 PC-Str.127/1 126+106 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 212 PC-Str.127/2 126+220 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 213 PC-Str.127/3 126+506 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 214 PC-Str.127/4 126+706 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m
- 215 PC-Str.128/2 127+356 PIPE CULVERT 1 x 1.5 m φ, L＝54.0m

113 - BC-Str.No.128/3 127+536 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m
114 - BC-Str.No.129/1 128+103 BOX CULVERT 1.5 × 1.5 m, L=54.0m
115 - BC-Str.No.130/1 129+006 BOX CULVERT 2 × 2 m, L=54.0m

Sec.5
(2/2)

CHAINAGE
STRUCTURE

CODE
Sec.

No.
STRUCTURE TYPE OF STRUCTURE
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(2) 計画基準及び設計条件 

DPR（Main Report：P7-1）より、計画される構造物は、下記の基準に準じている。 

・Indian Roads Congress（IRC） 
 ※IRC: 92-1985、IRC-18-2000、IRC: SP: 90-2012、IRC.gov.in.078.2014 他 
・MoRTH 

 

(3) DPR に対する助言及び提案 

1）BOX と擁壁構造との接合部 
DPR（Drawing）において、BOX と BOX 上の擁壁構造との接続が簡易的に一体化された図と

なっている箇所がある。擁壁上端はガードレール車両の衝突荷重が作用することもあり、下記

の点に留意する必要がある。 

 擁壁端部の剛性を確保するとともに、BOX 上では直接基礎として BOX 及び前後の擁壁と

分離させる構造がよい。 

 擁壁基部は、防護柵基礎として荷重に対する部材計算・安定計算を行ったうえで、直接

基礎として計画するのがよい。 

 

 

出典：DPR（Drawing：14518/E/S5/PC/DD-001）に JICA 調査団追記 

図 6.4.23 Box 上の擁壁構造の修正提案 
 
2）DPR 資料における不整合・修正必要箇所の指摘 

DPR 資料において不整合・修正必要箇所が確認された。調査団は構造物一覧表に指摘事項を

整理して HMPD へ提示した。構造物一覧表は添付資料-7 に示す。 
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6.4.8 インターチェンジ橋 

(1) 概要 

インターチェンジは、プロジェクト道路と交差する 4 本の国道との接続部に計画されている。

各インターチェンジの概要を以下に示す。 

① Interchange at NH-5（区間 1） 
CPRR と国道 5 号（NH-5）とを接続する Interchange で、起点は Kolkata、終点は Chennai であ

る。本 Interchange はクローバーリーフ形式で計画されている。 

なお、TPP Link Road（線形変更後）の終点では、TPP 道路と立体交差し、外環状道路と直接連

結される構造となるが、円借款対象となる区間は TPP 道路の手前（Ch.3+950）までである。 

② Interchange at NH-205（区間 3） 
CPRRと国道 205号（NH-205）とを接続する Interchangeで、起点は Chennai、終点は Anaatapur

である。本 Interchange はクローバーリーフ形式で計画されている。 

③ Interchange at NH-4（区間 3） 
CPRR と国道 4 号（NH-4）とを接続する Interchange で、起点は Mumbai、終点は Chennai であ

る。本 Interchange はクローバーリーフ形式で計画されている。 

④ Interchange at NH-45（区間 4） 
CPRRと国道 45号（NH-5）とを接続する Interchangeで、起点は Chennai、終点は Dindigulであ

る。本 Interchange は高架式ラウンドアバウト形式で計画されている。 
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出典：OpenStreetMap に JICA 調査団追記 

図 6.4.24 インターチェンジ位置図 
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表 6.4.29 インターチェンジ諸元表 

 

出典：JICA 調査団 

 

(2) 計画水準及び設計条件 

DPR（Main Report：P7-1）より、計画される構造物は、下記の基準に準じているとの記載があ

る。なお、Design Report は未受領であり、各構造物の設計における個別の設計条件は不明である。

あわせて、インターチェンジは、以下の設計基準に準じて設計がされていると DPR（Main 
Report：P7-13）に記載されている。 

・Indian Roads Congress（IRC） ・MoRTH 
・IRC: SP: 90-2012,：Manual for Grade separators and elevated structures.  
・IRC: 92-1985：Guidelines for the design of interchanges for the urban area.  

 

(3) 交差条件の確認 

インターチェンジの縦断線形は、共通して立体交差する National Highway に対して建築限界

5.5mを確保するよう設定されている。この設定方針については特に問題はないと判断する。 

 

BP EP

IC/NH5  Str.21/2 20+743 21+043 IC/NH5
2xPC BOX GIRDER L=300.00m
(30.00+2@15.00+6@30.00+2@15.00+30.00)

IC/NH5 Entry R01 20+803 0+120 IC/NH5 (Rampway) 
1xRC BOX GIRDER L=120.00m
(6@20.00)

IC/NH5 Exit R02 0+120 0+000 IC/NH5 (Rampway) 
1xRC BOX GIRDER L=120.00m
(6@20.00)

IC/NH5 Exit R01 0+120 0+000 IC/NH5 (Rampway) 
1xRC BOX GIRDER L=120.00m
(6@20.00)

IC/NH5 Entry R04 0+120 0+000 IC/NH5 (Rampway) 
1xRC BOX GIRDER L=120.00m
(6@20.00)

Sec.1
TPP Link

- - - - - - -

Sec.2 - - - - - - -

IC/NH205 M01 53+740 53+840 IC/NH205(Main Road)
2xPC BOX GIRDER L=100.00m
(30.00+40.00+30.00)

IC/NH205 S01 53+740 53+840
IC/NH205 (Service
Road)

2xPC BOX GIRDER L=100.00m
(30.00+40.00+30.00) Both side

IC/NH205 M02 54+090 54+840
IC/NH205 (Main
Road)

2xPC BOX GIRDER L=600.00m
(3@30.00+2@15.00+6@30.00+2@15.00
+9@30.00)

IC/NH205 S02 54+530 54+620
IC/NH205 (Service
Road)

RCC SOLID SRAB L=90.00m(9@10.00)

IC/NH4 M01 74+998 77+253 IC/NH4
NH4,
Sriperumbudur Tank

2xPC BOX GIRDER L=2,254.77m (n @
15.00 ~30.00m) 2 ways

IC/NH4 R01 0+000 0+300 IC/NH4 (On Ramp) Sriperumbdur Tank
1 x RC BOX GIERDER L=300.00m
(15@20.00m)

IC/NH4 R02 0+000 0+160 IC/NH4 (Off Ramp) -
1 x RC BOX GIERDER L=160.00m
(8@20.00m)

IC/NH4 R03 0+000 0+180 IC/NH4 (On Ramp) -
1 x RC BOX GIERDER L=180.00m
(9@20.00m)

IC/NH4 R04 0+000 0+160 IC/NH4 (Off Ramp) Sriperumbdur Tank
1 x RC BOX GIERDER L=160.00m
(8@20.00m)

IC/NH4 R05 0+000 0+140 IC/NH4 (On Ramp) -
1 x RC BOX GIERDER L=140.00m
(7@20.00m)

IC/NH4 R06 0+000 0+140 IC/NH4 (Off Ramp) -
1 x RC BOX GIERDER L=140.00m
(7@20.00m)

Sec.4 - - - - - - -

IC/NH45 R01 0+183.790 0+731.21 IC/NH45 (Ramp-1)
3xRCC T-GIRDER L=547.420m
(10@20.0+2@20.0+21.71+24.0+21.

IC/NH45 R02 0+734.57 0+187.15 IC/NH45 (Ramp-2)
3xRCC T-GIRDER L=547.420m
(10@20.0+2@20.0+21.71+24.0+21.

IC/NH45   Str.102/1 101+837.22 102+097.55 IC/NH45 (Main Road
1xPC BOX GIRDER L=263.409m
(20.00+20.33+11@20.00)

Sec.5 4 NH45

NH205 &
Thanneerkulam Tank

PWD CANAL

2

3

Sec.3

TYPE OF STRUCTURE

Sec.1 1 NH5

Sec. No.
STRUCTURE

CODE
CHAINAGE

STRUCTURE INTERSECTIONS
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出典：DPR（Drawing：14518/E/IC/NH5/DD-001、SHEET 2 OF 3）に JICA 調査団追記 

図 6.4.25 建築限界の確保（IC/NH5） 
 

(4) 橋梁形式・構造の確認 

1）橋長・支間長 
交差物件（河川、運河、国道等）に対して、必要な橋長が確保されていると考えられる。ま

た、橋梁の支間長は、25～30m の極力コンクリート橋にて構成可能な 小支間長に設定されてい

ることから、橋梁計画（橋長、支間長）については大きな問題はないものと調査団は判断した。 

2）上部工形式 
橋梁の支間長は、交差物件に対する干渉回避を前提に、20～30m で計画されている。CPRR に

おける橋梁の上部工形式は、鋼橋よりも経済性にて有利であるコンクリート橋を基本に計画さ

れ、その支間長はコンクリート橋で対応可能な小規模スパンを基本として設定されている。 

IC は曲線橋であり、曲線に対応可能な上部工形式（本線橋：PC 箱桁）で計画されており、区

間 2・3 ではランプ橋も小規模スパン（L=20m）に対し、箱桁形状で統一した設定となっている。 

コンクリート橋の採用については、特殊な形式を採用している箇所もなく、大きな問題はな

いと考えるが、下記の内容については記載内容の認識で間違いないか確認が必要である。 

 ランプ橋の上部工形式は、本線橋と形式の整合を図るために箱桁を採用しているが、支

間長が小さいことにより RC 箱桁としている。（区間１・区間３） 

 区間 5 におけるランプ橋の上部工形式が RC-T 桁構造となっているが（Drawing）、CPRR
内での桁形式の整合の観点より、詳細設計において RC 箱桁へ変更する可能性がある。 

 

表 6.4.30 IC における採用形式と支間長の妥当性 

 

出典：JICA 調査団 
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3）下部工形式 
下部工形式は、張出式橋脚を基本として計画されている。特殊な制約条件がない以上は、張

出式橋脚及び 1 本柱形式の橋脚を採用することは一般的で特に問題はないと考えられる。 

橋梁の多くの端部下部工には、インドにて実績の多い混合橋脚（橋脚形式と補強土壁との組

み合わせ）が採用されている。 

4）基礎工形式 
IC の基礎形式は杭基礎（場所打ち杭 φ1000）及び直接基礎にて計画されている。レビュー実施

以降に追加提供された Design Report にて、地盤条件、杭基礎形式・延長等の設定根拠が提示さ

れた。 

5）橋面舗装構造 
橋梁の舗装は、DPR においてコンクリート舗装で計画されている。主として現地施工におけ

る材料調達の観点からの採用と思われるが、外環状道路でもアスファルト舗装が採用されてお

り、前後の土工区間はアスファルト舗装で計画されている。なお、施工済みの区間４終点橋梁

はコンクリート舗装を採用しており、整合性等にも考慮したうえ、本舗装構造を詳細設計で確

認すること。 

 

出典：DPR（Drawing：14518/E/IC/NH5/DD-001、SHEET 2 OF 3）に JICA 調査団追記 
図 6.4.26 橋梁断面図（IC/NH5） 

 
6）補強土壁 
橋梁前後で計画されている補強土壁の高さは総じて大きい傾向にあるが、補強土壁の高さを

大きくすることで橋梁規模（橋長）を低減させる目的があると想定する。なお、一般的な実

績・経験的基準高は 大 12m と言われるが、CPRR で計画される補強土壁高さがこれを超過して

いないかのオーダーの確認を行った。 

 結果、基準高（12m）を超過する補強土壁はないため、本補強土壁区間の設定は概ね妥当

であるものと判断した。 
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表 6.4.31 補強土壁高さの確認結果 

 

出典：JICA 調査団 
 

(5) DPR に対する助言及び提案 

1）DPR 資料における不整合・修正必要箇所の指摘 
DPR 資料において不整合・修正必要箇所が確認されたため、調査団は構造物一覧表に指摘事項

を整理して提示した。以下に主要箇所の指摘内容を記載する。その他箇所に対する指摘事項は、

添付資料-7「構造物リスト」内の COMMENTS 欄に記した。 

【共通】 
IC の Drawing には、補強土壁の断面図が記載されているが、上下線の間にもテールアルメが配

置される形式となっており、合計 4面の数量計上されている。一方、IC以外の橋梁については、

断面図はないものの、上下線間には補強土壁を配置しない 2 面施工での数量計上となっている。 

 上下線の離隔は 4m 程度であり、本位置を土工とし、橋梁端部の背面に補強土壁を配置す

る 2 面施工で経済性にも優れる構造となると考えられる。よって、IC について補強土壁の

2 面施工での計画を提案する。 

 

構造物名称

20+246 20+742 6.50 ＜ 12.00
21+043 21+506 6.80 ＜ 12.00
0+288.479 0+120 4.10 ＜ 12.00
0+288.479 0+120 4.50 ＜ 12.00
0+120 0+000 4.50 ＜ 12.00
0+262.375 0+120 4.10 ＜ 12.00
53+617 53+740 6.10 ＜ 12.00
54+090 54+840 10.30 ＜ 12.00
54+840 54+944 8.60 ＜ 12.00
0+120 0+273 6.30 ＜ 12.00
0+120 0+278.282 6.00 ＜ 12.00
0+120 0+278.626 6.30 ＜ 12.00
0+120 0+278.485 6.30 ＜ 12.00
74+633 74+998 8.00 ＜ 12.00
77+253 77+865 7.80 ＜ 12.00
0+300 0+383 7.00 ＜ 12.00
0+160 0+270 7.00 ＜ 12.00
0+180 0+192 7.00 ＜ 12.00
0+160 0+233.3 7.00 ＜ 12.00
0+140 0+364 7.00 ＜ 12.00
0+140 0+412 7.00 ＜ 12.00
0+060 0+183.790 5.30 ＜ 12.00
0+731.21 0+875 5.70 ＜ 12.00
0+891 0+734.57 4.80 ＜ 12.00
0+187.15 0+060 4.30 ＜ 12.00
102+097.55 102+243.33 6.30 ＜ 12.00

※補強土壁の高さは、PDR（Dwrawing）を参照した。Drawing内に寸法のないものは図面読み取りしている。

Sec.5 IC/NH45

Sec.3

IC/NH205

IC/NH4

Sec.1 IC/NH5

Sec. 測点 補強土壁 大高さ（m)
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出典：DPR Drawing（14518/E/IC/NH5/DD001：SH-2 OF 3）に JICA 調査団断面図追記 
図 6.4.27 IC の補強土壁断面図 

 
【区間 2】 
床版の張出長が非常に大きく、想定される荷重（死荷重、活荷重）に対して構造的に負担を強

いた部材設定と思われる。（Drawing での床版張出長は図面読み取りで 4m 程度。） 

 一般に、PC 床版の張出長（輪荷重載荷位置まで）は 3m 内とすることが望ましく張出長の

低減を目的とした PC 箱桁の形状見直しを提案する。 

 本箇所は幅員が大きく、3 室箱桁として計画するのがよいと考えられる。あわせて、橋脚

の梁幅についても、箱桁の見直しとともに形状の変更を行うこと。※ラーメン橋脚への変

更等を含む。 

 底版端部から杭中心距離は杭径以上を確保するとともに、杭から底版へかかる水平力に対

して押し抜きせん断耐力などの所定耐力を有することを詳細設計で確認すること。 

 

出典：DPR Drawing（14518/E/IC/NH5/DD001：SH-2 OF 3）に JICA 調査団追記 
図 6.4.28 床版張出長の修正提案 

 

【区間 3】 
Sriperumbudur 湖岸沿いの区間は、国道 4 号とのインターチェンジへのアプローチ区間にあたり、

擁壁区間と橋梁区間で構成される。路線が湖岸の緑地部に位置することから、湖岸側からの水

景に配慮し、橋梁区間の桁下部を緑化するなど詳細設計段階において景観に配慮することを提

案する。 

 
【区間 5】 
上部工を支持する支点位置が横桁となっており、桁が梁幅を超える構造となっている。 
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 鉛直荷重の確実な支持、桁剛性に対する支点機能の確保等を目的に、梁幅は桁配置位置よ

りも大きくし、支承は主桁下面とすることを提案する。 

 

 

 

出典：DPR Drawing（14518/E/IC/NH5/DD001：SH-2 OF 3）に JICA 調査団追記 
図 6.4.29 橋脚支点位置の修正提案 

 

6.4.9 構造物リストおよび橋梁一般図 

調査団にて作成した構造物リストを添付資料-7に示す。また、調査団にて作成し、HMPDなら

びに DPR コンサルタントに提示した橋梁一般図（MJB101, MNB101, ROB101, VUP102, BC/PC, 
IC/NH5）を添付資料-8 に示す。 
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6.5  概略設計の更新（区間１） 

2.1.2 節に記載したとおり、本調査のインテリム・レポート 2（IT/R2）提出後、2018 年 2 月か

ら 3月にかけて修正、追加された一部の DPR報告書、設計図面を受領した。更新点には、HMPD
による設計の進捗による更新、IT/R2 の DPR への指摘事項の一部への対応、2018 年 2 月および 4
月の JICA ミッションでの協議における合意事項（有料道路としての整備、区間 1 の範囲の決定）

への対応、その他の変更が含まれる。但し、DPR の更新作業は 2018 年 5 月現在も HMPD により

継続されているため、更新 DPR の提供は、代表的な箇所の図面のみなど、変更方針の提示や部

分的な提供に留り、報告書、図面、数量等が互いに整合した成果品一式としては入手していな

い。 

ここでは、上記のように HMPD による作業の途中ではあるが、これまでに実施された DPR の

更新に対する検討結果、ならびに今後行われる詳細設計で留意すべき点を以降に示す。 

6.5.1 主要な更新点 

(1) 起点部橋梁の延伸、鉄道計画（MJB101） 

本橋の終点は Ch.1+200 であったが、2018 年 4 月 24 日の JICA ミッション時の TNRDC との協

議において、Ch.2+500 付近まで橋梁を延伸予定との報告を受けた（表 1.2.1 参照）。JICA 調査団

は、本ヒアリング結果を踏まえて積算に本橋梁延伸分を考慮したが、本橋梁の設計検討は未了

であったため、本内容のレビュー自体は実施していない。よって、詳細設計時において、本橋

梁計画内容について十分に確認・精査する必要がある。 

なお、JICA 調査団が積算に反映した本橋梁の設定内容を以下に示す。 

 ・MJB101 の終点を Ch.1+200 から Ch.2+500 に延長。 
 ・橋梁種別が当初 DPR に準じて、PC 箱桁（スパン 30m）に設定。 
 ・本区間に位置する橋梁 1 橋（MNB101）、ボックスカルバート 4 基（BC2/1～2/3、3/1）は削除。 

 

 

出典：JICA 調査団 

図 6.5.1 MJB101 延伸設定 
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(2) IC-1(NH5）の区間 1 への変更  

当初（全区間の概略レビュー実施時）、本インターチェンジは区間 2 に含まれていたが、2018
年 2月に行われた HMPDとのミーティングにおいて区間 1に含まれることになった。よって、区

間 1の終点はインターチェンジ橋の先の擁壁端（Ch.21+506）とした（終点位置は 2018年 4月 24
日の TNRDC 協議で確認済）。これにより、暫定供用時の交通運用、段階施工の検討が必要であ

る。IC-1 の平面図を図 6.5.2 に、暫定供用時の交通運用図を図 6.5.3 に示す。 

 

 

   

 

 

 

 

 

出典：JICA 調査団 

図 6.5.2 IC-1 の平面図 
 
 

 

出典： JICA 調査団 

図 6.5.3 IC-1 の暫定供用時の交通運用図 
 

(3) 本線料金所（トールバリア）の設置 

区間 1（TPP Link Road を含む）は有料道路として計画することになったため、インターチェン

ジ形式（クローバーリーフ）やサービス道路との接続方法を考慮し、完全出入制限（フルアク

セスコントロール）とはしないものの、対距離料金制を採用できる設備として本線料金所（ト

ールバリア）を 2 ヶ所に設置することにした。設置位置や規模はトールゲートの視認性が高い平

On ランプ

Off ランプ

NH5 

CPRR 

サービス道路 

区間 1 の終点(Ch.21+506) 
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面・縦断線形箇所で、構造物区間を避け、平面交差点から離れた地点とした。CPRR については

Ch.15+800（IC-1 の手前）および Ch.2+200(JCT-1 と JCT-2 の間)の 2箇所、TPP Link Roadについて

は Ch.1+200 の 1 箇所に設置することにした。また、トールブースおよび料金事務所は ETC 車線

の設置、アイランドの幅員を考慮し、道路用地内（ROW100m 内）に収まるようにした。これに

より、本線料金所区間のサービス道路は外側にシフトすることにした。なお、アイランドの幅

員、長さはインド高速道路基準（IRC-SP99-2013）に準拠した。 

本線料金所の平面図を図 6.5.4 から図 6.5.6 に示す。 

 

 

出典： JICA 調査団 

図 6.5.4 本線料金所（CPRR Ch.15+800） 
 

 

 

出典： JICA 調査団 

図 6.5.5 本線料金所（TPP Link Road, Ch.1+200） 
  

本線料金所 
料金事務所

料金事務所 

本線料金所 
料金事務所

料金事務所 
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出典： JICA 調査団 

図 6.5.6 本線料金所（Ch.2+200） 
 
 

(4) 交通管制センター(Traffic Control Center)の設置 

区間 1 に交通管制センターを設置することになり、設置位置、用地（建物、駐車場等）につい

て検討を行った結果、CPRR の Ch.8+600（JCT-2 の先）の土工区間に設置することとした。また、

本線と交通管制センター間の出入りの安全性を考慮し、接続部に加減速車線を設置した。交通

管制センターの平面図を図 6.5.7 に示す。  

 

 

出典： JICA 調査団 

図 6.5.7 交通管制センター（CPRR Ch.8+600） 
 

本線料金所 
料金事務所

料金事務所 

交通管制センター 

交通管制センター 
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(5) TPP Link Road の線形変更 

区間１は Northern Port Access Road と TPP Link Road で構成されているが、詳細な調査及び住民

協議実施後に、TPP Link Road（旧線形）の建設には社会的合意が形成されていないと判断され

たため、影響を 小化すべく、TPP Link Road の南端を約 1.5km 西側に変更した。この代替線形

は延長 3.6km で北部の 1.65km は旧線形と共通、南部の 1.95km のみ旧線形から変更となる。線形

変更後の TPP Link Road については社会的合意が確認されたため、円借款事業の対象としては、

区間 1 の本線（Northern Port Access Road）及び TPP Link Road（線形変更後）となる見込みであ

る。 

TPP Link Road（線形変更後）終点では、Minjur 付近で TPP 道路と立体交差し、外環状道路と直接連

結される計画である。TPP Link Road（線形変更後）において円借款対象となる区間は Ch.3+950 までであ

り、これ以南は外環状道路整備事業により建設される。 

現地コンサルタント STUP より入手した設計図を図 6.5.8 に、線形変更に係わる概要図を図 6.5.9 に示

す。 

 
出典：STUP 

図 6.5.8 TPP Link Road（線形変更後）終点の外環状道路との接続部 
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出典： JICA 調査団 

図 6.5.9 TPP Link Road の線形変更 
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6.5.2 設計数量 

DPR の設計数量について、算出根拠の詳細は不明であるものの、区間１の主要工種に対する

概略レビューの結果、大きな過誤は確認されなかった。このため、概算事業費の積算では DPR
で算出されている設計数量を用いるものとした。なお、積算における DPR 単価のレビューは別

途行うものとしている。 

6.5.3 詳細設計への提言 

前述のレビューの結果を踏まえ、区間 1 の詳細設計の際に留意すべき提言を以下に示す。なお、

全般的に言えることとして、レビュー実施後に提供された DPR の内容については、詳細設計時

に詳細なレビューが必要となる。 

(1) 道路設計に関わる提言 

1）道路線形 
本線（CPRR）の縦断線形は一部縦断曲線長が基準値（IRC73-1980）を満足していなかったが、

JICA 調査団の指摘により修正が行われた。 

2）本線とサービス道路を結ぶ出入口 
本線の加減速車線とサービス道路との接続部は小半径の曲線形状であったが、JICA 調査団の

指摘によりランプ方式に変更された。このためランプ上に車両の滞留が可能となり、安全性が

向上した。また、サービス道路が一方通行になり合分流部の安全性が高まったが、斜め形状の

合分流となり視認性が悪いため、詳細設計時には標識の設置が必要である。出入口のレイアウ

ト図を図 6.5.10 に示す。 

 

 

 
出典： JICA 調査団 

図 6.5.10 出入り口のレイアウト図 
 
3）IC-1(NH5)に関わる改善 

JICA 調査団の指摘によりサービス道路は一方通行に変更され、インターチェンジ内のサービ

ス道路同士を接続するため本線および NH5 を横断するボックスカルバートが追加された。これ

により連絡性は改善されたが、行き先が分かりにくくなるため、詳細設計時には案内標識の設

置が必要である。 

なお、本線から NH5 への左折は変更されず、サービス道路を介して行われており、走行時間

の増大と安全性の低下が予想されるため、将来交通量の増大に伴って左折直結ランプの追加が

必要である（図 6.5.2 IC-1 の平面図参照）。 

出口 

入口 
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4）JCT-1（起点部）に関わる改善 
全区間の概略設計レビューにおいて、起点部交差点の南北方向の直進交通はフライオーバー

を通らず地上に下ろす提案をしたが、北方向の行き先が東方向に変更されたため、地上部併設

道路と行き先が相違する（副道は南北方向に計画されている。）。よって、北側のスロープの下

り急勾配の直線区間の先に小半径の曲線が連続するため危険である。そこで、詳細設計時には

曲線半径の拡大および標識の設置による安全性の改善が必要である。JCT-1 の平面図を図 6.5.11
に示す。 

 

出典： JICA 調査団 

図 6.5.11 JCT-1 平面図 
 
5）JCT-2（TPP Link Road に接続）に関わる改善 
本線から TPP Link Road への左折は交通容量、安全性の向上のため左折専用車線の追加（アイ

ランド設置を含む）を提案したが、採用されなかったため、交通量の増加に伴い追加が必要と

再度提案する。JCT-2 の平面図を図 6.5.12 に示す。 

また、TPP Link Road との交差角が 60 度と小さいため、交差角を直角(90 度)に変更し安全性お

よび交差点面積の縮小による交差点容量の向上を図る案を代替案として提案する。JCT-2 の代替

案を図 6.5.13 に示す。 

 
出典：  JICA 調査団 

図 6.5.12 JCT-2 平面図 
 

小半径曲線  

併設道路   

CPRR 

CPRR
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出典：  JICA 調査団 

図 6.5.13 JCT-2 の代替案  

(2) 構造物設計に関わる提言 

1）起点部橋梁：鉄道計画の反映 （MJB101） 
詳細設計においては、鉄道計画の具体を踏まえて、MJB101 の橋梁計画に反映する必要がある

（クリアランスの確保、施工制約条件を踏まえた橋種の精査、支間長割 等）。また、橋梁計画・

設計への反映には、鉄道公社との協議・確認が必須である。 

2）河川橋：河川条件（河川断面・水位 他）の確認（MJB、MNB 全般） 
DPR 図面において、河川断面及び計画高水位（F.W.L）は記載されているが、その形状・数値

の妥当性は検証できなかった。詳細設計時においては、水門調査等にて、河川断面及び水位を

確認したうえで詳細設計を実施するとともに、施工条件（施工時水位等）の確認も必要である。 

3）流水影響をうける端部下部工の形式 （MJB101，202､301） 
河川橋において、流水の影響を受ける端部下部工形式について、橋台形式ではなく、橋脚と

補強土壁の組わせた形式となっている箇所が見受けられる。 

HMPD側より流水影響を受けないとの返答であるが、一般補強土壁は遮水性に劣るため、洗堀

防止対策や橋台形式の採用が望ましいと考えられる。詳細設計において、水文調査を実施し水

位高を確認のうえ、端部下部工形式を精査・検討する必要があると考える。 

※本低減内容は、MJB 延伸を考慮していない段階のものである。詳細設計時においては、本

橋梁の延伸計画を反映しての精算を行うこと。 

表 6.5.1 MJB 端部下部工の変更提案 

 
出典：JICA 調査団 

DPRの計画 流水影響の有無

起点側A1 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 無（陸上部） → 変更なし

終点側A3 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 有 → 橋台に変更が望ましい

MJB101-2 Str.No.1/1 終点側A2 橋脚＋補強土壁（混合橋脚） 無（陸上部） → 変更なし

位置

MJB101-1 Str.No.1/1
1Sec.1

変更の有無
Sec. No.

STRUCTURE
CODE

変更提案
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出典：DPR（Drawing）に JICA 調査団追記 

図 6.5.14 MJB101 の端部下部工と HFL の関係（LA3） 
 

4）河川内における下部工基数の低減（MJB、MNB 全般） 
DPR における橋梁計画は、跨線橋（ROB）を除き、コンクリート橋での 小スパンを基本と

している。主として上部工施工の容易性を考慮した計画と考えられるが、特に MNB のような小

規模河川において、河川内に複数の下部工を設置することは、河積阻害率および仮設費の増大

につながり、かつ施工性にも劣ると思われる。HMPDからは現計画は経済性に有利との回答で、

JICA 調査団との見解に違いがあり、詳細設計時において再考すべき重要項目と考えられる。 

5）橋面舗装構造（橋梁全般） 
橋梁の舗装は、DPR においてコンクリート舗装で計画されている。主として現地施工におけ

る材料調達の観点からの採用と思われるが、外環状道路でもアスファルト舗装が採用されてお

り、前後の土工区間はアスファルト舗装で計画されている。なお、施工済みの区間 4 終点橋梁は

コンクリート舗装を採用しているおり、整合性等にも考慮したうえ、本舗装形式を詳細設計で

確認すること。 

 

出典：DPR（Drawing）に JICA 調査団追記 出典： JICA 調査団 

図 6.5.15 MJB101 と区間 4 終点施工済み橋梁（コンクリート舗装） 
 

6）鉄道公社との協議 （ROB101 , 102） 
ROB の橋梁計画においては、鉄道公社との協議により、設計条件・制約条件・橋梁計画の確

認・承認が必要である。DPR では、ROB の鉄道協議記録がないため、詳細設計では協議を実施

し、逐次条件・計画に対する確認・承認を行う必要がある。  
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7）鉄道計画の反映 （VIP , LVUP 全般） 
DPR において、橋梁は 小スパンでの計画で、RC 桁橋を採用している。外環状道路では、ボ

ックス構造の簡易的な構造が採用されていることから（交差部前後は簡易的な石積構造を用い

ている箇所も多々見受けられる）、詳細設計では再度経済性・施工性を考慮し、橋梁形式を精査

することも考えられる。なお、ボックス構造とすることで、伸縮装置や支承の省略化、維持管

理性の向上も可能である。 

出典： JICA 調査団 

図 6.5.16 外環状道路における VUP 形式（ボックス、ブロック壁の採用） 
 

8）床版張出長 （IC NH5） 
床版の張出長が 4.5m 程度で設定されている。HMPD からは設計での妥当性が提示されている

が、部材の劣化や想定外の作用力の載荷等の状況も考慮し、極端な張出長に設定しない方が望

ましい。 

張出付け根部の曲線調整、箱桁幅の調整などにより、構造性に優れる部材長に設定するのが

よいと考えられるため、詳細設計時に細部構造を精査のこと。 

 

出典：DPR（Drawing）に JICA 調査団追記 

図 6.5.17 床版張出長の修正方法案 
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9）補強土壁の施工面数 （IC NH5） 
ICの上下線の間には、それぞれ補強土壁が設置され、側面と合計して 4面での計画がなされて

いる。上下線の離隔は 3m 程度であり、本箇所を土工とすれば、補強土壁の配置は側面の 2 面と

なり経済的である。なお、IC 以外は 2 面での計画となっており、本 IC についは詳細設計時に再

考するのがよい。 

 

出典：DPR Drawing（14518/E/IC/NH5/DD001：SH-2 OF 3）に JICA 調査団追記 

図 6.5.18 IC の補強土壁断面図 (IC NH5) 
 
 
10）支承位置及び下部工天端幅の設定 （橋梁全般） 
上部工の支点位置が端横桁で、上部工幅員と比べて下部工天端幅が極端に小さい箇所が見受

けられる。鉛直荷重の確実な支持、想定外の作用力が発生した場合の上部工の落下防止等のた

め、支点位置及び下部工天端幅は再考するのが望ましい。 

 

出典：DPR Drawing に JICA 調査団追記 

図 6.5.19 橋脚支点位置の修正提案 (MJB101) 
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(3) 維持管理計画に関わる提言 

CPRR の運営・維持管理については、タミル・ナド州道路局は未だ検討中であり具体的な方針

は出されていない。また、DPR においても検討がなされていない。そこで JICA 調査団は、道路

局担当者と意見交換し、現況の道路の運営維持管理体制を調査し、その結果に基づき、第 1 章 

道路運営・維持管理体制に JICA 調査団の提言を記述した。 

(4) 気候変動適応策に関わる提言 

1）気候変動が道路事業に与える影響 
近年、世界中で強い台風やハリケーン、集中豪雨、干ばつや熱波などの極端な気象現象によ

る災害が各地で発生し、甚大な被害を引き起こしている。これらの気候変動の影響に対処する

ため、温室効果ガスの排出の抑制等を行う緩和のみならず、すでに現れている影響や中長期的

に避けられない影響に対して適応していくことが求められる。 

気候変動が道路に与える主な影響として、下表に示す内容が考えられる。 

表 6.5.2 気候変動が道路に与える主な影響 
要因 影響 

降雨量、降雨強度の増加  道路の冠水 

 洪水流による氾濫および道路の流出 

 道路構造物の不安定化および道路盛土の崩壊 

 土砂流出の増加に伴う排水機能の低下 

気温の上昇  道路舗装の劣化および損傷 

風力の増大  橋梁安全性の低下 

出典： JICA 調査団 

2）区間 1 の整備事業における気候変動適応策の検討 
チェンナイにおける主要な幹線道路網を形成する CPRR は、災害時に緊急輸送路として、また、

警察、消防の通行路として機能することが求められる。安全性、信頼性の高い道路を整備する

ため、区間１の整備事業の詳細設計および施工監理段階で、下表に示す気候変動適応策を講じ

ることが望まれる。 

表 6.5.3 区間 1 の整備事業における気候変動適応策 
項目 気候変動適応策 

道路本体  近年の降雨傾向に基づく道路計画高の設定 

 氾濫域における適切な盛土法面保護工の設計 

 地下水位の変動を考慮した盛土工、軟弱地盤対策工の設計 

排水  土砂流出に伴う排水機能の低下を考慮した排水設計 

舗装  排水を促す片勾配の設置 

 健全な舗装材料の使用 

橋梁  近年の降雨傾向および適切な確率流量に基づく設計 

 適切な風加重の考慮 

出典： JICA 調査団 
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 区間１の ITS の概略設計 

7.1  概要 

7.1.1 CPRR の ITS 概略設計のスコープ及び目的 

これまでの調査及びタミル・ナド州政府との協議の結果に基づき決定された円借款事業によ

る CPRR の ITS 事業のスコープを図 7.1.1 に示す。CPRR の ITSには、交通管理システム、料金収

受システムの 2 つのコンポーネントがあり、各コンポーネントはいくつかのサブシステムで構成

される。円借款事業形成のため、機器の数量の算出及び費用の見積もりを含め、これらのコン

ポーネントの概略設計を行った。 

 
出典: JICA 調査団 

図 7.1.1 CPRR の ITS 円借款事業対象のコンポーネント 

7.1.2 CPRR の ITS の円借款対象区間と全体システム構成 

(1) CPRR の ITS の円借款対象区間 

CPRR における円借款対象区間は区間 1 が対象である。区間 1 の道路建設及び ITS の整備後、

残りの区間も順次整備されることとなるが、資金源については現在のところ未定である。図 
7.1.2 に CPRR の ITS の円借款対象区間を示す。 

  

料金徴収システム

料金管理センター （料金所）

・マニュアル料金徴収システム

・自動料金徴収システム

・重量計測システム

交通管制システム

交通管制センター

・CCTV システム

・突発事象検知システム

・ATCC システム

・気象観測システム

・可変情報板システム

・インターネットシステム
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出典: JICA 調査団 

図 7.1.2 CPRR の ITS の円借款対象区間 
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(2) 全体システム構成 

CPRR の ITS コンポーネントは基本的にセンターシステム及び路側機器で構成される。センタ

ーシステムサーバは、交通管制センターに設置する。CPRR の ITS コンポーネントのシステム構

成を図 7.1.3 に示す。 

 

出典: JICA 調査団 

図 7.1.3 CPRR の ITS コンポーネントのシステム構成図 
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7.2  交通管制システム 

交通管制システムの設計コンセプトを下表に示す。 

表 7.2.1 交通管制システムの設計コンセプト 
交通管制の各システム 設計コンセプト 

CCTV システム 
（CCTV） 

・本線上の交通状況をセンターから常時監視する。 
・VIDS が検知した事象を、CCTV の PTZ 機能※によりセンターが詳細を確認し、必

要に応じてパトロールカー等を現場に急行を命じ、また他の組織に連絡する。 
・撮影した画像を一定期間保存し、CSCL や交通警察から依頼があった場合に提供

する。 
・設備及び CCTV システムの稼働状況を監視し、不具合が生じた場合にメンテナン

スチームを出動させる。 
突発事象検知システム 
（VIDS） 

・本線上の突発事象を検知し、自動でセンターに警告を発する。 
・検知した画像を一定期間保存し、事象発生件数、頻度などを整理する。 
・整理した結果は、週報、月報、年報などで TNRDC に提出する。 
・設備及び突発事象検知システムの稼働状況を監視し、不具合が生じた場合にメン

テナンスチームを出動させる。 
交通量計測システム 
（ATCC） 

・車種別交通量を検知する。 
・検知したデータを一定期間保存し、時間別、曜日別に整理する。 
・整理した結果は、週報、月報、年報などで TNRDC に提出する。 
・設備及び ATCC システムの稼働状況を監視し、不具合が生じた場合にメンテナン

スチームを出動させる。 
気象観測システム 
（MET） 

・降雨量、風速、視程を常に検知し、事前に設定された閾値を超えた場合に、自動

でセンターに警告を発する。 
・閾値を超えた場合に、可変情報板システムやインターネットシステムから警告メ

ッセージをユーザーに提供する。 
・閾値を超えたデータは、一定期間保存し、件数、頻度を整理する。 
・設備及び気象観測システムの稼働状況を監視し、不具合が生じた場合にメンテナ

ンスチームを出動させる。 
可変情報板システム 
（VMS） 

・事象、事象に起因する交通状況、ユーザーが取るべきアクション等の情報を提供

する。なお、工事情報やそれに起因するレーン規制の情報も提供する。 
・3 つの情報板の位置から、ユーザーが必要な情報をそれぞれ提供する。 
・情報は、必要に応じて 5 分ごとにアップデートする。 
・提供する情報は、オペレータが事前に作成されたものから関連する言葉を組み合

わせて提供する。また、自由に提供情報の作成も可能である。 
・提供する言語は、英語、ヒンヅー語、タミル語から選定とするか、自動切り替え

表示を行う。 
・設備及び可変情報板システムの稼働状況を監視し、不具合が生じた場合にメンテ

ナンスチームを出動させる。 
インターネットシステ

ム 
・事象、事象に起因する交通状況、ユーザーが取るべきアクション等の情報を提供

する。なお、工事情報やそれに起因するレーン規制の情報も提供する。 
・情報は、必要に応じて 5 分ごとにアップデートする。 
・提供する言語は、英語、ヒンヅー語、タミル語からユーザーが選定可能とする。 
・インターネットシステムの稼働状況を監視し、不具合が生じた場合にメンテナン

スチームを出動させる。 

※PTZ 機能：Pan, Tilt, Zoom の頭文字を取ったものであり、カメラレンズの向きを左右に動かすことを Pan、カメラレンズ

を上下に動かすことを Tilt、望遠から広角にすることを Zoom と称し、これらの機能を総称し PTZ 機能と称する。 

出典: JICA 調査団 
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(1) 交通管制システム路側機器の配置計画と設置数 

本線のランプ及び TPP Link Road との合流部に CCTV と突発事象検知システム（VIDS）を設置

する。気象観測システム（MET）は本線の両端に２箇所、交通量計測システム（ATCC）は本線

料金所（Ch.15+800）から TPP Link Road とのジャンクション（Ch.6+200）間、ジャンクション

（Ch.6+200）から港側終点（Ch0+700）間、ジャンクション（Ch.6+200）から TPP Link Road 南

端の間の計 3箇所（計 6基）、可変情報板システム（VMS）は、NH5から本線料金所（Ch.15+800）
間、港側終点（Ch.0+700）からジャンクション（Ch.6+200）間、及び TPP Link Road 南端から

TPP Link Road 本線料金所（Ch.1+200）間にそれぞれ 1 基ずつ計 3 基設置する。 

交通管制システムの路側機器の配置計画を図 7.2.1 に、路側機器の配置コンセプトと設置数を

表 7.2.2 に示す。 

 

出典: JICA 調査団 

図 7.2.1 交通管制システム路側機器の配置計画 

 

表 7.2.2 交通管制システム路側機器の配置コンセプトと設置数 

設備 配置コンセプト 数量

CCTV システム 

（CCTV） 

VIDS が突発事象を検知した後、現場周囲の状況や事故等の状況確認を

行うために設置する。PTZ 機能を有する。 
10 

突発事象検知システム 

 (VIDS) 

事故の発生しやすいサービス道路から本線への合流部及び TPP Link 
Road と本線の交差点部のブラックスポットに設置する。 

10 

交通量計測システム 

 (ATCC) 

区間毎の交通量を計測することを目的とする。これを踏まえ、CPRR
の本線部のうち港側～TPP Link Road ジャンクション間に 1 か所（上

下線）、同ジャンクション～NH5 側間に 1 か所（上下線）、同ジャンク

ション～TPP Link Road 南端の間に 1 か所（上下線）設置する。 

6 

気象観測システム 

 (MET) 

雨量・風向風速・霧等を計測することを目的に、本線両側に2か所設置

する。予め設定した閾値となった際に警報を上げる。 
2 

可変表示板システム 

 (VMS) 

CPRR 又は TPP Link Road に進入した車両に対し“その先の情報”を提

供する。提供する情報は、事故・渋滞・工事や規制・気象関係とす

る。 

3 

出典: JICA 調査団 

これらの路側機器は、CPRR及びTPP Link Roadの両側路肩に光ファイバーケーブルを敷設し、

CPRR 専用の通信ネットワークにより構築されるものとする。 
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(2) 交通管制センター 

交通管制センターは、現金を取り扱う料金収受業務とは異なるため分離させるものとし、料

金所とは異なる場所に設けることとした。設置個所は、管理・運用面から、区間１の概ね中間

地点とし、また道路計画用地幅を確保可能な個所、且つ、大型車用駐車場の計画位置に支障と

ならない箇所となる Ch.8+600 を提案する。 

交通管制センターの配置計画を図 7.2.2 に示す。 

 

出典: JICA 調査団 

図 7.2.2 交通管制センターの配置計画 
 

交通管制センター建屋（案）を図 7.2.3 に示す。ここには、交通管制センターの他、医療扶助

室（Medical Aid Post）を配置し医療隊員を常駐させるとともに、パトロールなどの待機チームや

維持管理チームのためのスタッフルームを配置する。 

 

出典: JICA 調査団 

図 7.2.3 交通管制センターの建屋（案） 
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7.3  料金徴収システム 

(1) 料金徴収方法 

料金徴収方法は現金及び ETC（RFID 方式： FASTag）の２タイプとする。なお、IC カードに

よるタッチ＆ゴーに関して、本調査時点では、チェンナイにおいては他の交通機関にも相互利

用が可能な共通カードの実現の目途が立っていない。本円借款対象区間のみに利用可能な IC カ

ードでは導入後の利用率の伸びが期待できないこと、道路利用者にとっての利便性が極めて限

定的にならざるを得ないこと等から、対象外とした。 

料金体系は対距離制とする。（課金の考え方については第 8 章に詳述する） 

(2) 料金所の設置個所 

料金所の設置個所については、TNRDC と協議の結果 2 箇所とした。下図のとおり、通行料金

は CPRR 本線（Ch.15+800）及び TPP Link Road（Ch.1+200）に設置する。料金所の設置個所を図 
7.3.1 に示す。（料金所の設置個所の選定については第 8 章に詳述する） 

 
出典: JICA 調査団 

図 7.3.1 料金所の設置個所 
 

(3) 料金所トールレーンの構成 

本線及び TPP Link Road とも、道路計画用地幅を考慮の上、入口 5 レーン＋出口 5 レーンの構

成とした。5 レーンの内訳は入口・出口ともに同様とする。トールレーンの構成を下表に示す。 

 
表 7.3.1 トールレーンの構成 

料金所 レーン種別 レーン数 内容 

本線(Ch.15+800)及び 
TPP Link Road 
(Ch.1+200) 

ETC
（RFID:FASTag） 

1 専用レーン 

現金 3 ETCとの混在レーン（Hybridレーン）

無料 1 
VIP 車両、救急車両、2 輪車、3 輪車

等、料金を徴収しない車両のためのレ

ーン 
出典: JICA 調査団 

 

上記を踏まえた料金所全体の配置図を図 7.3.2 に示す。なお、本線及び TPP Link Road 上の２箇

所の料金所とも同様の配置となる。 
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出典: JICA 調査団 

図 7.3.2 料金所全体配置図 
 

ETC 専用レーンについては、FASTag を装着してない等の無効な ETC 車両が進入した際、隣の

レーンに車両を誘導することを可能とするため、大型車両も通行可能な開口部を設け、他のレ

ーンよりもレーン長を長くとっている。 

(4) その他の設備 

1）歩道橋（Skywalk） 
今回のような本線料金所の場合、料金徴収員の安全や徴収した現金の保全のために、料金所

ビル～料金所の間の横断用に地下通路を設けることが通例である。しかし、本対象区間は海抜

が低い地域であり、地下通路部が浸水する恐れがあることから、TNRDC と協議の結果、歩道橋

方式を採用することとした。歩道橋は料金所屋根の上に配置し、料金所ビルの 2 階に存在する現

金計算室より直接出入りするものとする。 

歩道橋イメージの平面図を図 7.3.3 に、断面図を図 7.3.4 に示す。 

 

 
出典: JICA 調査団 

図 7.3.3 歩道橋イメージ（平面図） 
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出典: JICA 調査団 

図 7.3.4 歩道橋イメージ（断面図） 
 
2）軸重計と車重計 
軸重計を全トールレーンに、車重計をトールレーン出口の前方左側に配置する。軸重計によ

って、積載超過車両がトールレーンに進入した際に過積載警報を鳴動させる。その後、当該車

両を車重計に誘導の上、正確な車両重量を計量し罰金を徴収することを目的とする。 

 
3）料金所ビル 
料金所ビル建屋（案）を図 7.3.5 に示す。先に述べた料金徴収員の横断用設備には歩道橋を設

けることから、安全面・防犯面を考慮の上、料金所ビルの現金計算室は歩道橋から直接アクセ

ス可能な 2 階に設けることとした。これに伴い、料金所監視室等も併せて２階に配置した。1 階

部は、来客受入れ、POS（Point of Sales）室、会議室等を配置した。なお、POS 室では、ETC の

ための RFID タグの販売、リチャージ等を行う。 

 
 

 
2 階 配置（案） 

 

 
1 階 配置（案） 

出典: JICA 調査団 

図 7.3.5 料金所ビル建屋(案) 
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 区間１の ITS の実施体制 

8.1   ITS 事業の実施体制 

下図に示す ITS 事業の実施体制のとおり、本円借款事業の整備対象である区間１の実施は、タ

ミル・ナド州道路公社が管轄する。この下に土木及び ITS それぞれの円借款コンサルタントを調

達し、ITS の円借款コンサルタントは基本設計・入札支援・施工管理及び運営維持管理監督を行

う。 

交通管制システムについては、システムの納入業者が詳細設計及び据付を行った後、運営維

持管理を実施する。料金徴収システムは、システムの納入業者が詳細設計及び据付を行い、運

営維持管理については、別途運営維持管理業者を調達する。 

上記に記載した事業の実施を通じて、チェンナイスマートシティ公社はアドバイザリーとし

ての立場より事業に関与し、必要に応じて事業を支援する。 

 

(BD：基本設計、DD:詳細設計、TA：入札支援、CS：施工管理、OM：運営維持管理) 

出典: JICA 調査団 

図 8.1.1 CPRR の ITS 事業の実施体制 
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TNRDC 責任者 (1 名) 

HTMS 所長 (1 名) 

HTMS 運営チームリーダー (1 名) 

運営チーム 

オペレータ 1 (計 4 名) ※１ 

オペレータ 2 (計 4 名) ※１ 

医療チーム 

医療隊員 (計 8 名) ※１ 

救急車運転手 (計 4 名) ※１

 パトロールチーム 

パトロールカー運転手 (計 4 名) ※１

助手 (計 4 名) ※１ 

待機チーム 

クレーンチーム 

クレーン車運転手 (計 4 名) ※１

助手(計 4 名) ※１ 

HTMS 維持管理チームリーダー (1 名) 

HTMS 電気/IT 技術者 (1 名) 

HTMS 実技担当者 (計 4 名) ※１ 

維持管理チーム 

保安員 (計 4 名) ※１ 

8.2   運営維持管理計画 

CPRR の ITS は、交通管制システムと料金徴収システムの二つの ITS コンポーネントから成る。

交通管制システムと料金徴収システムの運営維持管理体制、スタッフの役割、必要な人数、シ

フト計画を次項に述べる。なお、発注及び運用の管轄組織である TNRDC は、料金徴収システム

と交通管制システムの運営維持管理業者は別業者としたい意向であるため、両システムの運営

維持管理体制は各々で検討した。 

8.2.1  交通管制システム 

(1) 交通管制システムの運営維持管理体制 

交通管制システムの運営維持管理体制と人数を下図に示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：図中の人数はシフトを含めた合計人数。シフト体制については次節以降に記載。 

出典: JICA 調査団 

図 8.2.1 交通管制システムの運営維持管理体制 
 

TNRDC より配置 

運営維持管理業者より配置
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TNRDC 責任者の下に、運営維持管理を実施する業者の組織が組まれ、全ての人員は、交通管

制センターに常駐する。 

(2) 交通管制システム：スタッフの役割 

TNRDC から配置される責任者の役割を下表に示す。 

表 8.2.1 交通管制システム：TNRDC 責任者の役割 

職名 役割 

TNRDC 責任者 
 

 交通管制センターにおける全ての活動の責任を負う。 

 道路維持管理業者、交通管制システム運営維持管理業者、料金徴収システム運営維持

管理業者、及びその他の関係機関との調整・対応を行う。 

 関係機関からの依頼に応じてデータや情報を提供する。 

 VIP や軍関係の車両が CPRR を利用する場合に、交通管制システムの運営維持管理業者

に走行予定時間の通知や対応を指示する 

出典: JICA 調査団 

運営維持管理業者のスタッフの役割を下表に示す。 

表 8.2.2 交通管制システム：運営維持管理業者のスタッフの役割 

職名 役割 勤務時間 

HTMS 所長  交通管制システム運営維持管理業者の全ての活動を監督し、管理責

任を負う。 

 関係組織、特にチェンナイ交通情報システムセンター との調整を

必要に応じて行う。 

 システムによって生成された報告書を確認する。 

 処理されたデータ・情報を蓄積及び分析し、必要に応じて TNRDC
責任者に提出する。 

 予備部品の維持管理責任を負う。 

 HTMS 運営チームリーダーにより報告されるイベントやイベントが

交通に与えた影響、ユーザーへの提供情報などを確認する。 

 医療チームが出動した際、死傷者の状況、搬送時間、事故分析など

を統計化する。事故多発地域などの原因が判明した場合に、対応策

を TNRDC 責任者に報告する。 

 HTMS 運営チームリーダーから路側機器の破損の報告を受けた際、

HTMS 維持管理チームリーダーに対応を指示する。 

 日報、週報、月報、年報を確認し、TNRDC 責任者に提出する。 

 運営チームと維持管理チームの間に発生する各種の問題・課題を調

整し、対応する。 

 維持管理チームの対応能力を超えたシステム障害が発生した場合、

迅速な解決のため交通管制システムのシステムインテグレータに連

絡する。 

日中のみ 

運営チーム 

HTMS 運営チー

ムリーダー 
 HTMS の運営に関する活動の監視及び管理を行う。 

 日々のイベントや、イベントが交通に与えた影響、ユーザーへの提

供情報、オペレータによる一般市民や関連組織との質疑対応の内容

などを日報に記録し、HTMS 所長に報告する。 

 HTMS の運営に関する日報、週報、月報、年報を作成し、HTMS 所

長に提出する。 

 パトロールチームから、路側機器の破損の報告を受けた際、HTMS

日中のみ 
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所長に報告する。 

 センターのモニターにて機器の不具合を確認した際、HTMS 維持管

理チームリーダーに対応を依頼する。 

 オペレータ、保安員、待機チームのシフト計画を月毎に作成する。 

オペレータ 1  必要に応じて、政府関係機関に必要な情報を伝える。 

 必要に応じて、政府関係機関に必要な情報の提供を要請する。 

 突発事象検知システムにて、イベントの検知警告がなされた際、

CCTV にて詳細な状況を確認する。必要に応じて、オペレータ２に

ユーザーへの情報提供を依頼する。 

 気象観測システムにて、視程、降雨、風速のいずれかが閾値を超え

たとの警告がなされた際、CCTV にて状況を確認し、オペレータ２

にユーザーへの情報提供を依頼する。 

 CCTV にて道路上の状況を常時監視する。 

 交通量計測システムによる交通データと CCTV の映像情報に明ら

かな違いが生じた際、HTMS 運営チームリーダーに報告する。 

 オペレータの活動に関連する日報を作成する。 

 オペレータ 2 の不在時に代行する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 

オペレータ 2  オペレータ 1 から依頼を受けた際、可変情報版やインターネットを

通じてユーザーに必要な情報の提供をする。 

 一般市民や政府関係機関からの問い合わせに対する受け答えをす

る。 

 大型ディスプレーの表示情報を確認し、更新する。 

 設備及びシステムに異常が発生した場合、HTMS 運営チームリーダ

ーにその旨を通知する。 

 必要に応じて、システムの更新を請負業者に依頼するよう HTMS
運営チームリーダーに要請する。 

 オペレータ 1 の不在時に代行する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 

保安員  交通管制センター、駐車場及び関連施設でのセキュリティ活動を実

施する。 
三交代制 

 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 

待機チーム 

医
療
チ
ー
ム 

医療隊員  死傷者を伴う事故情報を受けた際、救急車両にて現場へ急行する。 

 事故現場にて死傷者の救援活動を行う。 

 死傷者の情報を医療機関へ連絡する。 

 死傷者を救急車にて医療扶助室又は医療機関へ搬送する際の応急処

置を施す。 

 事故及び死傷者の状況を日報に記録し、HTMS 運営チームリーダー

に報告する。 

三交代制 
 
（１シフト２

名 
予備人員２名

計８名） 

救急車 
運転手 

 救急車両の運転 

 医療隊員と常に行動を共にし、補助する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 
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パ
ト
ロ
ー
ル
チ
ー
ム

 

パトロール

カー運転手 
 事故、落下物、故障車等の情報を受けた際、現場へ急行する。 

 必要であれば車線規制をする。 

 日毎に定められた回数、道路を巡回する。 

 事故が発生した際、交通警察に連絡する。死傷者を伴う場合、医療

チームに連絡する。火災を伴う場合、消防署に連絡する。 

 事故等のイベントにより、路側機器や施設が受けた損傷を確認す

る。必要であれば、HTMS 運営チームリーダーに報告する。 

 イベントの発生時間、クリアランス時間、原因、影響、規制の時間

等を記録し、HTMS 運営チームリーダーに報告する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 

助手 

 パトロールカー運転手と常に行動を共にし、補助する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 

ク
レ
ー
ン
チ
ー
ム

 

クレーン車

運転手 

 事故、落下物、故障車等によりクレーン車の出動依頼を受けた際、

現場に急行する。 

 本線上の事故車両、落下物等を速やかに路肩又は路外に移動させ、

交通流を確保する。 

 クレーン車を稼働した際の理由、イベントの種類、時刻等を記録

し、HTMS 運営チームリーダーに報告する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 

助手  クレーン車運転手と常に行動を共にし、補助する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名 

維持管理チーム 

HTMS 維持管理 

チームリーダー  

 維持管理チームの作業を監視する。  

 システムや機器の不具合・損傷の報告を受けた際、状況を確認し、

必要に応じて電気/ IT 技術者を出動させる。 

 予防保守計画を策定し、HTMS 所長に提出する 

 維持管理作業報告書を作成し、HTMS 所長に提出する。 

 HTMS 実技担当者のシフト計画を月毎に作成する。 

日中のみ 

HTMS 電気/IT 

技術者 

 機器の予防保守点検を実施する 

 故障や不具合が発生した場合、機器やシステムの修理作業を行う 

 必要に応じて、損傷/不具合の機器を 交換する。 

日中のみ 

HTMS 実技担当

者 

 電気/IT 技術者を補助する。 

 予備部品の在庫を管理する。 

三交代制 
 
（１シフト１

名 
予備人員１名

計 4 名） 
出典: JICA 調査団 
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(3) 交通管制システム：シフト体制 

交通管制システムは 24 時間年中無休で運営する必要がある。このため、オペレータ、保安員、

待機チーム、及び HTMS 実技担当者は３シフト体制を組み、継続的な運営維持管理を実施する。

下表にシフト体制の例を示す。 

表 8.2.3 交通管制システム：シフト体制の例 

グループ 
シフト 1 

(06:00-14:00)
シフト 2 

(14:00-22:00)
シフト 3 

(22:00-06:00) 
備考 

ﾊﾟｰﾃｨｰ 1 勤務 勤務外 勤務外  

ﾊﾟｰﾃｨｰ 2 勤務外 勤務 勤務外  

ﾊﾟｰﾃｨｰ 3 勤務外 勤務外 勤務  

ﾊﾟｰﾃｨｰ 4 勤務外 勤務外 勤務外 待機チーム 
出典: JICA 調査団 

 

(4) 他機関との連携 

CPRR はオラガダムやマヒンドラ・ワールド・シティ等の工業団地群とエンノール港やカトゥ

パリ港を結び、特に大型車両の市内への流入通過交通の緩和に貢献する。CPRR の交通情報と市

内の交通情報、及び関係機関と連携し、交通流をコントロールすることで、道路ネットワーク

の効率的な活用を促進させる。 

各関係機関と CPRR の交通管制センターとの間での情報交換の例を下図に示す。図中に例示し

たように、チェンナイにおける関係機関やセンターと連携することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: JICA 調査団 

図 8.2.2 関係機関及び CPRR 交通管制センターとの間での情報交換の例 
  

タミル・ナド州道路公社 
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インド国道庁 

チェンナイ市 

CPRR 交通管制センター

通行止め情報 
災害情報 

交通情報 
大事故情報 
通行止め情報 
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VMS 表示情報 

交通情報 
大事故情報 
通行止め情報 

交通情報 
大事故情報 
規制・通行止め情報 
災害情報 
要人移動情報 
大規模なシステム障害情報 

交通情報 

市内交通情報 
災害情報 
VMS 表示情報 

市内大事故情報 
通行止め情報 
要人移動情報 

道路工事情報 
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市バス運行管理センター チェンナイ交通情報センター 交通管理センター 
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出納係 (計 16 名) ※１ 

料金所管理員 (計 8 名) ※１ 

保安員(計 8 名) ※１ 

料金所監視員 (計 16 名) 

保安係長 (計 8 名) ※１ 

料金徴収員 (計 80 名) ※１ 

TMS 運営チームリーダー (1 名) 

TMS 実技担当者 (計 4 名) ※１ 

TMS 電気/IT 技術者 (1) 

TMS 維持管理チームリーダー(1 名) 

TNRDC 責任者 (1 名) 

TMS 所長  (1 名) 

8.2.2  料金徴収システム 

(1) 料金徴収システムの運営維持管理体制 

料金徴収システムの運営維持管理体制と人数を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：図中の人数はシフトを含めた合計人数。シフト体制については次節以降に記載。 

出典: JICA 調査団 

図 8.2.3 料金徴収システムの運営維持管理体制 
 

TNRDC 責任者の下に、運営維持管理を実施する業者の組織が組まれ、全ての人員は２カ所の

料金所に常駐する。 

(2) 料金徴収システム：必要な人員数とシフト計画 

２か所の料金所で料金徴収システムの運営維持管理を実施するために必要な運営維持管理業

者の職種毎の人数及びシフト体制を下表に整理する。 

  

運営チーム 維持管理チーム

TNRDC より配置 

運営維持管理業者より配置
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表 8.2.4 料金徴収システム：運営維持管理業者の職種毎の人数及びシフト体制 

職種 
料金所 2 か所に必要なスタッフ数

シフト体制 
料金所ビル トールレーン

TMS 所長 1 名 － 昼間勤務 

TMS 運営チーム 

リーダー 
1 名 － 昼間勤務 

料金所監視員 － 16 名 

料金所入口に 1 名、料金所出口に 1 名の計

2 名で１シフト、１日 3 シフト＋予備チー

ム（２名）の計 8 名が 1 料金所を担当し、

計 16 名が 2料金所を担当する。 

出納係 16 名 － 

2 名で１シフト、1 日 3 シフト＋予備チー

ム（２名）の計 8 名が 1 料金所を担当し、

計 16 名が 2料金所を担当する。 

料金所管理員 8 名 － 

1名で１シフト、1日に3シフト＋予備（１

名）の計 4 名が 1 料金所を担当し、計 8 名

が 2料金所を担当する。 

保安係長 8 名 － 

1 名で１シフト、1 日 3 シフト＋予備（１

名）の計 4 名が 1 料金所を担当し、計 8 名

が 2料金所を担当する。 

保安員 8 名 － 

1 名で１シフト、1 日 3 シフト＋予備（１

名）の計 4 名が 1 料金所を担当し、計 8 名

が 2料金所を担当する。 

料金徴収員 － 80 名 

8 名が常時料金徴収員として配置され、2

名の予備を含め計 10 名が 1 シフト、1 日 3

シフト＋予備チーム（10 名）の計 40 名が

1料金所を担当する。計 80名が 2料金所を

担当する。 

TMS 維持管理 

チームリーダー 
1 名 － 昼間勤務（夜間：自宅待機） 

TMS 電気/IT 技術者 1 名 － 昼間勤務（夜間：自宅待機） 

TMS 実技担当者 4 名 － 
1 名で１シフト、1 日 3 シフト＋予備（１

名）の計 4名を配置 

計 48 名 96 名  

総計 144 名  

出典: JICA 調査団 

 

(3) 料金徴収システム：スタッフの役割 

TNRDC から配置される責任者の役割を下表に示す。 

表 8.2.5 料金徴収システム：TNRDC 責任者の役割 

職名 役割 

TNRDC 責任者 

 

 料金徴収システムの運営維持管理に係る全ての活動の責任を負う。 

 道路維持管理業者、交通管制システム運営維持管理業者、料金徴収システム運営

維持管理業者、及びその他の関係機関との調整・対応を行う。 

 関連機関からの依頼に応じてデータや情報を提供する。 

 VIP や軍関係の車両が CPRR を利用する場合に、料金徴収システムの運営維持管理

業者に走行予定時間の通知や対応を指示する。 

出典: JICA 調査団 
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運営維持管理業者のスタッフの役割を下表に示す。 

表 8.2.6 料金徴収システム：運営維持管理業者のスタッフの役割 

職名 役割 勤務時間 

TMS 所長  料金徴収システム運営維持管理業者の全ての活動を監督し、管理責

任を負う。 

 関係組織との調整を必要に応じて行う。 

 システムによって生成された報告書を確認する。 

 処理されたデータ・情報を蓄積及び分析し、必要に応じて TNRDC 責

任者に提出する。 

 予備部品の維持管理責任を負う。 

 TMS 運営リーダーにより報告される日毎の徴収金額を監査し、確認

する。 

 各料金所から料金所設備の障害・破損の報告を受けた際、TMS維持管

理チームリーダーに対応を指示する。 

 日報、週報、月報、年報を確認し、TNRDC 責任者に提出する。 

 運営チームと維持管理チームの間に発生する各種の問題・課題を調

整し、対応する。 

 維持管理チームの対応能力を超えたシステム障害が発生した場合、

迅速な解決のため料金徴収システムのシステムインテグレータに連

絡する。 

日中のみ 

運営チーム 

TMS 運営チーム 

リーダー 

 TMS の運営に関する活動の監視及び管理を行う。 

 日毎に徴収金額を監査する。 

 料金徴収員と道路ユーザー間に生じる各種の対応事項について、対

応内容・結果などとともに日報に記録し、TMS 所長に報告する。 

 TMS 運営に関する日報、週報、月報、年報を作成し、TMS 所長に提出

する。 

 料金所監視員から料金所設備の障害・破損等の報告を受けた際、あ

るいは障害・不具合をシステムのモニターで確認した際、TMS 所長

に報告する。 

 料金所監視員、出納係、及び保安係長のシフト計画を月毎に作成す

る。 

日中のみ 

料金所監視員  料金所において、料金徴収員の作業を監視する。 

 緊急車両、VIP 車両、軍用車両などの特殊車両が通過する際、現場

で対応する。 

 不正支払い、料金所施設の破損、運転手の苦情などが発生した際、

現場で対応する。 

 料金徴収員の業務完了時に徴収金額を確認する。 

 システム不具合の報告を料金徴収員から受けた際、直ちに TMS 運営

チームリーダーに報告する。 

 料金徴収員のシフト計画を月毎に作成する。 

 料金所監視員のうち1名は夜間、TMS運営チームリーダーの役割を兼

務する。 

 担当分の日報を作成する。 

三交代制 
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出納係  現金と ETC の双方で収集された徴収金額を計算し確認する。 

 料金所で RFID タグを販売する。 

 徴収金額および RFID タグの販売額を TMS 運営チームリーダーに報告

する。 

 担当分の日報を作成する。 

三交代制 

料金所管理員  料金所管理室より料金徴収員の作業を監視する。 

 事故、不正支払い、料金所設備の破損、災害等について必要な措置

を図る。 

 料金徴収員による判断にて決定された車種とシステムが判定した車

種が一致しているか否かを CCTV 映像にて監視の上、確認する（※料

金徴収員による判断誤りやシステムによる誤判定を 小限に抑える

ために行われるものである。） 

 担当分の日報を作成する。 

三交代制 

保安係長  セキュリティ担当責任者としてセキュリティ活動を監督する。 

 保安員の シフト計画を月毎に作成する。 

 担当分の日報を作成する。 

三交代制 

保安員  料金所や駐車場でのセキュリティ活動を実施する。 

 収集された料金の保護など防犯活動を実施する。 

三交代制 

料金徴収員  トールブースで現金徴収を行う。 

 ゲートを通過する車両の車種を目視により判定し、モニター画面に

入力する。 

 料金徴収作業のシフト完了時、料金所監視員に金額を報告する。 

 システムや機器に不具合が生じた際、料金所監視員に報告する。 

 必要に応じて、トールレーンを閉鎖する。 

 担当分の日報を作成する。 

三交代制 

維持管理チーム 

TMS 維持管理 

チームリーダー  

 維持管理チームの作業を監視する。  

 システムや機器の不具合・損傷の報告を受けた際、状況を確認し、

必要に応じて電気/IT 技術者を出動させる。 

 予防保守計画を策定し、TMS 所長に提出する 

 維持管理作業報告書を、TMS 所長に提出する。 

日中のみ 

TMS 電気/IT 

技術者 

 機器の予防保守点検を実施する。 

 故障や不具合が発生した場合、機器やシステムの修理作業を行う。 

 必要に応じて、損傷/不具合の機器を交換する。 

日中のみ 

TMS 実技担当者 
 電気/IT 技術者を補助する。 

 予備部品の在庫を管理する。 

三交代制 

出典: JICA 調査団 
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(4) 料金徴収システム：シフト体制 

料金徴収システムは 24 時間年中無休で運営する必要がある。このため、料金徴収員、料金所

監視員等は 3 シフト体制を組み、継続的な運営維持管理を実施する。下表にシフト体制の事例を

示す。 

 

 

表 8.2.7 料金徴収システム：シフト体制の例 

グループ 
シフト-1 

(06:00-14:00) 

シフト-2 

(14:00-22:00) 

シフト-3 

(22:00-06:00) 
備考 

ﾊﾟｰﾃｨｰ 1 勤務 勤務外 勤務外  

ﾊﾟｰﾃｨｰ 2 勤務外 勤務 勤務外  

ﾊﾟｰﾃｨｰ 3 勤務外 勤務外 勤務  

ﾊﾟｰﾃｨｰ 4 勤務外 勤務外 勤務外 待機チーム 

 出典: JICA 調査団 

 

(5) 料金体系（対距離料金制）及び料金徴収方法 

本事業の対象区間における料金体系については、TNRDC との協議の結果、彼らの方針に従い、

対距離料金制を採用することとした。なお、料金所は下記の事項を考慮の上、CPRR 本線西側及

び TPP Link Road 上の 2 か所に本線料金所を設置することで TNRDC と合意した。 

 料金所設置個所は土工部であること。 
 料金所ビルや駐車場を料金所の横に設置可能な十分なスペースが確保可能であること。 
 料金所広場のスペースが確保可能であること。 
 縦断勾配は 3％以下となる箇所であること。 
 料金所広場の端部から出入り口のランプまで、一定以上の距離を確保可能な個所であること。 
 立体交差個所から料金所広場のテーパー端まで 600ｍ以上の距離が確保可能な箇所であること

（IRC による）。 
 

2カ所の本線料金所を前提として、現金徴収及び ETCの場合それぞれについて、対距離料金制

での課金の考え方について検討した。図 8.2.4 にこのための説明図を示し、表 8.2.8 及び表 8.2.9
に検討結果を課金方法として整理する。図中の A～F のアルファベットは車両の走行区間及び課

金料金の関係を走行ケース別で説明することを目的として付与している。また、E は CPRR 本線

料金所、F は TPP Link Road 上の本線料金所を示す。 

なお、本対象区間には並走するサービス道路から本線に無料で出入可能な出入り口ランプが

多数存在するが、それらからの進入車両に対する通行料の取り扱いも表 8.2.8 及び表 8.2.9 に従う

ものとする。 

 
出典: JICA 調査団 

図 8.2.4 料金所位置及び課金方法の説明図 
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1）現金徴収の場合の課金方法 
現金徴収の場合の課金方法を走行ケース別に下表に示す。 

表 8.2.8 現金徴収：走行ケース別の課金方法 
終点 

起点 

A B C 

A - 

 E 料金所入口にて、全ての車

両に対して AC 分の料金を料

金徴収員が徴収し、領収書を

発行する。 
 F 料金所出口にて、車両が領

収書を保持しているか否かを

確認する。領収書を保持して

いる場合、車両をそのまま通

行させる。領収書を保持して

いない場合、料金徴収員が

CD+DB 分の料金を徴収す

る。 
 

 徴収額: AC 

 E 料金所入口にて、全ての車

両に対して AC 分の料金を料

金徴収員が徴収し、領収書を

発行する。  
 

 徴収額: AC 

B 

 F 料金所入口にて、全ての車

両に対して料金徴収員が

BD+DC 分の料金を徴収し、

領収書を発行する。 
 E 料金所出口にて、車両が領

収書を保持しているか否かを

確認する。領収書を保持して

いる場合、料金徴収員が AD-
DC (AD と DC の差額)分の料

金を徴収する。領収書を保持

していない場合、料金徴収員

が AC 分の料金を徴収する。 
 

 徴収額: BD+DA 

- 

 F 料金所入口にて、全ての車

両に対して BD+DC 分の料金

を料金徴収員が徴収する。 
 

 徴収額: BD+DC  

C 

 車両は領収書を保持していな

いため、E 料金所出口にて料

金徴収員が CA 分の料金を徴

収する。  
 

 徴収額: CA 

 車両は領収書を保持していな

いため、F 料金所にて料金徴

収員が CD+DB 分の料金を徴

収する。 
 

 徴収額: CD+DB 

- 

出典: JICA 調査団 

 

上記に示した課金方法であれば A から B への走行車両を除いて、全ての走行ケースにおいて

対距離課金が可能となる。なお、A から B への走行ケースについては、厳密には、図 8.2.4 に示

した D～C 区間（約 6km）及び D～B 区間（約 4km）の差分である約 2km 分相当の通行料が実際

の走行距離に対して多く課金されることになる。しかしながら、これを解決するためには、こ

の差額分の払い戻しを F 料金所出口にて料金徴収員によって手動で行う必要があり、出口渋滞が

発生する恐れがある。TNRDC と協議した結果、この差分については許容範囲であるとの

TNRDC の判断により、上表に示す課金方法を採用することで整理された。 
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2）ETC の場合の課金方法 
ETC の場合の課金方法を走行ケース別に下表に示す。 

表 8.2.9 ETC：各走行ケース別の課金方法 
終点 
 

起点 

A B C 

A - 

 E 及び F 双方の料金所に設置

されたアンテナが進入及び退

出時に車両のタグ ID を検知

し、クリアリングハウスにて

走行距離に応じた料金を課金

する。 

 徴収額: AD+DB 

 E 料金所に設置されたアンテ

ナが進入車両のタグ ID を検

知し、退出履歴が存在しない

ことから、AC 間の走行であ

ると判定し、クリアリングハ

ウスにて走行距離に応じた料

金を課金する。  

 徴収額: AC 

B 

 E 及び F 双方の料金所に設置

されたアンテナが進入及び退

出時に車両のタグ ID を検知

し、クリアリングハウスにて

走行距離に応じた料金を課金

する。 

 徴収額: BD+DA 

- 

 F 料金所に設置されたアンテ

ナが進入車両のタグ ID を検

知し、退出履歴が存在しない

ことから、BC 間の走行であ

ると判定し、クリアリングハ

ウスにて走行距離に応じた料

金を課金する。 

 徴収額: BD+DC 

C 

 E 料金所に設置されたアンテ

ナが退出車両のタグ ID を検

知し、進入履歴が存在しない

ことから、CA 間の走行であ

ると判定し、クリアリングハ

ウスにて走行距離に応じた料

金を課金する。  

 徴収額: CD+DA 

 F 料金所に設置されたアンテ

ナが退出車両のタグ ID を検

知し、進入履歴が存在しない

ことから、CB 間の走行であ

ると判定し、クリアリングハ

ウスにて走行距離に応じた料

金を課金する。 

 徴収額: CD+DB 

-  

出典: JICA 調査団 

ETC の場合、全ての走行ケースで対距離課金が可能となる。 
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 施工計画・調達計画・概算事業費積算 

9.1  DPR 事業費積算のレビュー（全区間） 

9.1.1 レビュー対象 

レビュー時点で受領していた DPR の積算パートは以下のとおりである。 

・DPR VOLUME VIII [COST ESTIMATE] / Rev: R0 (Submission for Approval at 09. Jan.2017) 

DPR の Main Report と Volume VIII [Cost estimate]は、記載内容や積算結果の多くに不一致が見

られた。本調査においては、新しい時期に発行された Volume VIII をレビュー対象とすることと

した。なお、Volume III は全区間を対象としており、Volume VIII の積算内訳に ITS component は
含まれていない。なお、TPP Link Road の線形変更に係るコストへの影響も反映した。 

表 9.1.1 DPR の積算項目 

単位: crore 
 土木工事費 土地収用費 その他費用 合計 

Main Report 6,175 4,855 921 / ITS設備費用 12,301 
350 / Minjur Bypass 

Volume VIII 6,508 4,951 68 / 移設費 11,528 
出典: DPR を基に JICA 調査団作成  

9.1.2 DPR 事業費総括 

表 9.1.2 土木工事直接工事費 
番号 摘要 合計 Rs. % 

A 道路工 40,210,372,627 67% 
1 現場整理工 284,592,656 0% 

2 土工・地盤改良工 12,198,573,710 20% 

3 路盤工 3,331,745,672 6% 

4 表層舗装工 5,204,298,360 9% 

5 排水工 4,042,577,426 7% 

6 擁壁工 5,693,320,374 10% 

7 交通安全施設工 4,375,290,564 7% 

8 付帯工（トラック駐車帯・出入ランプ・PA) 809,595,539 1% 

9 JCT / 交差点 3,119,450,566 5% 
10 植栽工 38,289,570 0% 
11 道路照明工 912,586,585 2% 
12 建設中迂回路 200,051,605 0% 
B 構造物工 19,357,114,231 32% 
13 主要橋梁 2,798,518,388 5% 

14 小規模橋梁 1,559,810,833 3% 

15 インターチェンジ 6,171,345,278 10% 

16 鉄道跨線橋 1,768,355,375 3% 

17 アンダーパス 6,043,789,411 10% 

18 カルバート 1,015,294,946 2% 
C EMP   

19 EMP 費用 140,005,800 0% 
 工事費 合計 (A)+(B)+(C ) 59,707,492,658 100%

出典: DPR VOLUME VIII 
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9.1.3 DPR の事業費の工種比率 

以下に DPR の工種別の構成比率を示す。 

 

Unit: Crore (INR) 

 

TOTAL PROJECT COST 
(11,528 Crores)  

ROAD WORKS PROPOTION  

STRUCTURE WORKS PROPOTION 

出典: DPR を基に JICA 調査団作成  

図 9.1.1 DPR の事業費の構成比率 
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表 9.1.3 DPR の区間１から 5 までの積算結果 

 

出典: DPR を基に JICA 調査団作成

Bill
Nos.

Description

A ROAD WORKS

1 Site Clearance 6,205,789 0% 0% 3,129,327 0% 0% 9,335,116 0% 0% 7,040,177 0% 0% 42,930,340 0% 0% 215,319,269 4% 6% 9,967,754 0% 0% 284,592,656 0% 1%

2
Earth  Work  Excavation,  Embankment
Construction and Ground Improvement

2,658,819,921 28% 42% 515,951,318 27% 45% 3,174,771,239 28% 42% 3,182,121,176 23% 31% 2,402,857,548 14% 26% 885,525,601 16% 24% 2,553,298,146 21% 27% 12,198,573,710 20% 30%

3 Sub-base and base courses 468,985,026 5% 7% 106,533,932 5% 9% 575,518,958 5% 8% 688,613,804 5% 7% 852,522,952 5% 9% 408,615,290 7% 11% 806,474,668 6% 9% 3,331,745,672 6% 8%

4 Bituminous bases and surface courses 718,252,758 8% 11% 164,631,918 8% 14% 882,884,676 8% 12% 1,137,253,287 8% 11% 1,227,903,635 7% 13% 875,446,555 16% 24% 1,080,810,207 9% 11% 5,204,298,360 9% 13%

5 Drainage works 329,528,750 4% 5% 41,707,610 2% 4% 371,236,360 3% 5% 1,244,880,050 9% 12% 1,205,553,510 7% 13% 0% 0% 1,220,907,506 10% 13% 4,042,577,426 7% 10%

6 Protection works 698,194,135 7% 11% 33,749,642 2% 3% 731,943,777 6% 10% 2,049,936,401 15% 20% 1,460,113,489 9% 16% 0% 0% 1,451,326,707 12% 15% 5,693,320,374 10% 14%

7
Traffic signs, Markings  and other road
appurtenances

742,981,737 8% 12% 164,784,523 8% 14% 907,766,260 8% 12% 940,785,096 7% 9% 946,434,615 6% 10% 534,294,546 10% 15% 1,046,010,047 8% 11% 4,375,290,564 7% 11%

8 Road side amenities 172,854,054 2% 3% 21,374,351 1% 2% 194,228,405 2% 3% 198,588,934 1% 2% 212,465,283 1% 2% 0% 0% 204,312,917 2% 2% 809,595,539 1% 2%

9 Junctions & Intersections 355,488,357 4% 6% 44,485,521 2% 4% 399,973,878 4% 5% 709,633,011 5% 7% 650,134,382 4% 7% 548,027,495 10% 15% 811,681,800 7% 9% 3,119,450,566 5% 8%

10 Landscaping and Arboriculture 7,875,500 0% 0% 1,538,650 0% 0% 9,414,150 0% 0% 7,728,480 0% 0% 8,345,520 0% 0% 5,346,720 0% 0% 7,454,700 0% 0% 38,289,570 0% 0%

11 Highways Lighting 163,791,154 2% 3% 32,969,802 2% 3% 196,760,956 2% 3% 144,003,244 1% 1% 195,668,296 1% 2% 160,880,678 3% 4% 215,273,411 2% 2% 912,586,585 2% 2%

12
Temporary           Diversion           during
construction

31,614,886 0% 0% 5,654,283 0% 0% 37,269,169 0% 0% 51,552,918 0% 0% 46,024,648 0% 0% 18,167,281 0% 0% 47,037,589 0% 0% 200,051,605 0% 0%

Sub Total (A) 6,354,592,067 68% 100% 1,136,510,877 58% 100% 7,491,102,944 66% 100% 10,362,136,578 75% 100% 9,250,954,218 55% 100% 3,651,623,435 66% 100% 9,454,555,452 76% 100% 40,210,372,627 67% 100%

B STRUCTURES

13 Major bridges 1,143,351,126 12% 38% 0% 0% 0% 0% 833,420,293 6% 25% 821,746,969 5% 11% 0% 0% 0% 0% 2,798,518,388 5% 14%

14 Minor bridges 96,658,172 1% 3% 14,545,716 1% 2% 111,203,888 1% 3% 356,306,865 3% 11% 24,851,294 0% 0% 0% 0% 1,067,448,786 9% 37% 1,559,810,833 3% 8%

15 Interchanges 0% 0% 0% 0% 0% 0% 798,328,752 6% 24% 4,913,149,207 29% 66% 0% 0% 459,867,319 4% 16% 6,171,345,278 10% 32%

16 Road over bridges 625,768,997 7% 21% 620,152,504 32% 77% 1,245,921,501 11% 33% 0% 0% 522,433,874 3% 7% 0% 0% 0% 0% 1,768,355,375 3% 9%

17 Vechicular Underpasses 850,398,342 9% 28% 132,055,576 7% 16% 982,453,918 9% 26% 1,076,374,301 8% 32% 913,207,670 5% 12% 1,866,531,163 34% 100% 1,205,222,359 10% 41% 6,043,789,411 10% 31%

18 Culverts 277,079,095 3% 9% 37,722,911 2% 5% 314,802,006 3% 8% 281,602,016 2% 8% 228,022,862 1% 3% 0% 0% 190,868,062 2% 7% 1,015,294,946 2% 5%

Sub Total (B) 2,993,255,732 32% 100% 804,476,707 41% 100% 3,797,732,439 34% 100% 3,346,032,227 24% 100% 7,423,411,876 44% 100% 1,866,531,163 34% 100% 2,923,406,526 24% 100% 19,357,114,231 32% 100%

C EMP

19 Cost for EMP implementation 24,290,569 0% 4,892,981 0% 29,183,550 0% 23,856,800 0% 36,241,150 0% 20,705,300 0% 30,019,000 0% 140,005,800 0%

Construction  Cost Total
(A)+(B)+(C )

9,372,138,368 100% 1,945,880,565 100% 11,318,018,933 100% 13,732,025,605 100% 16,710,607,244 100% 5,538,859,898 100% 12,407,980,978 100% 59,707,492,658 100%

Say in Crores 937 195 1,132 1,373 1,671 554 1,241 5,971

D LUMPSUM PROVISIONS

20
Project Management charges at 4 % on
Construction cost

374,885,535 77,835,223 452,720,758 549,281,024 668,424,290 221,554,396 496,319,239 2,388,299,707

21 Labour Welfare fund@1.0 % 93,721,384 19,458,806 113,180,190 137,320,256 167,106,072 55,388,599 124,079,810 597,074,927

22 Quality Control at 1% 93,721,384 19,458,806 113,180,190 137,320,256 167,106,072 55,388,599 124,079,810 597,074,927

23 Contingencies at 3.0% 281,164,151 58,376,417 339,540,568 411,960,768 501,318,217 166,165,797 372,239,429 1,791,224,779

Total ( D ) 843,492,454 175,129,252 1,018,621,706 1,235,882,304 1,503,954,651 498,497,391 1,116,718,288 5,373,674,340

Total (A+B+C+D) 10,215,630,822 2,121,009,817 12,336,640,639 14,967,907,909 18,214,561,895 6,037,357,289 13,524,699,266 65,081,166,998

Say in Crores 1,022 212 1,234 1,497 1,821 604 1,352 6,508

E LA & RR

24 Land Acquisition 9,988,052,569 2,011,947,431 12,000,000,000 3,950,000,000 22,650,000,000 9,950,000,000 48,550,000,000

25 Resettlement & Rehabilitation Cost 202,642,744 40,819,424 243,462,168 67,504,770 408,399,675 243,462,168 962,828,781

Sub Total (E) 10,190,695,313 2,052,766,855 12,243,462,168 4,017,504,770 23,058,399,675 10,193,462,168 49,512,828,781

F UTILITY SHIFTING

26 TANGEDCO Cost 179,255,200 63,851,040 243,106,240 78,112,842 85,767,158 79,255,200 486,241,440

27 TWAD Cost 26,738,600 5,347,720 32,086,320 15,575,074 18,052,926 26,738,600 92,452,920

28 BSNL Cost 22,758,570 4,551,714 27,310,284 21,872,087 25,351,737 22,758,570 97,292,678

228,752,370 73,750,474 302,502,844 115,560,003 129,171,821 128,752,370 675,987,038

GRAND TOTAL (A+B+C+D+E+F) 20,635,078,505 4,247,527,146 24,882,605,651 19,100,972,682 41,402,133,391 6,037,357,289 23,846,913,804 115,269,982,817

Say in Crores 2,064 425 2,489 1,910 4,140 604 2,385 11,528

Section 1 Section 1 Link Total in Rs.Section 5Section 4Section 3Section 2Section 1 Total
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9.1.4 工事単価の設定と各セクションへの適用状況  

DPR で単価設定がされている工種は多岐に亘り、下記の通り全体で 470 の工種がある。 

 
表 9.1.4 工事単価の設定と各セクションへの適用状況 

分類 主要工種 
工種
の数

各区間への適用有無 
1 Link 2 3 4 5 

1 現場整理工 伐開除根 10 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

2 土工・地盤改良工 掘削、盛土、路床、ジオテキスタイル 5 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

3 路盤工 粒状路盤、粒度調整砕石 3 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

4 表層舗装工 
プライムコート、タックコート、高密度瀝
青マカダム、ビチューメンコンクリート 

5 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

5 排水工 練石積側溝、道路側溝、縦排水 10 ✓ ✓ ✓ ✓  ✓ 

6 擁壁工 掘削、鉄筋／無筋コンクリート、鉄筋工 6 ✓ ✓ ✓ ✓  ✓ 

7 交通安全施設工 
歩道、カーブ、標柱、舗装マーキング、
サインボード、視線誘導灯、ガードレー
ル 

20 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

8A 
付帯工（トラック駐車
帯) 

土工、舗装、柱、照明  25 ✓ ✓ ✓ ✓  ✓ 

8B 付帯工（出入ランプ) 土工、舗装、柱、照明  23 ✓ ✓ ✓ ✓  ✓ 

8C 付帯工（PA) 土工、舗装、柱、照明、 植生、植樹 34 ✓  ✓ ✓  ✓ 

9A JCT / 交差点（JCT） 土工、舗装、柱、照明  31 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

9B 
JCT / 交差点（交差
点） 

土工、舗装、柱、照明  29 ✓  ✓ ✓ ✓ ✓ 

10 植栽工 植栽と維持管理 2 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

11 道路照明工 照明柱、LED、制御システム 5 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓  

12 建設中迂回路 仮設迂回路 1 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

13 構造物工-主要橋梁 
RCC 杭, 下部工、上部工、斜面保護
工、アプローチ区間の各種土工  

42 ✓  ✓ ✓   

14
A 

構造物工- 主要橋梁
内の小規模橋梁区間

RCC 杭、、下部工、上部工、斜面保護
工 

25   ✓    

14
B 

構造物工- 小規模橋
梁 

RCC 杭、、下部工、上部工、斜面保護
工 

29 ✓  ✓ ✓  ✓ 

14
C 

構造物工- ボックタイ
プの小規模橋梁 

土工、鉄筋／無筋コンクリート, 鉄筋 15  ✓ ✓    

15 
構造物工- インターチ
ェンジ 

土工、鉄筋／無筋コンクリート, 鉄筋 39   ✓ ✓  ✓ 

16 構造物工- ROB 
土工、鉄筋／無筋コンクリート、ジオテ
キスタイル、高強度塩グリッド、鋼構造
物 

18 ✓ ✓  ✓   

17
A 

構造物工- アンダー
パス（主要橋梁内） 

土工、杭、鉄筋／無筋コンクリート、
PVC パイプ、補強土壁 

29   ✓    

17
B 

構造物工- アンダー
パス 

土工、杭、鉄筋／無筋コンクリート、
PVC パイプ、ジオテキスタイル 

37 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

18 構造物工- カルバート
再構築工、土工、杭、, 鉄筋／無筋コン
クリート 

27 ✓ ✓ ✓ ✓  ✓ 

 470  

出典: JICA 調査団  
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9.1.5 DPR 単価のレビュー 

(1) 単価設定根拠 

DPR 積算単価の主要工種のうち、主に道路工は「Tamil Nadu Highways Dept. SOR 2016-2017」、
構造物工は「Tamil Nadu PWD SOR 2016-2017」がそれぞれ適用されている。SOR に記載のない工

種は市場価格に拠るとされている。DPR の原単価の単価根拠を下表に示す。 

表 9.1.5 DPR 積算の単価設定根拠 

項目 根拠 

材料費 砂、砂利、砕石、セメント、

レンガ 
Highway Department SOR 2016-2017 
Tamil Nadu PWD SOR 2016-2017 

ビチュメン、乳剤 IOCL (Indian Oil Corporation Ltd.) latest 
rates of Chennai refinery 

労務費 Tamil Nadu PWD SOR 2016-2017 

機械費 主要機材 MORTH design data book including 
escalation of 5%/year calculated from 
2001-2002 up to 2016-2017 

上記に未記載の機材 Market rates 

出典: JICA 調査団  

 

ただし、2017 年 12 月時点で、DPR Volume VI [Rate Analysis]が調査団に提供されておらず、各

単価の設定根拠が不明であった。このため、本調査の単価レビューは上記設定根拠の資料を参

考にし、単価設定に明らかな誤りがないかを確認することとした。 

 

(2) 主要工種の単価の妥当性 

全体の事業費にかかる割合の高い客土や鉄筋などの主要工種に対して、MORTH Standard 
DATA Book の積算資料を元に単価の積み上げ(2016 年時点)を行った。それぞれの単価を比較して

DPR の単価設定の妥当性を評価した結果、いずれも大きな乖離がないことから DPR に明らかな

誤りはないと判断した。 

表 9.1.6 主要工種の単価比較 

Item 
Total 
Cost 

Share 
Unit

Unit Price 

(1) 
DPR 

(2) 
Rebuild for 

Review 

Ratio 

(1) / (2) 

Filling with approved earth from 
borrow areas 

14.1% Cum 514 594 
87% 

Providing and laying bituminous 
concrete 

2.4% Cum 6,878 7,555 
91% 

Providing and laying dense graded 
bituminous macadam 

5.7% Cum 6,305 6,661 
95% 

W shaped metal beam crash barrier 5.4% m 4,581 4,686 98% 

SD Reinforced steel 14.2% ton 65,122 74,649 87% 

Reinforced Earth Facia wall in 
approached 

3.9% Sqm 5,150 5,066 
102% 

出典: JICA 調査団  
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9.1.6 DPR 単価の更新 

(1) DPR 単価の更新 

毎年更新版が発行されている PWD SOR の FY2016/17 と FY2017/18 を比較すると、概ね以下の

一定比率で物価上昇している。 

表 9.1.7 PWD SOR での物価上昇率（FY2016/17 と FY2017/18 比較） 

出典: JICA 調査団  

(2) 事業費積算の更新 

SOR の物価上昇比率を基に積算基準年を 2016 年から調査時点の 2017 年に更新した。 

9.2  タミル・ナド州の調達事情 

9.2.1 調達事情の概要 

(1) チェンナイの道路整備 

チェンナイは、隣接州都や商業中心地などと幹線道路で接続しているタミル・ナド州の州都

であり、都市圏にふたつの主要港と空港がある。とりわけ道路交通ネットワークは経済活動の

みならず日常の市民生活において重要な役割を担っており、ますます整備需要は伸びると考え

られる。また、慢性的な渋滞が深刻なこの地域では、幹線道路の整備に加え、ITS の導入による

改善効果も見込まれる。これらの道路インフラの整備が、都市内のみならず都市間の安定した

物流を支える効果的な手段として期待される。 

(2) 調達事情 

タミル・ナド州では高等教育機関への進学率が 2017 年時点で全国平均の 24.5%を上回って

44.3%まで到達している。州内には工学、経営、法律などの学位を与える教育機関も増えており、

多岐に亘り教育された労働者が多くなっていることを物語っている。同様に、電気・機械部門

等においても履修証書を出す教育機関もあり、機械メーカーや配管、電気工事などの経験が求

められる熟練工の需要に対しても、一定量の人材を輩出できる状況にある。このように、州内

における基本的な技術力を有する人材や熟練工の調達は特段支障がないと考えられる。 

1）労働の管轄機関と関係法規 
インドで制定された労働法は国際労働機関（ILO）の条件に即したものである。その主な特徴

を示すと、1 日の 大労働時間の制限、 低賃金の設定による労働者の保護、労働者の健康管理

に寄与する国家保険制度、労働組合の設置、類似業種における同水準の賃金体系、怪我や死亡

の際の補償などが挙げられる。 

雇用契約には次に関する規定があり、契約法や関連する各種労働法が適用される。 

 契約期間 

 労働時間 

 転勤を許容する場合の措置 

種別 項目 (FY2017/18) 
 / (FY2016/17) 

労務費 - 110 % 

材料費 レンガ・タイル 104 % 
砕石をはじめとした道路建設材料 105 % 
石灰、木材など 100 % 
鋼材、鉄材など 105% 

工種 現場整理費、撤去費、砕石･発破、土工、 
コンクリート、レンガや練石積み工など 

110% 
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 通勤費の補助 

 家賃補助 

 年次休暇 

従業員に与えられる休日の日数は年初に勤務先により決定され、政府もまた新年が始まる前

に年間の祝日を発表することとなっている。 

労働に関する法律を下表に示す。 

表 9.2.1 労働契約関連法令 

中央労働法（タミル・ナド州でも有効） 州令（タミル・ナド州発令） 

 The Workmen's Compensation Act 1923 

 The Trade Unions Act 1926 

 The Payment of Wages Act 1936 

 The Industrial Employment (Standing Order) 
Act 1946 

 The Industrial Disputes Act 1947 

 The Minimum Wages Act 1948 

 The Plantations Labour Act 1951 

 The Working Journalists and Other Newspaper 
Employees (Conditions of Services & 
Miscellaneous Provisions) Act 1955 

 The Motor Transport Workers Act 1961 

 The Maternity Benefit Act 1961 

 The Payment of Bonus Act 1965 

 The Beedi And Cigar Workers (Conditions of 
Employment) Act 1966 

 The Contract Labour (Regulation and 
Abolition) Act 1970 

 The Contract Labour (Regulation and 
Abolition) Central Rules, 1971 

 The Payment of Gratuity Act 1972 

 The Equal Remuneration Act 1976 

 The Sales Promotion Employees (Conditions of 
Service) Act 1976 

 Standards of Weights and Measures Act 1976 

 Standards of Weights and Measures (Packaged 
Commodities) Rules 1977 

 Interstate Migrant Workmen (Regulation of 
Employment and Conditions of Service) Act 
1979 

 The Cine Workers and Cinema Theatre 
Workers (Regulation of Employment) Act 1981

 The Standards of Weights and Measures 
(Enforcement) Act 1985 

 The Child Labour (Prohibition and Regulation) 
Act 1986 

 Building and Other Construction Workers 
(Regulation of Employment and Conditions of 
Service) Act, 1996 

 The Tamil Nadu Shops and Establishments 
Act, 1947 

 The Tamil Nadu Catering Establishments 
Act 1958 

 The Tamil Nadu Industrial Establishments 
(National and Festivals Holidays) Act 1958 

 The Tamil Nadu Labour Welfare Fund Act 
1972 

 Tamil Nadu Contract Labour (Regulation and 
Abolition) Rules, 1975 

 The Tamil Nadu Industrial Establishments 
(conferment of Permanent Status to 
Workmen) Act 1981 

 The Tamil Nadu Payment of Subsistence 
Allowance Act, 1981 

 The Tamil Nadu Manual Workers 
(Regulation of Employment and Conditions of 
work) Act, 1982 

 Tamil Nadu Building and Other Construction 
Workers (Regulation of Employment and 
Conditions of Service) Rules, 2006 

出典：JICA 調査団 
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2）建設会社の規模と建設機械の保有状況 
近年、インド全土において急速に交通インフラや住宅の開発整備が進み、各主要都市におけ

る建設会社の数も増加傾向にある。建設会社は大企業から個人経営まで多種多様である。道路

建設や建築に用いられる主要な建設機械は、州内でのリースあるいは購入することができる。

規模の大きい建設会社の多くは、自社においてプロジェクトに必要な建機を保有しており、将

来的なインフラ整備需要の拡大に備えている。 

3）労働時間、労働習慣、休日 
企業により多少の差はあるが、標準勤務時間は一般的に午前 9 時から午後 5 時までである。た

だしプロジェクト毎に設定された目標や進捗状況によってはチーム編成や労働時間を変動させ、

3 交代制での従事も行われている。ただし企業における管理部門の活動は基本的に標準営業時間

内に限られる。 

一般に建設業界においては労働組合活動が組織化されていない。よって、他の産業に従事す

る労働者と同等の裨益は受けにくいのが現状である。 

民間企業では、通例、年間 10日の有給休暇が与えられる。また、共和国記念日（1月 26日）、

独立記念日（8 月 15 日）、ガンジー生誕日（10 月 2 日）は、国民の祝日に指定されている。 

4）労働者・熟練工の調達難度 
世界的な例に漏れず、インドでも若年層を中心に地方から都市部への移住が増えており、近

年ますます顕著になっている。都市の生活水準も恵まれているとは言い切れないにも拘らず、

農業から離れる傾向は依然として強く、農業分野の衰退にも繋がっている。これらの地方出身

の農業従事者を建設業に活用するとしても、熟練工としての配置は難しい。とりわけ大規模プ

ロジェクトにおいては事前の職業訓練が必要となる。 

ただし、前述したように都市部の教育水準の高まりから、州内における一般技能労働者の調

達は難しくはない。 

5）建設機材・資材の調達、輸送手段、現地代理店の有無など 
タミル・ナド州において一般的な建設資機材（ダンプトラック、バックホウ、クレーン、ロ

ーダー、アスファルトプラント、フィニッシャー、ロードローラー、杭打ち機、プレストレス

製作工場など）はすべて調達可能である。 

道路や橋梁を建設する主要な資材である骨材、砂、セメント、スチールなどは州内での調達

が可能である。ただし砂の採取については留意すべき点がある。2017 年、民間業者の無秩序な

砂の採取活動によって水域に影響を与え、護岸や橋梁基礎に悪影響を及ぼすことが報じられた。

このため政府は主要河川水域の一部における砂の採取を禁止した。さらに政府は国外からの砂

の輸入を推奨する政策をとったため、タミル・ナド州の隣州を含めた地域の砂の供給量は制限

されるとともに砂の価格上昇が起きている。将来的にも砂の調達価格には変動が予想される。 

また、湿地帯・軟弱地盤地域における建設機械や ITS のセンサー類、測定機器の一部は、国内

での調達が困難であり輸入による調達が必要である。輸入調達を行う際、事前に政府の許認可

を取得する必要がある。州内には請負業者に代わって手続きを行う代理店も存在する。よって、

必要物資の輸入調達は、政府機関の認証を得た輸入代理店を活用するか、請負業者が直接輸入

するケースがある。 

(3) 税制 

インドでは近年まで消費税や関税、中央および州の営業税、付加価値税やサービス税など商

業分野における多岐に亘る税金の種類が存在していた。2017年 7月 1日より、商業分野の主要税

が GST（Goods and Services Tax）に統一され、物品やサービスなどすべての取引項目をカバーす

る税制が全国的に導入された。税率は対象物の種別により主に 5 つ（0％、5％、12％、18％、

28％）に分類されている。ただし個人あるいは法人に課せられていた所得税は以前と同様であ

る。 
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表 9.2.2 GST の税率の主な種別 
 Goods Service 

非課税 
(0%) 

肉、魚、牛乳、果物、野菜、小麦粉、パン、塩、穀物など 

切手、新聞など 

Rs 1,000 未満のホテル、 

保全遺跡入場料など 

(0.25%) 未処理のダイヤモンド鉱石など  

5% 加工食品、乳製品の一部、冷凍野菜、紅茶、スパイスなど レストランでの食事、Rs 7,500 未満の

ホテル、輸送サービス（鉄道、航空輸

送）など 

12% 冷凍肉、乳加工製品、ドライフルーツ、動物性油脂、加工肉製

品、フルーツジュース、ケチャップ、ソースなどの食用品など 

携帯電話、カトラリー、医薬品、試薬など 

歯磨き粉、傘、眼鏡などの日用品、屋内ゲームなど 

Rs 1000 以上の衣料品など 

州営の宝くじ、エアコンなしのホテ

ル、ビジネスクラス航空券、肥料、雇

用契約など 

18% 消耗品、菓子、調味料、ミネラルウォーターなど 

Rs500 以上の履物 

カメラ、スピーカー、モニター、プリンター（複合機以外）、変圧

器、CCTV、光ファイバーなど 

RS 7500 以上のホテル、通信サービ

ス、IT サービス、ブランド衣料品およ

び金融サービスを提供するホテルの敷

地内のレストラン、屋外ケータリング

など 

28% 給湯器、食器洗い機、体重計、洗濯機、掃除機、自動車、オート

バイ、自動販売機などを含む 50 の贅沢品、嗜好品 
私営宝くじ、競馬、映画など 

出典：The Times Of India および The Economic Times 記事を基に JICA 調査団作成 

(4) 輸入関税 

通関や関税はインド国内の法律で規定され、課税額は輸入物品の内容に依存する。関税及び

関連制度の所管は財務省中央物品関税局（Department of Revenue, Ministry of Finance）の関税局長

（The Chief Commissioner of Customs）にある。通関手続きを実施する機関も存在する。 関税に関

連する主な法律を以下に示す。 

 

 Customs Act, 1962 

 Customs Tariff act, 1975 

 Foreign Trade Act, 1992 

 Taxation law, 2006. 

 

9.2.2  調達事情がプロジェクトに及ぼす影響、および留意点 

CPRR に予定される土木工事は、外環状道路やチェンナイバイパスといった高規格道路と類似

した水準の工事により構成されるため、実施組織による経験や地場の建設業者にとって特段難

度の高い内容は見込まれない。一方で、CPRR および市内の ITS 導入に関しては、当地での類似

事例がなく機器の設置や効果的な運用にも不慣れであるため、円借款事業を通じたプロジェク

ト管理や技術支援が必須とされる。 
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9.3  CPRR 建設事業の積算（区間１） 

9.3.1 調達および施工計画 

(1) 概要 

CPRR の全区間のうち、円借款供与対象に も適した優先区間として、区間１が選定された。

前節に示したように、CPRR の土木工事は周辺で開発される外環状道路やチェンナイバイパス等

の幹線道路とほぼ同等の規模であり、現地実施機関およびローカル業者にとって特段に難易度

のある工事は想定されない。ただし、路線沿いに設置される HTMS や TMS といった ITS 機器に

関しては、円借款事業において適切な運用、維持管理のあり方を指導していく必要がある。 

(2) 実施スケジュール 

実施スケジュールを次頁に記載する。 
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出典： JICA 調査団 

図 9.3.1 CPRR（区間１）の事業スケジュール 
 

 

 

Month
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1

1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1
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1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

30
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

24
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

39
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

Procurement of Consultants 12

0 0 0 0
Land Acquisition

     Construction Supervision Works (ITS) 24

0

  (OM of ITS) 0

     Operation and Maintenance Works (ITS) 39

0

     Construction Supervision Works (Civil) 30

0

5

ITS (Section-1)

0 0 0 7 12

10 12 12

5 0 0

ITS OM (Section-1)

0 0 0 0 0

0

18

Civil (Section-1)

0 0 4 12 12

4 11 3 0 0

02 0 0

  (BD/TA/CS of ITS) 0

     Basic Design Works (ITS) 6

     Tender Assistance Works (ITS) 15

0

Consulting Services
 (Main road of Section-1)

0

  (DD/TA/CS of Civil Works) 0

     Detailed Design Review (Civil) 4

     Tender Assistance Works (Civil) 12

0

Pledge 1

Signing of Loan Agreement 1

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

Trail Operation for ATMS (3 months)

Trail Operation for TMS (3 months)

DLP(12 months)
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Trail Operation for ATMS (3 months)

Trail Operation for TMS (3 months)

DLP(12 months)

DLP(12 months)
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9.3.2  区間 1 の概略事業費積算 

本節では、CPRR のうち実施の優先度が高く円借款対象として選定された区間 1 整備事業につ

いての概略事業費の検討結果を示す。 

(1) 事業費の構成 

 

出典： JICA 協力準備調査 設計・積算マニュアルを元に JICA 調査団作成 

図 9.3.2 事業費の構成 
 

 

 

事業監理費

建設調達費

設計監理費

予備費

⾦利

関税・税⾦

維持監理費

⼟地収⽤費

補償費

環境配慮審査費

施⼯監理費

建設費

物理的予備費

建中⾦利

フロント・エンド・フィー

事業費

準備費
撤去費

補償

移転先⼯事費

機材調達費

設計監理費

機材設計費

ソフトコンポーネント

技術訓練費

物価上昇費

詳細設計費
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(2) プロジェクトコストの内容および円借款対象範囲 

 

表 9.3.1 事業費の費用項目と資金協力の対象範囲 

費用項目 内容 円借款 GOI 

事業監理費    相手国政府事業実施機関等の事業執行管理に

要する費用 

  詳細設計図書の照査・承認、施主としての施工

監理（現場視察、各種検査立会い、設計変更等

の承認、事務管理、会議等）等に要する費用 

 ✓ 

準備費 
 

土地収用費  ROW 内の土地収用費用 

 
 ✓ 

補償費 
 

 土地収用・工事用迂回路確保等に伴う住民移

転、環境保護等で発生する「補償」にかかる費

用 

 

 ✓ 

撤去費  既存の施設や構造物の撤去費用 ✓ ✓ 

環境配慮審査費 
 

 JICA 環境社会配慮マニュアル及び先方政府の

環境影響評価に関する法律を遵守して、先方

政府が環境社会配慮を適切に実施することを

支援する経費 

 ✓ 

建設調達費 
 

建設費 
 

 CPRR の建設費用、ITS 設備の据付費用 ✓  

機材調達費 
 

 ITS 機材の管理費を含めた調達費用 ✓  

設計監理費 
 

詳細設計費 
 

 設計及びと入札図書作成等に係るコンサルタン

トの技術サービスの費用 
✓  

施工監理費 
 

 事業実施段階の施工監理に係るコンサルタント

の技術サービスの費用 
✓  

予備費 
 

物価上昇費 
 

 建設中の物価上昇をカバーするため費用 ✓  
物理的予備費 
 

 概略設計の精度、施工条件の変化、調査時点

で予期できない事項等の不確定要素をカバー

するための費用。 
✓  

金利 
 

建中金利 
 

 建設期間中に発生する円借款の金利  ✓ 
フロント・エンド・フ

ィー 
 円借款供与時に供与金額の 0.2％を徴収し、目

標期日の前に貸付完了を達成した場合は 0.1％

を遡及的に免除する 

 ✓ 
関税・税金 
 

   資機材の調達等の際にかかる関税・税金  ✓ 
維持監理費 
 

   施設や設備・機材の引渡し後に所有者となる相

手国政府側が負担する、当該施設の運営や設

備・機材の維持管理・更新のための費用 
✓ ✓ 

出典： JICA 協力準備調査 設計・積算マニュアルを元に JICA 調査団作成 
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(3) 積算条件 

1）積算条件一覧 
積算の前提となる基本条件を以下に示す。 

 
表 9.3.2 CPRR（区間 1）に関する積算の基本条件 

項目 積算条件 

為替レート 
USD = JPY 106.0  
USD = INR 65.6
INR = JPY 1.62

物価上昇率 
外貨 (JPY)：1.83% 
内貨 (INR)：4.13% 

物理的予備比率  
建設費：10.0% 
コンサルタント費：5.0% 

積算基準年 2018 年 

コンサルタント基本報酬 
専門家(A)：JPY 3,246,000  
専門家(B)：INR 389,259  
補助要員：INR 50,000  

事業管理費率 3.0% 

建中金利比率 
建設費：1.50% 
コンサルタント費 0.01% 

フロント・エンド・フィー 0.2% 

税率 
GST 18.0%
輸入関税 0.00% 

出典： JICA 調査団 

 

2）物価上昇率 
物価上昇は事業実施期間中の各年度に建設費・コンサルタント費に対して加算し、物価上昇

率は以下に示す算式で求める。  

  ((1 + A) ^ (B - C)) -1 

A: 基準比率 (F/C: 1.83%, L/C: 4.13%) 

B: 対象年度 

C: 基準年 (2018) 

上記にて計算された年度別の物価上昇率一覧を以下に示す。 

表 9.3.3 年度ごとの物価上昇率 

通貨区分 
物価上昇率 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026
外貨 1.8% 3.7% 5.6% 7.5% 9.5% 11.5% 13.5% 15.6%
内貨 4.1% 8.4% 12.9% 17.6% 22.4% 27.5% 32.7% 38.2%

出典： JICA 調査団 

 

3）輸入関税 
全ての資機材は国内で調達可能であるため、現段階で CPRR 建設事業にかかる関税は想定して

いない。 
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(4) 概略事業費積算 

事業費全体を JICA アプレーザル評価書の様式に再編成し、下表に円建てで整理した。 
 
1）コンサルタント費 
下表の通りコンサルタント費を積み上げた。 

 
表 9.3.4 CPRR（区間１）のコンサルタント費内訳 

 
出典： JICA 調査団 

 

  

Combined
Total

Unit Qty. Rate Amount Rate Amount ('000)
('000) ('000) JPY

A Remuneration

1 Professional (A) for Civil M/M 194.0 3,246,000 629,724 0 0 629,724
Professional (A) for ITS M/M 240.0 3,246,000 779,040 0 0 779,040

2 Professional (B) for Civil M/M 398.5 0 0 389,259 155,120 251,294
Professional (B) for ITS M/M 243.0 0 0 389,259 94,590 153,236

3 Supporting Staffs M/M 968.0 0 0 50,000 48,400 78,408

Subtotal of A 1,408,764 298,110 1,891,702

B Direct Cost

1 International Airfare Trip 72 396,000 28,644 0 28,644

2 Domestic Airfare 359 0 16,296 5,842 9,464

3 Domestic Travel 0 0 0 0 0

3 Accommodation Allowance (Pro-A) Month 434 396,000 171,864 244,444 171,864
(Pro-B) Month 641.5 0 81,481 52,270 84,678

(SS) Month 968.0 0 40,741 39,437 63,888

4 Vehicle Rental Month 358.5 0 122,222 43,817 70,983

5 Office Rental Month 90.0 0 203,704 18,333 29,700

6 International Communications Month 90.0 0 20,370 1,833 2,970

7 Domestic Communications Month 90.0 0 2,037 183 297

8 Office Supply Month 90.0 0 101,852 9,167 14,850

9 Office Furniture and Equipment Month 90.0 0 101,852 9,167 14,850

10 Report Preparation for Civil Month 90.0 0 101,852 9,167 14,850
Report Preparation for ITS Month 0.0 0 0 0

11 Overseas Training Cost LS 1.0 3,960,000 3,960 0 3,960

12 Topographic Suvey LS 1.0 0 4,277,778 4,278 6,930

13 Geotechnical Survey LS 1.0 0 7,590,000 7,590 12,296

14 Traffic Survey LS 1.0 0 407,407 407 660

15 Hydrological Survey LS 1.0 0 814,815 815 1,320

16 Material Availability Survey LS 1.0 0 1,629,630 1,630 2,640

17 Social /Environmental  Survey LS 1.0 0 3,055,556 3,056 4,950

18 Survey for ITS Works LS 1.0 0 26,481,481 26,481 42,900

19 Hotel Cost during DLP for Civil MM 1.0 396,000 396 0 396
Hotel Cost during DLP for Civil MM 2.0 396,000 792 0 792

Subtotal of B 205,656 233,473 583,882

Total 1,614,420 531,583 2,475,584

INR(JPY)
Local PortionForeign Portion
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2）建設費 
下表の通り CPRR（区間１）の建設費を積み上げた。 

 

表 9.3.5 CPRR（区間１）の建設費 

   
出典： JICA 調査団 

Civil (Section-1)

I. ROAD WORKS

1. Site Clearance

2. Earth Work Excavation, Embankment
Construction and Ground Improvement

3. Sub-base and base courses

4. Bituminous bases and surface
courses

5. Drainage works

6. Protection works

7. Traffic signs, Markings and
other road appurtenances

8. Road side amenities

9. Junctions & Intersections

10. Landscaping and Arboriculture

11. Highways Lighting

12. Temporary Diversion during
construction

13. Toll Plaza including Fastag
equipments

II. STRUCTURES

14. Major bridges

. Elevated Road

15. Minor bridges

16. Interchanges (NH5)

17. Road over bridges

18. Vechicular Underpasses

19. Culverts

III. EMP

20. Cost for EMP
implementation

V. UTILITY SHIFTING

29. TANGEDCO Cost

30. TWAD Cost

31. BSNL Cost

Total

item

Loan Coverage Ratio 100

Foreign Local

JPY INR JPY

2,151,783,902 7,515,594,320 14,327,046,701

2,184,045 7,628,272 14,541,846

840,745,112 2,936,493,382 5,597,864,392

150,085,853 524,208,951 999,304,353

230,027,028 803,421,673 1,531,570,138

101,639,031 354,997,415 676,734,844

209,058,742 730,185,170 1,391,958,717

285,617,051 997,582,465 1,901,700,644

53,256,705 186,011,147 354,594,764

109,587,472 382,759,153 729,657,300

2,491,507 8,702,156 16,588,999

51,928,936 181,373,610 345,754,184

9,941,580 34,723,226 66,193,205

105,220,841 367,507,700 700,583,315

2,255,972,115 7,879,495,331 15,020,754,551

582,509,578 2,034,547,091 3,878,475,866

742,061,947 2,591,820,000 4,940,810,347

74,436,123 259,985,077 495,611,947

234,440,678 818,837,348 1,560,957,182

265,961,177 928,929,858 1,770,827,547

274,109,229 957,388,778 1,825,079,049

82,453,383 287,987,179 548,992,613

0 30,642,727 49,641,218

0 30,642,727 49,641,218

0 317,627,987 514,557,339

0 255,261,552 413,523,714

0 33,690,636 54,578,830

0 28,675,799 46,454,794

4,407,756,017 15,743,360,365 29,911,999,809

Cost
Total
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3）ITS 費 
区間 1 の整備事業で導入される ITS ポーションは以下の通りである。 

 
表 9.3.6 CPRR（区間１）の ITS 費 

 
出典： JICA 調査団 

 
4）O&M 費 

ITS 設備の運営・維持管理に係る O&M 費は以下の通りである。 

 
表 9.3.7 ITS の O&M 費（区間１） 

 
出典： JICA 調査団 

 
  

ITS (Section-1) Loan Coverage Ratio 100

Foreign Local Foreign Local

JPY INR JPY INR JPY
Highway Traffic
Management Sytem (HTMS)

LS 1 221,977,949 310,199,296 221,977,949 310,199,296 724,500,808

Toll Management System
(TMS)

LS 1 226,095,881 0 226,095,881 366,275,327

Toll Plaza Building LS 1 118,588,434 0 118,588,434 192,113,264

0 0 0

Total 221,977,949 654,883,611 1,282,889,399

Total
item unit Quantity

Unit Price Cost

ITS OM (Section-1) Loan Coverage Ratio 0

item unit Quantity Unit Price Cost Total

Foreign Local Foreign Local

JPY INR JPY INR JPY
Toll Management System
(TMS)

Year 3 122,100,429 0 366,301,287 593,408,085

Highway Traffic
Management Sytem (HTMS)

Year 3 73,920,429 0 221,761,287 359,253,285

Cars of O&M LS 1 8,831,500 0 8,831,500 14,307,030

Total 0 596,894,074 966,968,400
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5）区間 1 の事業費総括 
区間 1 の事業費総括表は以下の通りである。 

 

表 9.3.8 概算事業費総括表（区間 1） 

 

出典： JICA 調査団 

  

Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others

Civil (Section-1) 4,466 4,466 0 15,743 15,743 0 29,970 29,970 0

ITS (Section-1) 238 238 0 1,252 655 597 2,266 1,299 967

Civil Works Sub Total 4,704 4,704 0 16,995 16,398 597 32,236 31,269 967

Price Escalation 299 299 0 2,594 2,424 170 4,501 4,226 276

Physical  Contingency 250 250 0 979 941 38 1,837 1,775 62

Consulting Services 1,786 1,786 0 628 628 0 2,804 2,804 0

Land Acquisition 0 0 0 12,723 0 12,723 20,611 0 20,611

Administration Cost 0 0 0 1,148 0 1,148 1,860 0 1,860

VAT 0 0 0 4,598 0 4,598 7,448 0 7,448

Import Tax 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Interest during Construction 3,119 0 3,119 0 0 0 3,119 0 3,119

Front End Fee 80 0 80 0 0 0 80 0 80

Total 10,239 7,039 3,199 39,666 20,392 19,274 74,497 40,074 34,423

Total
(million JPY)

Local Currency Portion
(millon INR)

Foreign Currency Portion
(million JPY)

Breakdown of Cost
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9.3.3 区間 2 から区間 5 の概略事業費積算 

区間 2 から区間 5 の概略事業費積算を以下に示す。なお、事業期間や経費、積算条件は区間 1
と同等とした。 

表 9.3.9 概算事業費総括表（区間 2） 

 

出典： JICA 調査団 

 

表 9.3.10 概算事業費総括表（区間 3） 

 

出典： JICA 調査団 

Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others

Civil (Section-2) 3,689 3,689 0 12,826 12,826 0 24,467 24,467 0

ITS (Section-2) 16 16 0 1,116 507 609 1,823 837 986

Civil Works Sub Total 3,705 3,705 0 13,942 13,333 609 26,290 25,304 986

Price Escalation 234 234 0 2,144 1,970 174 3,706 3,425 281

Physical  Contingency 197 197 0 804 765 39 1,500 1,436 63

Consulting Services 1,786 1,786 0 628 628 0 2,804 2,804 0

Land Acquisition 0 0 0 4,384 0 4,384 7,102 0 7,102

Administration Cost 0 0 0 767 0 767 1,242 0 1,242

VAT 0 0 0 3,811 0 3,811 6,174 0 6,174

Import Tax 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Interest during Construction 2,527 0 2,527 0 0 0 2,527 0 2,527

Front End Fee 66 0 66 0 0 0 66 0 66

Total 8,514 5,921 2,593 26,480 16,697 9,783 51,412 32,970 18,442

Total
(million JPY)

Local Currency Portion
(millon INR)

Foreign Currency Portion
(million JPY)

Breakdown of Cost

Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others

Civil (Section-3) 4,158 4,158 0 14,492 14,492 0 27,635 27,635 0

ITS (Section-3) 16 16 0 1,268 567 701 2,070 934 1,135

Civil Works Sub Total 4,174 4,174 0 15,760 15,059 701 29,705 28,569 1,135

Price Escalation 264 264 0 2,425 2,225 200 4,192 3,868 324

Physical  Contingency 222 222 0 909 864 45 1,695 1,622 73

Consulting Services 1,786 1,786 0 628 628 0 2,804 2,804 0

Land Acquisition 0 0 0 25,163 0 25,163 40,763 0 40,763

Administration Cost 0 0 0 1,466 0 1,466 2,375 0 2,375

VAT 0 0 0 4,266 0 4,266 6,911 0 6,911

Import Tax 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Interest during Construction 2,853 0 2,853 0 0 0 2,853 0 2,853

Front End Fee 74 0 74 0 0 0 74 0 74

Total 9,372 6,445 2,927 50,617 18,777 31,840 91,371 36,863 54,508

Total
(million JPY)

Local Currency Portion
(millon INR)

Foreign Currency Portion
(million JPY)

Breakdown of Cost
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表 9.3.11 概算事業費総括表（区間 4） 

 

出典： JICA 調査団 

 

表 9.3.12 概算事業費総括表（区間 5） 

 

出典： JICA 調査団 
 

Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others

Civil (Section-4) 1,468 1,468 0 4,947 4,947 0 9,482 9,482 0

ITS (Section-4) 16 16 0 1,086 496 591 1,776 819 957

Civil Works Sub Total 1,484 1,484 0 6,033 5,442 591 11,258 10,301 957

Price Escalation 94 94 0 980 811 168 1,681 1,408 273

Physical  Contingency 79 79 0 351 313 38 647 585 61

Consulting Services 1,786 1,786 0 628 628 0 2,804 2,804 0

Land Acquisition 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Administration Cost 0 0 0 304 0 304 492 0 492

VAT 0 0 0 1,821 0 1,821 2,950 0 2,950

Import Tax 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Interest during Construction 1,026 0 1,026 0 0 0 1,026 0 1,026

Front End Fee 30 0 30 0 0 0 30 0 30

Total 4,499 3,443 1,056 10,117 7,195 2,922 20,888 15,098 5,790

Total
(million JPY)

Local Currency Portion
(millon INR)

Foreign Currency Portion
(million JPY)

Breakdown of Cost

Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others
Total
Cost

JICA
Portion

Others

Civil (Section-5) 3,503 3,503 0 12,197 12,197 0 23,262 23,262 0

ITS (Section-5) 16 16 0 1,189 536 653 1,942 884 1,058

Civil Works Sub Total 3,519 3,519 0 13,386 12,733 653 25,204 24,146 1,058

Price Escalation 222 222 0 2,069 1,883 186 3,574 3,272 302

Physical  Contingency 187 187 0 773 731 42 1,439 1,371 68

Consulting Services 1,786 1,786 0 628 628 0 2,804 2,804 0

Land Acquisition 0 0 0 11,124 0 11,124 18,020 0 18,020

Administration Cost 0 0 0 945 0 945 1,531 0 1,531

VAT 0 0 0 3,669 0 3,669 5,944 0 5,944

Import Tax 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Interest during Construction 2,411 0 2,411 0 0 0 2,411 0 2,411

Front End Fee 63 0 63 0 0 0 63 0 63

Total 8,188 5,714 2,474 32,594 15,975 16,619 60,989 31,593 29,396

Total
(million JPY)

Local Currency Portion
(millon INR)

Foreign Currency Portion
(million JPY)

Breakdown of Cost
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 区間 1 の事業実施計画 

10.1   概要 

本調査対象は、当初 CPRR と市内 ITS で１つのプロジェクトとしていたが、CPRR の環境社会

配慮等の手続きが遅れていた。このため、CPRR 建設事業と市内 ITS 事業を切り離し、市内 ITS
事業のみ 2018 年 3 月 L/A が調印された。TNIDB は市内 ITS 事業を CPRR 建設事業と切り離して

単独でローリングプランにリストする申請を DEA に提出し受理された。上記より、CPRR 建設

事業と市内 ITS 事業の実施スケジュールはそれぞれ独立して検討を行った。市内 ITS 事業につい

ては別冊（第２巻）に詳述している。 

10.2   区間１の実施計画案 

CPRR建設事業の実施主体となる道路港湾局（HMPD）は JICAとの協議において、事業の経済

的妥当性が高く、用地買収手続きも先行し、優先度が も高い区間１について先行整備すると

している。ただし、区間１は Northern Port Access Road と TPP Link Road で構成されているが、詳

細な調査及び住民協議実施後に、TPP Link Road（旧線形）の建設には社会的合意が形成されて

いないと判断されたため、影響を 小化すべく、TPP Link Road の南端を約 1.5km 西側に変更し

た。この代替線形は延長 3.6km で北部の 1.65km は旧線形と共通、南部の 1.95km のみ旧線形から

変更となる。線形変更後の TPP Link Road については社会的合意が確認されたため、円借款事業

の対象としては、区間１の本線（Northern Port Access Road）及び TPP Link Road（線形変更後）

となる見込みである。また、区間２、３、４についても”4.3 実施優先度の検討”において事業の

経済的妥当性があることが確認されている。 

図 10.2.1 に CPRR 区間１の事業実施スケジュール案を示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 10.2.1 CPRR の事業実施スケジュール案 

Month
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